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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップ結果概要 

令和４年２月 

研究大学強化促進事業推進委員会 

１．目的・方法等 

 研究大学強化促進事業推進委員会（以下、「本委員会」という。）では、本事業を実施する各

研究機関(以下、「研究機関」という)の事業の進捗状況を適切に把握し、必要に応じて、指導・

助言を行い、研究機関の事業の着実な実施を促進することを目的として、平成 27年度からフォ

ローアップを実施している。 

令和３年度においては、例年のフォローアップ項目に加えて、令和２年度フォローアップ結

果において「ＵＲＡの自主財源化に向けた取組（ＵＲＡのキャリアパスの整備、組織体制、財

源の確保や有期・無期ポストの確保状況など）については、本事業終了に向けて加速的な取組

を求めるとともに、その進捗状況を次回フォローアップにおいて求める」と指摘したことを踏

まえて補足情報の提供を求めて詳細な状況確認を行った。また、新型コロナウイルス感染症の

影響下での「ＵＲＡによる研究ＤＸを推進するデータの整備・構築」に係る取組の進捗状況や

ＵＲＡによる特筆すべき取組についても確認を行った。 

２．全体的な状況と今後の取組 

全体として、前年度フォローアップ結果を踏まえ、個々の課題の把握とそれに対処するため

の展望が示されており、事業が着実に推進されていることが確認された。 

研究機関においては、新型コロナウイルス感染症の影響下において、新たに実施された教育

研究活動におけるオンライン化の導入や、感染症対策のための研究推進、情報発信などの取組

も活用しながら、将来構想の達成に向けた取組の着実な推進を期待したい。また、事業終了後

もＵＲＡ制度や研究力強化に繋がった取組が定着するよう、引き続き財源の確保も含めその持

続性の確保に取り組むことを求めたい。 

なお、自然科学研究機構を中心に整備を進める「ＵＲＡの活動に資するＤＸプラットフォー

ム」については、令和４年度の本格運用に当たり、今後研究大学コンソーシアム等を通じた継

続的、自律的な発展を期待したい。 

 

 
これまでの成果の例 

○URAによるNatureをはじめとするインパクトファクターの高い
論文誌への投稿支援プログラムの実施等による掲載論文数の
増加。【Nature Index論文数】

  34,169件（2009-2013） 
→ 37,495件（2016-2020）

○機関あたり受託研究件数
410件  (2012) 

→ 675件 (2019)

○URAによる EurekAlert!Japanポータルサイトの立ち上げや
国際プレスリリース支援等の取組による国際的な認知度向
上。【EurekAlert!Japanポータルサイト総閲覧数】

約  13万回（2014） 
→ 約306万回（2020）

○URA総配置数と自主財源化率の推移

229人 210人 194人
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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

北
海
道
大
学

○2018 年の WPI 拠点事業に続き、URA の支援により 2020 年のムーンショット事業

の採択につながった点は高く評価できる。

○コロナ禍を踏まえた取組として、URA の企画立案の下、共用機器類の遠隔操作化

を図る「リモートオープンファシリティ環境整備構想」や、新たなプロジェクトの創出

を目指した大規模オンライン会議等を実施したことは、高く評価できる。

○URA 制度を積極的に活用しており、特に「URA 学内ローテーション制度」によって、

各部局の強み・課題を URA が積極的に把握し、改善につなげるという仕組みが機

能していると評価できる。一方で、URA の配置状況に応じた負担を各部局に求め

ることは持続可能性を確保する観点で重要だが、その上で必ずしも資金が十分で

ない部局においても研究力の向上に必要な URA を配置できるように制度設計す

ることが望まれる。
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令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【優れた研究ガバナンスを誇るモデル大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

フォローアップの結果を受け、事業終了までの２年間、これまでの取組の方向性を維持・発展させる。  

  本学では URAを大学経営マネジメント人材と位置づけ、大学の経営陣である執行部と部局長等の業務を

補佐することで能力を育成している。その一環として本部 URA を各部局等へ派遣する「URA 学内ローテー

ション制度」を実施しており、2016年度に理学研究院との間で開始し、2020年度には６部局等に本部 URA

を派遣し、部局長等の業務を補佐するなどのマネジメント業務に従事した。 

また、本事業の終了までに URA体制のさらなる発展のため、全学の研究推進・支援業務に従事する教職

員を対象にアンケートやヒアリング調査を実施し、URAと同等の役割を持つ学内の専門職等（以下「URA類

似職」という。）の部局別の規模や職種及び職位の構成などの実態を把握した。URAとこれら URA類似職を

有機的に協同させるため、URA 認定制度の設計に向け、他大学の URA認定制度や URA体制に関する情報を

収集した。 

これらの取組に基づき、2021 年度には本学における全学的な URA 体制の構築について検討組織を設置

し、議論を始めている。 

さらに、本学では研究 IRをガバナンス向上のためのツールとして位置づけており、執行部と各部局等が

本学の経営戦略について対話するための共通言語として活用している。本部 URA が整備した研究 IR デー

タは「北海道大学 Business Intelligence（北大 BI）」に組み込むことにより可視化され、執行部と各部局

等が対話する際に活用されている。また、その研究 IRデータを活用し、関係部署と連携して研究 IR分析

の実施、研究パフォーマンス向上のための施策立案や、世界大学ランキングへの対応などを通じ、大学運

営における意思決定を裏付けるエビデンスとして情報提供を強化している。 

機関名 国立大学法人北海道大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 寳金 清博 氏名 増田 隆夫 

令和元年度フォローアップ結果 

○将来構想「優れた研究ガバナンスを誇るモデル大学」として、成果を着実に上げている。特に本部 

URAと部局 URAの有機的協同は他大学へのモデルケースとなるものであり評価される。引き続き URA

と URA類似職の統合に向けた検討の推進も期待したい。 

○本部 URAは、国際共同研究の新規獲得や企業の課題解決に貢献する取組等にも大きく貢献しているこ

とは評価される。 

○また、外国人も含めた博士課程大学院生の人材育成にも URAが参画し、その育成とキャリアパスに貢

献していることは評価される。引き続き国際化に URAが大きく貢献していくことを期待したい。 

令和元年度フォローアップ結果  

 

令和２年度(2020年度)フォローアップ結果 

5



② 現状の分析と取組への反映状況 

１）大学経営力の強化 

ⅰ）URAの全学的な体制整備 

 URA を積極的に活用した全学的研究推進・支援体制を構築するため、今後も全学的に URA 体制を整備

するとともに、URA個々の能力を育成し、質を向上させるための取組を進める。 

2020年度の URA学内ローテーション制度は、理学研究院、農学研究院、先端生命科学研究院、北極域

研究センター、化学反応創成研究拠点と、研究推進部研究振興企画課の６部局等において実施し、それ

ぞれ１名ずつ本部 URAを派遣し、部局長等を補佐して各々の部局等におけるマネジメント業務や戦略企

画業務などに従事してきた。 

その際、派遣先部局との合意に基づき、派遣先部局等における URAの活動費として本部 URAの人件費

相当額を URAステーションに支払うというルールを策定し、本事業終了後も、本部 URAの活動費の一部

を確保する仕組みの構築を進めている。 

部局等におけるマネジメントの実務を通して、派遣された本部 URAの能力の開発・向上を図るととも

に、派遣先部局には URAを雇用することによる研究推進・支援の効果を実感してもらうことにより、部

局経費による部局 URAの配置を促進し、全学的な URA体制の規模拡大を試みている。 

また、学内において研究推進・支援業務に従事する教職員を対象にアンケート調査やヒアリングを行

い、URA 類似職に従事している部局ごとの教職員数を把握し、部局における業務内容の詳細について情

報収集を行った。 

さらに、研究大学強化促進事業の採択校から５大学を対象にインタビューを行い、各大学における URA

の体制や従事している業務の情報を収集した。 

これら学内外における調査に先駆け、2020年度から、学内における一部の URA類似職に URAの呼称を

付与する制度の試行を開始した結果、部局 URAを１部局６名増員し、2021年８月現在、本部 URA14名と

５部局に 13名の部局 URAが配置されている。 

この人数は、ロードマップに記載している自主財源等により雇用する URA 人数の 2021 年度計画値で

ある 22名を達成している。このように呼称を付与された URAは、URAステーションが主催している月１

回の検討会と月２回開催している定例ミーティングに参加し、国内外の動向や本学の運営全般に関する

最新情報を共有するとともに、研究推進・支援に関する学内外の情報を共有することにより、新たな施

策やこれまでの取組の改善策について協議し、本学における研究推進・支援機能の強化を図っている。 

 

ⅱ）URAの大学経営への参画と学内連携 

 本部 URA を総長や執行部で構成している企画立案会議等に出席させ、URAの大学経営への参画を促進

している。 

本部 URAを、研究担当理事を議長とする研究戦略室会議や研究大学強化促進事業と両輪をなすスーパ

ーグローバル大学創成支援事業を統括する HUCI 統括室会議の構成員とし、研究戦略や予算配分の素案

策定、国際化推進施策と研究力強化施策の橋渡しを行っている。 

特に、研究戦略室会議には常時複数の本部 URAを出席させ、同会議の構成員である総長補佐らと協同

して研究推進・支援策の企画や施策立案を担当させている。一例として、第４期中期計画の策定にあた

っては、本部 URAが研究 IR指標の分析等を行い、その結果に基づき総長補佐や事務職員らと協同して、

研究に関する中期計画達成のための方策や評価指標の素案を作成している。このほか、本学の様々な喫

緊の課題を解決するため、総長直轄の機動的な組織として設置された未来戦略本部において、本部 URA

が SDGs推進検討部会や経常的収入検討部会「産学連携・外部資金獲得の強化に関するタスクフォース」

及び「コンサルティング会社に係るタスクフォース」の構成員となり、様々な喫緊の課題に対する解決
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策について協議を進めている。 

 さらに、大学運営の意思決定を裏付けるエビデンスとして IR に基づく情報収集と分析を強化し、経

営戦略の構築や大学運営の改善に資する取組を行い、大学ガバナンスの向上を図っている。 

そのため、2020年度も総合 IR室と連携し、URAステーションが研究 IR分析に用いる基礎データを整

理して提供したほか、新たな研究 IR 分析手法の開発に基づき、本学の被引用数指標向上に係る支援策

を立案・実施するなど、研究 IR分析の成果を取り入れた施策立案に取り組んでいる。 

これまで研究推進部が担っていた世界大学ランキング対応業務を 2020 年度から URA ステーションに

移管し、研究 IRの分析結果を活用した報告書作成などの機能強化を図っている。代表的な取組として、

URA ステーションが部局等から情報を収集して整理を行い、担当理事と協議するなど、執行部と部局を

つなぐハブとなり、SDGs をもとに大学の社会貢献度を評価する Times Higher Education Impact 

Rankingsにエントリーをした。その結果、２年続けて国内首位（2021年は１位タイ）を獲得するに至っ

た。このように、世界大学ランキングに関する情報の分析と学内向けに情報提供し周知を行うことで全

学的に価値観を共有し、大学ランキングを活用した全学的一体感の醸成に貢献していく。 

これらのほか、附属図書館と連携して、学内の研究活動や研究力強化の取組などの情報を共有するシ

ステムのプロトタイプを構築し試験的運用を開始した。また、全学の機器共用を管理するグローバルフ

ァシリティセンター（以下「GFC」という。）と連携し、研究基盤に関するデータの利用頻度向上を目的

として、共用機器の利用データを可視化するツールを導入した。 

 

将来構想２【世界の頭脳が行き交う大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

引き続き博士課程人材のキャリアパス拡大に向けた取組を行い、優れた博士人材を学界や産業界に輩

出するためのシステムを強化している。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、当初予定していた海外サイトビジットが中止となった

が、オンラインを活用して企業との英語によるマッチング等の取組を継続したほか、研究成果発信力強

化のための英語によるセミナー等を開催し、外国人を含む博士課程人材のキャリアパス拡大のための取

組を継続している。 

さらに、文科省の科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業の申請にあた

り、SDGs が目指す社会の実現に貢献できる人材の育成を目的とした構想の立案に本部 URA が参画する

など、外国人留学生を含む優れた人材の博士課程進学を後押しする取組を加速させている。 

国際的な研究ハブ機能の強化としては、昨年度 URAステーションが企画提案し実現した学内研究助成

事業である「創成特定研究事業」の採択プロジェクトのフォローアップとして、本部 URAをアドバイザ

ーとして配置し大型外部資金の獲得に向けた助言等を行い、さらなる発展に向けた支援を行っている。 

また、研究成果を発信するウェブサイトを新たに開設し、創成特定研究事業に採択されたプロジェク

トの広報を行うなど、戦略的広報体制の強化を進めている。 

このほか、研究 DX を支えるインフラ整備として、文科省コアファシリティ構築支援プログラムの申

請に本部 URAが参画し、コロナ禍でも国内外を問わず対応可能な共用機器のリモート化、研究基盤 IRを

導入した費用対効果の可視化や、新しいシステムを支える研究支援人材育成プログラムなどのパッケー

ジを申請し、採択された。 

このような取組により、研究者にとって好適な研究環境の整備を一層強化し、国際的な研究ハブ機能

のさらなる強化を図っている。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

１）人材の多様化（ダイバーシティ）の推進 

外国人も含めた博士課程大学院生の人材育成のために、英語による能力向上（研究能力と専門以外の

場面で能力を発揮するためのスキルの両方）のための個別面談、オンライン移転可能研究力強化セミナ

ー（11 回延べ 236 名参加）や、英語論文執筆セミナー（61 名参加）及びプレゼンテーションセミナー

（34名参加）を開催するとともに、オンラインによる企業とのマッチングイベントや海外研究者との交

流セミナー等を開催し、キャリアパス形成支援を行ってきた。 

また、博士課程に進学する学生を経済的に後押しする方策として、文科省科学技術イノベーション創

出に向けた大学フェローシップ創設事業や、次世代研究者挑戦的研究プログラム「博士後期課程学生支

援プロジェクト」への申請に本部 URAが参画し、大学院生の博士課程進学率の向上に向けた取組を行っ

ている。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて外国人の新規留学者が著しく減り、その

結果として 2020年度は前年度に比べて 500名以上外国人留学生が減少し、2,510名となった。今後、状

況の好転に伴い再び外国人留学生数を増加させるために、引き続きキャリアパス形成支援を継続してい

く。 

本学の強み・特色ある研究分野において将来の研究リーダーたりうる若手人材の確保を目的として、

「アンビシャステニュアトラック制度」等を活用し、2020年度までに 20名教員を採用し、2021年度に

は新たに８名採用するなど、事業終了時の目標を前倒しして達成している。 

また、2020年度に改組されたダイバーシティ研究環境推進室の主導により、国際共同研究や社会との

連携に関心が高い女性研究者の支援として、研究構想やビジョンをわかりやすく１枚の絵として示す

「研究ポンチ絵」作成スキルの向上支援や、研究費獲得のために効果的な研究概要の作成を支援するコ

ンサルティングを実施した。 

さらに、2021年度は同室の主導により本学のダイバーシティ宣言を予定するなど、女性研究者を含め

た多様な人材が能力を発揮できる研究環境づくりに取り組んでいる。一連の取組を行ったところ、ここ

数年停滞していた女性研究者比率は、2020年度には前年度から 0.6%向上し 17.7%に達した。 

 

２）先端的な研究成果の創出と世界への発信 

国際的な研究ハブ機能をさらに強化するため、本部 URA等を活用した部局横断型研究プロジェクトの

形成に係る制度設計や、企画・申請を支援する取組を継続する。2020年度は、本部 URAが JST「ムーン

ショット型研究開発事業ミレニア・プログラム」の研究構想立案支援を行い採択されるとともに、プロ

ジェクトの運営にも関わり、2021年７月の最終報告書作成までに長期計画策定のためのシナリオプラン

ニングの企画と実施を担当した。 

2018 年度に採択された JSPS WPI 拠点である化学反応創成研究拠点や 2020 年度に採択された北極域

研究加速プロジェクトに本部 URAを配置して運営支援を行い、国際共著論文、Top10%論文や、外部資金

獲得などの指標向上を進める。 

また、研究 IR データをもとに本学における次世代の中核的研究を担うことが期待される研究者を選

抜して異分野融合研究を推進する「創成特定研究事業」に対し、採択された５件のプロジェクトにそれ

ぞれ本部 URAをアドバイザーとして配置し、外部資金獲得や論文指標向上に向けた相談支援を行ってい

る。 

これらの取組により、URAが形成を支援した部局横断型研究プロジェクトの件数は 2020年度にすでに

事業目標を大きく超える 11件に達し、国際共著論文率も昨年度に引き続き 37.1%を維持するなどの高い

水準を保っている。そのため、今後もこれらのプロジェクトの支援を通してさらなる研究力の向上を図
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る。 

そのほか、本学の国際的研究ハブ機能の強化のため、研究推進部に本部 URAを派遣し、両者の密接な

連携により多様な外部資金の獲得に資する支援サービスを企画し、全学に提供している。 

特に、科学研究費助成事業に関しては、日英両言語によるセミナー開催やウェブ配信などの情報提供

の強化、研究グループの構築に必要な資金等の助成、審査・採択経験者等をアドバイザーとして紹介す

る制度や、模擬ヒアリングを昨年度に引き続き実施している。その結果、2020年度は書面審査を通過し

た４件の科研費基盤研究(S)の研究課題に対して模擬ヒアリングを実施し、２件の採択につながった。こ

の成果に基づき、2021年度は JSTの CREST・さきがけ・創発的研究支援事業や、AMED-CRESTや PRIME等

の受託研究においても模擬ヒアリングを実施し、いっそうの支援の充実を図っている。また、研究 IRデ

ータを活用し、科研費基盤研究(B)から(A)へとステップアップする潜在的実力を有する研究者を探索し

て集中的に支援を行う取組を開始し、４名を支援した結果３名が基盤研究(A)に採択された。 

一連の取組の結果、JSPS国際共同研究加速基金(国際共同研究強化(A)や(B))を中心とする国際共同研

究を目的とした総額 500万円以上の課題の新規獲得件数は新たに 27件増加し、119件に達した。 

これらの研究成果を戦略的に発信する研究広報の取組として、引き続き IR を活用して配信方法や対

象を選定する戦略的広報の手法開発とその実践に取り組んでいる。2020 年度には、本学基幹 HP に研究

を発信するウェブマガジン「リサーチタイムズ」を新たに開設し、創成特定研究事業を含む研究紹介記

事 23件を掲載した。 

先端的な研究成果を創出するための研究環境の整備として、オープンファシリティ登録台数は 2020

年度の中間的アウトカムを 2018 年度に前倒しで達成して以降も増加している。しかしながら、2020 年

度は新型コロナウイルス感染拡大の影響を大きく受け、事業終了までのアウトカムであるオープンファ

シリティ利用者数は前年度から 5,000名以上減少し、15,694名となった。 

今後、コロナ禍が続くことを踏まえて、本部 URAが GFCに協力し、2021年度の文科省コアファシリテ

ィ構築支援プログラムに申請し、採択された。本学のコアファシリティ構想は、研究基盤 IRの導入によ

るファシリティ維持のための合理的判断に基づく持続的な研究基盤整備や機器を遠隔操作できるリモ

ートオープンファシリティの開発に加え、学生によるオープンファシリティを活用したモノづくりスタ

ートアップを教職員で支援するという、すべての学内関係者が関与する全学的取組となっており、これ

らのオープンファシリティの体制を支える研究支援人材の育成も含めて、EBPM研究基盤強化推進体制を

確立することで、国際的な研究ハブとしてふさわしい研究環境を整備し、事業終了までのアウトカムの

達成を目指すものである。 

 

将来構想３【イノベーション・社会実装で先進する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

フォローアップ結果にも記載された企業の課題解決を含め、持続可能な社会の構築に向けた課題の解

決を目的として、企業、自治体、研究機関等が一体となって取り組むプロジェクトの構築を進めている。

2021年には本部 URAが中核的な役割を担い、内閣府バイオ戦略に基づく地域バイオコミュニティの形成

事業やまち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく計画策定支援枠のほか、JST の共創の場形成支援事業

３件について、構想立案や申請書作成に貢献している。 

また、産学協働マネージャーを中心に、企業との間で組織対組織型の大型共同研究を行う産業創出講

座制度に賛同する企業の誘致を実施している。これらの活動により、企業や自治体と共に社会課題の解

決に向けた共同研究を推進する産学官連携の体制構築を加速することで、イノベーション・社会実装で

先進する大学へと変革を遂げる。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

１）課題解決のための社会との連携強化 

産業界や自治体など社会のニーズに応えるため、大学だけではなく企業や自治体などのステークホル

ダーが協同するコンソーシアム型の共同研究の推進に向けた取組を強化した。 

内閣府バイオ戦略に基づく地域バイオコミュニティの形成事業への申請にあたっては、北海道という

土地柄を生かして持続的一次生産システムを主要な市場領域として設定した「北海道プライムバイオコ

ミュニティ」構想の立案、関係者への協力依頼と連絡調整、研究 IRデータを活用したエビデンスの付与

と申請書及びプレゼン資料の作成など、本部 URAが申請作業全般にわたり中核的な役割を担った。その

結果、当該構想が採択され、2021年６月に「地域バイオコミュニティ」と称する認証を獲得した。 
また、JST共創の場形成支援事業の申請にあたっては、本学から申請を行った３件のプロジェクト各々

を複数の本部 URAが担当した。本部 URAを中心に、企業に加えて地域とも協働を推進することを目的と

した既存の産学連携組織の改組案や、大学の研究推進施策をプロジェクトの推進のために活用する提案

を行うとともに、それぞれのプロジェクトにおける企業と自治体間の連絡調整、企画立案会議の開催や

申請書の作成等に貢献した。 

さらに、函館市と連携した内閣府まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく計画策定支援枠への応募

にも本部 URAが参画し、応募作業を支援した結果、採用が決定した。今年度下期の本申請に向けて、構

想立案の準備を開始するなど、コンソーシアム型の共同研究を通した社会課題解決に向けて、社会との

連携を一段と促進している。 
また、組織対組織型の大型共

同研究を行う産業創出講座等

制度に賛同する企業を積極的

に誘致した。産学・地域協働推

進機構の産学協働マネージャ

ーが、研究フェーズから事業化

フェーズに向けた研究加速や

大型化を提案したほか、企業の

責任者クラスと直接面談を行

い、産業創出講座等の設置を提

案するなどの活動を行ってい

る。さらに、学内の幅広い研究成果の紹介や、学内の研究環境案内などの企業誘致活動を実施した結果、

2020年度は新たに５つの産業創出講座等を設置し、累計が 30件に到達した(図１)。 

本学の特許や研究シーズ、共同研究の成果などに基づき、事業化（製品化）を目指して国内外の展示

会・技術交流会に積極的に参加する予定だったが、2020年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り、オンライン実施への変更や中止が相次いだ。そのような状況下においても、国内外の産学連携実務

者や企業とのネットワークを構築し、本学シーズとのマッチングの機会創出などを行った結果、2020年

度は研究成果の社会実装事例が新たに１件追加され、事業終了時の目標値 15 件を上回る 17 件に達し

た。 

なお、企業との共同研究の形成にあたっては、総合 IR室と連携して産学連携に有用な IRデータを集

約した学術・産学連携統合データベースを活用し、現在及び将来有望な研究者を選定するとともに、首

都圏に配置している産学協働マネージャーを中心に、企業に対して従来よりも的確な提案を行うことが

できた。 

事業終了に向けて、引き続き研究シーズの積極的な産学連携活動を進めていく。 
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図１.産業創出講座等の設置件数(累積)の推移

↑2022年度目標：累積 18件 
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ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

 総長を議長とする大学力強化推進本部会議において、ロジックツリー・ロードマップに照らした事業の実
施状況報告を行い、意思決定者である役員から事業の実施を担当する部署に至るまで、事業実施に関わる担
当者の認識共有に役立てている。 
 

 

 

特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

将来構想３【イノベーション・社会実装で先進する大学】 

〇地域連携促進のための取組 

大学院生が自身の研究や大学での学びを発展的に展開し、北海道の地域社会や地域の課題解決に携わる

団体等と連携しながら、現場地域（フィールド）において課題解決を主体的に取り組む活動を支援するプ

ログラム「地方学の実践支援プログラム」を、URAステーションが企画・実施した。2020年度は５チーム

６名の大学院生の活動を支援した結果、支援対象となった博士課程大学院生１名が朝日新聞主催「大学 

SDGs ACTION! AWARDS 2021」においてファイナリスト賞を受賞するなど成果を上げた。 

〇人社主導による学際研究の創出に向けた取組 

 人文社会科学系の研究者が中心となって学際研究プロジェクトを創出する機会を提供するために、2020

年 10月に URAステーションの主催により第６回人文・社会科学系研究推進フォーラム「人社主導の学際研

究プロジェクト創出を目指して～未来社会を拓く人文学・社会科学研究の現在と展望」をオンライン開催

し、学内外から 238名の研究者や URA等の参加を得た。 

〇SDGs推進を支援する取組 

 本学の教育研究社会貢献等の取組を SDGsへの貢献という観点から整理して広く社会に対して発信するた

めに、以下の取組を行った。北海道庁と共催し、2021年８月に「北海道×SDGs交流セミナー2021」をオン

ライン開催し、一般市民、企業関係者、自治体関係者や大学関係者など 350名以上の参加を得た。また、

国連大学 SDG大学連携プラットフォームに加盟し、本部 URAが出席して国内外の他大学の動向について情

報を入手し執行部と共有するとともに、執行部が発表する資料を作成した。その他にも、TBSテレビより番

組制作のために SDGsに関連する本学の研究情報提供や取材のコーディネーション依頼を受けて、本部 URA

が中心となって研究広報の対応を進めている。さらに、本部 URAが学内の SDGs推進検討部会の部会員とし

て SDGs推進の体制構築について検討した結果、2021年８月に全学の持続可能な社会構築に向けた取組を司

る新組織「サステイナビリティ推進機構」が発足した。 

 

コロナ禍において有効的に実施された顕著な URAの取組 

〇遠隔利用可能な共用研究環境の構築に係る企画立案 

 本学における 2020年度のオープンファシリティ利用者数は、コロナ禍の影響を大きく受け、前年度から

5,000名以上減少した。 

このような状況下における研究環境改善のため、本部 URAが機器共用を担当しているグローバルファシ

リティセンターに協力し、共用機器を遠隔操作することで、コロナ禍においても学内外からのオープンフ

ァシリティの利用が促進できるリモートオープンファシリティの環境整備構想を企画立案し、2021年度の

文科省コアファシリティ構築支援プログラムに申請した結果、当該事業が採択された。 

〇オンラインイベント等の開催促進のための支援 
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 本部 URAが企画立案し、オンライン研究フォーラム「人社主導の学際研究プロジェクト創出を目指し

て」を 2020年 10月に開催した結果、学内外から 238名が参加して活発な議論や意見交換を行った。この

大規模オンラインイベントの経験や人脈等を活用し、2021年２月には、北海道庁との共催により「SDGs×

北海道 交流セミナー2021」をオンライン開催して 380名以上の参加者を得たほか、学内の他部局と連携し

て 2020年 10月に開催された「第７回北海道大学部局横断シンポジウム」といった 700名を超える規模の

オンラインイベントの成功に貢献した。 

○オンラインツールの利用促進

理学研究院に派遣された本部 URAは、オンラインによる講義や研究打ち合わせ等をサポートするため

に、ウェブ会議ツールの使用方法等をまとめた資料を作成し提供した。 

【参考】論文の質に係る指標について 

Scopus WoS 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

2013-
2017平

均 

2014-
2018平

均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著
論文率 

28.99％ 30.61％ 32.09％ 33.30％ 29.48％ 31.25％ 32.83％ 34.12％ 

産学共著
論文率 

6.25％ 6.13％ 6.12％ 6.35％ 3.28％ 3.14％ 3.89％ 4.37％ 

Top10％論
文率 

9.27％ 9.02％ 9.09％ 8.90％ 8.93％ 8.76％ 8.86％ 9.04％ 
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北海道大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】
将来構想

事業終了までのアウトカム
（2021（R3）年度-2022 （R4）年度）

中間的なアウトカム
（2019（R1）年度-2020 （R2）年度）

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影
響を受けない）が検証可能である指標

アウトプット
（2021 （R3）年度の取組）

アウトプット
（ 2020 （R2）年度の取組）

アウトプット
（ 2019 （R1）年度の取組）

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

優れた研究ガバナンスを
誇るモデル大学

1.URA職を活用した
大学経営

2.トップ主導で強みを活かす
大学ガバナンスの実現

世界の頭脳が
行き交う大学

1.多様な人材の登用

2.国際的な研究ハブ機能
の戦略的強化

イノベーション・社会実装
で先進する大学

1.組織的協働による
実用化推進と社会実装

指標(13) 研究シーズの事業化による社会実
装事例数

課題解決のための社会との連携強化

指標(12) 産業界や社会のニーズに基づく組
織型共同研究数

指標(3) ＵＲＡ職の積極的活用による研究
支援体制の確立

指標(2) 社会ニーズを活かした戦略の立案

大学経営力の強化

指標(1) 総合ＩＲデータに基づいた大学経営

指標(7) 外国人留学生数

指標(6) 外国人教員比率

指標(5) 女性研究者比率

人材の多様化（ダイバーシティ）の推進

指標(4) 若手研究者の採用・育成

指標(11) 国際共著論文率

指標(10) URAが形成を支援した部局横断型
研究プロジェクト件数

指標(9) オープンファシリティ利用者数

先端的な研究成果の創出と世界への発信

指標(8) 国際共同研究新規採択数（500万円
以上）

指標⑥
高度技術職員の養成システムを
構築

指標② 外国人教員比率

分野融合型共同研究の推進

指標③
新学術領域の創成に向けた体制
の構築

研究基盤の強化

指標⑤ オープンファシリティ登録台数

組織型共同研究の推進

指標⑦
産業界や社会のニーズに基づく組
織型共同研究数

人材の多様化（ダイバーシティ）の推進

指標① 若手研究者の採用・育成

戦略的・積極的な情報発信を行うための体制を構築

指標④
IRを活用した戦略的広報手法の開
発

URAステーションによる事業遂行
と進捗状況の管理 ◀ ＵＲＡステーションによる事業遂行と

進捗状況の管理 ◀ 将来構想実現に向けた「ＵＲＡス
テーション」の運営

全学的URA体制構築のための学
内認定制度の制定と、URAの質
保証のための取組 ◀

URAとURA類似職統合に向けた学内
認定制度の情報収集や制度設計及
びローテーション制度実施

◀
URAとURA類似職統合に向けた学
内認定制度の設計着手及びロー
テーション制度実施

URAの能力向上を目的としたセミ

ナー・講習等や学外での研修や
シンポジウムへの参加 ◀

ＵＲＡの能力向上を目的としたセミ
ナー・講習等や学外での研修やシン
ポジウムへの派遣

◀ ＵＲＡの能力開発に関するセミナー
等の企画・開催

研究力向上のための学外有識
者を含めた会議の運営 ◀ 研究力向上のための学外有識者を

含めた会議の運営 ◀ 研究力向上のための学外有識者を
含めた会議の運営

研究IR基礎データ収集・整理と研
究IR分析による研究力向上施策
実施及び大学ランキング対応 ◀

研究IR分析による研究力向上施策
の実施やベンチマークを設定した新
たな分析手法の実施

◀
ＵＲＡ・総合ＩＲ室連携による研究ＩＲ
分析の実施及び新たな分析手法の
開発

附属図書館やオープンファシリ
ティ担当部署と連携し研究情報
共有システムを構築、試験的利
用

◀ 附属図書館との連携による研究情
報共有システムの構築

女性研究者の共同研究や社会
連携を推進する研究紹介コンテ
ンツ作成支援 ◀

女性研究者の国際共同研究推進の
ための旅費支弁を目的とした表彰事
業の実施

◀
女性研究者の国際共同研究推進の
ための旅費支弁を目的とした表彰
事業の実施

外部資金獲得セミナーや論文投
稿料支援等若手教員等の研究
力強化を図る取組の企画・実施
及び研究IRを活用した優秀な若

手研究者への効果的な研究費
支援制度の改善・実施

◀
若手教員等の活躍を促進し研究力
の強化を図る取組の企画・実施及び
研究IRを活用した優秀な若手研究者
への効果的な研究費支援制度の設
計・実施

◀
若手教員等を対象とした外部資金
獲得増加事業・論文執筆促進セミ
ナー開催・論文投稿料支弁の実施

研究IR分析による異分野融合研

究の企画・立案及び異分野融合
研究の提案に対する研究費支援
制度の改善と実施

◀
研究ＩＲ分析による異分野融合研究
の企画・立案及び異分野融合研究
の提案に対する研究費支援制度の
設計・実施

◀
研究ＩＲによる異分野融合型研究の
企画・立案及び採択された異分野
融合研究の推進

博士課程人材と企業とのマッチ
ングイベントや直接交流機会の
提供、英語論文執筆支援等実施 ◀

博士課程人材と企業とのマッチング
イベント・海外サイトビジット・英語論
文執筆支援等の継続

◀
博士課程人材に対する企業との
マッチングイベント・海外サイトビジッ
ト・英語論文執筆セミナー等の実施

大規模事業を中心とした競争的
外部資金の獲得を促進する取組
の企画・実施 ◀

大規模事業を中心とした競争的外部
資金の獲得を促進する取組の企画・
実施

◀
外部資金の採択率向上等に向けた
プログラムの企画・運営及び既存プ
ログラムの改善

IRを用いた戦略的広報手法の確
立とウェブコンテンツ等による情
報発信への活用、及び研究者の
情報発信スキルアップ支援

◀
ＩＲを用いた戦略的広報手法の開発
とウェブコンテンツ等による国内外へ
の情報発信への活用、及び研究者
の情報発信スキルアップ支援

◀
ＩＲデータ等を活用した広報体制の
立ち上げ及び広報誌等による国内
外への情報発信

研究基盤IRの構築や、オープン
ファシリティを活用した教職員・
学生協働の強化

◀
研究基盤強化に資する高度技術支
援人材の育成及び機器共用の大型
プロジェクトへの申請支援

◀
研究基盤の利用環境改善及び高度
技術人材育成のための技術・人材
交流の実施

産業創出分野等の設置による
大型組織型共同研究の推進 ◀ 産業創出分野等の設置による大型

組織型共同研究の推進

◀ 産業創出分野等の設置による組織
対組織型共同研究推進

◀
産学官連携の体制構築・コンソーシ
アム形成に係る外部資金申請書作
成及び包括連携協定業務

対外技術移転活動強化による
大型共同研究の締結 ◀ 対外技術移転活動強化による大型

共同研究の締結 ◀
技術移転活動及び学術・産学連携
統合データベース活用等による大型
共同研究促進

研究支援DXのための学内デー
タの整理と研究大学コンソーシア
ムにおける議論への参加

◀ ◀
自治体や地域企業との意見交換
及び地域連携活動を行う教員等
への支援

◀
地方自治体や地域企業との意見交
換及び地域連携活動を行う教員等
への支援

◀ 地方自治体との意見交換及び地
域振興に対する提言
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北海道大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 

事業実施計画 ※【再掲】は、ロジックツリー上の破線を示す

年度 
2018 

（H30） 

2019 

(H31/R1) 

2020 

（R2） 

2021 

（R3） 

2022 

（R4） 

2023 

(R5) 

将

来

構

想 

事業終了まで 

のアウトカム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

優
れ
た
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
誇
る
モ
デ
ル
大
学 

大学経営力の強

化 

URAの能力開発に関する

セミナー等の企画・開催 

将来構想実現に向けた

「URAステーション」の

運営 

URAステーションによる事業遂行と進捗状況の管理 

URAと URA類似職統合に

向けた学内認定制度の設

計着手及びローテーショ

ン制度実施 

URAと URA類似職統合

に向けた学内認定制度

の情報収集や制度設計

及びローテーション制

度実施 

全学的 URA体制構築のための学内認定制度の制定と、URAの質保証のための

取組 

URAの能力開発に関する

セミナー等の企画・開催 

URAの能力向上を目的

としたセミナー・講習

等や学外での研修やシ

ンポジウムへの派遣 

URAの能力向上を目的としたセミナー・講習等や学外での研修やシンポジウ

ムへの参加 

研究力向上のための学外有識者を含めた会議の運営 

URA・総合 IR室連携によ

る研究 IR分析の実施 

URA・総合 IR室連携によ

る研究 IR分析の実施及び

新たな分析手法の開発 

研究 IR分析による研究

力向上施策の実施やベ

ンチマークを設定した

新たな分析手法の実施 

研究 IR基礎データ収集・整理と研究 IR分析による研究力向上施策実施及び

大学ランキング対応 

附属図書館との連携に

よる研究情報共有シス

テムの構築 

附属図書館やオープンファシリティ担当部署と連携し研究情報共有システム

を構築、試験的利用 

指標(1):総合ＩＲデータに基づいた大学経営 
総合 IRデータベースの

構築 

指標(2):社会ニーズを活かした戦略の立案 

外部有識者からの意見

を反映させる体制の確

立 
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指標(3):URA職の積極的活用による研究支援体制

の確立 

本部 URA14名、20部局

URA25名 

世
界
の
頭
脳
が
行
き
交
う
大
学 

人材の多様化

（ダイバーシテ

ィ）の推進 

人材の多様化（ダイバーシテ

ィ）の推進 

若手研究者育成体制の構

築に関する学内調整 

若手教員等を対象とした

外部資金獲得増加事業・

論文執筆促進セミナー開

催・論文投稿料支弁の実

施 

若手教員等の活躍を促

進し研究力の強化を図

る取組の企画・実施及

び研究 IRを活用した優

秀な若手研究者への効

果的な研究費支援制度

の設計・実施 

外部資金獲得セミナーや論文投稿料支援等若手教員等の研究力強化を図る取

組の企画・実施及び研究 IRを活用した優秀な若手研究者への効果的な研究

費支援制度の改善・実施 

指標①:若手研究者の採用・

育成 

9名以上（2018-2020累

計） 

指標②:外国人教員比率 8％ 

【再掲】分野融合型共同研究

の推進 

【再掲】分野融合型研究

拠点・大型研究プロジェ

クトに係る企画立案・申

請書作成・運営 

【再掲】研究 IRによる異

分野融合型研究の企画・

立案及び採択された異分

野融合研究の推進 

【再掲】研究 IR分析に

よる異分野融合研究の

企画・立案及び異分野

融合研究の提案に対す

る研究費支援制度の設

計・実施 

【再掲】研究 IR分析による異分野融合研究の企画・立案及び異分野融合研

究の提案に対する研究費支援制度の改善と実施 

【再掲】指標③:新学術領域

の創成に向けた体制の構築 

【再掲】新たな財源等

を用いて運営する研究

拠点 1拠点以上 

【再掲】戦略的・積極的な情

報発信を行うための体制を

構築 

【再掲】IRを活用した戦

略的広報の開発、英語版

ウェブサイト・研究紹介

パンフレットの更新 

【再掲】IRデータ等を活

用した広報体制の立ち上

げ及び広報誌等による国

内外への情報発信 

【再掲】IRを用いた戦

略的広報手法の開発と

ウェブコンテンツ等に

よる国内外への情報発

信への活用、及び研究

者の情報発信スキルア

ップ支援 

【再掲】IRを用いた戦略的広報手法の確立とウェブコンテンツ等による情報

発信への活用、及び研究者の情報発信スキルアップ支援 

【再掲】指標④: IRを活用

した戦略的広報手法の開発 
【再掲】運用開始 

女性研究者の国際共同研

究推進のための旅費支

弁・プレゼン能力向上の

ためのセミナー企画・運

営 

女性研究者の国際共同研究推進のための旅費支弁を

目的とした表彰事業の実施 
女性研究者の共同研究や社会連携を推進する研究紹介コンテンツ作成支援 

若手外国人研究者に対す

る英語論文執筆等の研究

活動セミナーの企画・運

営 

博士課程人材に対する企

業とのマッチングイベン

ト・海外サイトビジッ

ト・英語論文執筆セミナ

ー等の実施 

博士課程人材と企業と

のマッチングイベン

ト・海外サイトビジッ

ト・英語論文執筆支援

等の継続 

博士課程人材と企業とのマッチングイベントや直接交流機会の提供、英語論

文執筆支援等実施 
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【再掲】ＦＭＩ（フード

＆メディカルイノベーシ

ョン）等中心とした異分

野連携推進のためのコー

ディネート・プロジェク

ト創出のための情報収集 

【再掲】産学官連携の体

制構築・コンソーシアム

形成に係る外部資金申請

書作成及び包括連携協定

業務 

【再掲】産業創出分野等の設置による大型組織型共同研究の推進 

指標(4):若手研究者の採用・育成 
15名以上（2018-2022

累計） 

指標(5):女性研究者比率 21％ 

指標(6):外国人教員比率 10％ 

指標(7):外国人留学生数 3,000名 

先端的な研究成

果の創出と世界

への発信 

【再掲】人材の多様化（ダイ

バーシティ）の推進 

【再掲】若手研究者育成

体制の構築に関する学内

調整 

【再掲】若手教員等を対

象とした外部資金獲得増

加事業・論文執筆促進セ

ミナー開催・論文投稿料

支弁の実施 

【再掲】若手教員等の

活躍を促進し研究力の

強化を図る取組の企

画・実施及び研究 IRを

活用した優秀な若手研

究者への効果的な研究

費支援制度の設計・実

施 

【再掲】外部資金獲得セミナーや論文投稿料支援等若手教員等の研究力強化

を図る取組の企画・実施及び研究 IRを活用した優秀な若手研究者への効果

的な研究費支援制度の改善・実施 

【再掲】指標①:若手研究者

の採用・育成 

【再掲】9名以上

（2018-2020累計） 

【再掲】指標②:外国人教員

比率 
【再掲】8％ 

分野融合型共同研究の推進 

分野融合型研究拠点・大

型研究プロジェクトに係

る企画立案・申請書作

成・運営 

研究 IRによる異分野融合

型研究の企画・立案及び

採択された異分野融合研

究の推進 

研究 IR分析による異分

野融合研究の企画・立

案及び異分野融合研究

の提案に対する研究費

支援制度の設計・実施 

研究 IR分析による異分野融合研究の企画・立案及び異分野融合研究の提案

に対する研究費支援制度の改善と実施 

指標③:新学術領域の創成に

向けた体制の構築 

新たな財源等を用いて

運営する研究拠点 1拠

点以上 

戦略的・積極的な情報発信

を行うための体制を構築 

IRを活用した戦略的広報

の開発、英語版ウェブサ

イト・研究紹介パンフレ

ットの更新 

IRデータ等を活用した広

報体制の立ち上げ及び広

報誌等による国内外への

情報発信 

IRを用いた戦略的広報

手法の開発とウェブコ

ンテンツ等による国内

外への情報発信への活

用、及び研究者の情報

発信スキルアップ支援 

IRを用いた戦略的広報手法の確立とウェブコンテンツ等による情報発信への

活用、及び研究者の情報発信スキルアップ支援 

指標④: IRを活用した戦略

的広報手法の開発 
運用開始 

研究基盤の強化 

先端機器共用促進のため

のシンポジウム・説明会

の開催 

研究基盤の利用環境改善

及び高度技術人材育成の

ための技術・人材交流の

実施 

研究基盤強化に資する

高度技術支援人材の育

成及び機器共用の大型

プロジェクトへの申請

研究基盤 IRの構築や、オープンファシリティを活用した教職員・学生協働

の強化 
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支援 

指標⑤:オープンファシリテ

ィ登録台数 
190台 

指標⑥:高度技術職員の養成

システムを構築 

養成プログラムの実施

と評価 

【再掲】URA・総合 IR室

連携による研究 IR分析の

実施 

【再掲】URA・総合 IR室

連携による研究 IR分析の

実施及び新たな分析手法

の開発 

【再掲】研究 IR分析に

よる研究力向上施策の

実施やベンチマークを

設定した新たな分析手

法の実施 

【再掲】研究 IR基礎データ収集・整理と研究 IR分析による研究力向上施策

実施及び大学ランキング対応 

分野融合型研究拠点・大

型研究プロジェクトに係

る企画立案・申請書作

成・運営 

研究 IRによる異分野融合

型研究の企画・立案及び

採択された異分野融合研

究の推進 

研究 IR分析による異分

野融合研究の企画・立

案及び異分野融合研究

の提案に対する研究費

支援制度の設計・実施 

研究 IR分析による異分野融合研究の企画・立案及び異分野融合研究の提案

に対する研究費支援制度の改善と実施 

外部資金の採択率向上等

に向けたプログラムの企

画・運営 

外部資金の採択率向上等

に向けたプログラムの企

画・運営及び既存プログ

ラムの改善 

大規模事業を中心とした競争的外部資金の獲得を促進する取組の企画・実施 

研究支援 DXのための学内データの整理と研究大学コンソーシアムにおける

議論への参加 

指標(8):国際共同研究新規採択数（500万円以

上） 

80件（2013-2022累

計） 

指標(9):オープンファシリティ利用者数 
27,192名以上（2015年

度比 10％増加） 

指標(10):URAが形成を支援した部局横断型研究

プロジェクト件数 
5件（2018-2022累計） 

指標(11):国際共著論文率 35％ 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
社
会
実
装
で
先
進
す
る
大
学 

課題解決のため

の社会との連携

強化 

組織型共同研究の推進 

【再掲】先端機器共用促

進のためのシンポジウ

ム・説明会の開催 

【再掲】研究基盤の利用

環境改善及び高度技術人

材育成のための技術・人

材交流の実施 

【再掲】研究基盤強化

に資する高度技術支援

人材の育成及び機器共

用の大型プロジェクト

への申請支援 

【再掲】研究基盤 IRの構築や、オープンファシリティを活用した教職員・

学生協働の強化 

ＦＭＩ（フード＆メディ

カルイノベーション）等

中心とした異分野連携推

進のためのコーディネー

ト・プロジェクト創出の

ための情報収集  

産業創出分野等の設置に

よる組織対組織型共同研

究推進 

産業創出分野等の設置による大型組織型共同研究の推進 

共同研究・技術移転促進

のための産学連携ＩＲの

構築、国内外の展示会参

加 

技術移転活動及び学術・

産学連携統合データベー

ス活用等による大型共同

研究促進 

対外技術移転活動強化による大型共同研究の締結 
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指標⑦: 産業界や社会のニ

ーズに基づく組織型共同研

究数 

16件（2013-2020累

計） 

FMI（フード・メディカ

ル・イノベーション）等

中心とした異分野連携推

進のためのコーディネー

ト・プロジェクト創出の

ための情報収集 

産学官連携の体制構築・

コンソーシアム形成に係

る外部資金申請書作成及

び包括連携協定業務 

産業創出分野等の設置による大型組織型共同研究の推進 

社会実装促進のための北

大発ベンチャー設立に向

けた情報収集 

地域の自治体と連携した

外部資金プロジェクト等

の獲得に向けた情報収

集・企画立案 

地方自治体との意見交換

及び地域振興に対する提

言 

地方自治体や地域企業

との意見交換及び地域

連携活動を行う教員等

への支援 

自治体や地域企業との意見交換及び地域連携活動を行う教員等への支援 

指標(12):産業界や社会のニーズに基づく組織型

共同研究数 

18件（2013-2022累

計） 

指標(13):研究シーズの事業化による社会実装事

例数 

15件（2013-2022累

計） 
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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

東
北
大
学

○東北大学を中核とした、「知の国際共同体」の形成を目指した取組が、多くの若手

研究者の育成と研究力向上に繋がったことは高く評価できる。

○コロナ禍を踏まえた取組として、「コネクテッドユニバーシティ戦略」に基づき、若手

研究者の自立的な国際展開に寄与するオンラインを活用した新しいプログラムを

確立した点は評価できる。今後は、URA が、蓄積された能力を活かして災害時な

ど臨機応変に全学的な企画に参画できるような仕組みの構築を期待する。

○URA による IR 活動への支援強化による経営戦略策定や戦略的な国際広報活動

支援の取組を展開することで更なる研究力の向上が図られることを期待する。
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令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【世界から尊敬される三十傑大学※1としての優れた研究】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

・東北大学を中核とした“知の国際共同体”の形成を目指した取組みの中で評価いただいた「国際共同体の

形成」については、その実現への中心的施策である「知のフォーラム※2」において、対面でのイベント等の

活動が困難な中でも、オンラインやハイブリッドでのシンポジウム、ワークショップ、セミナーを積極的に

開催することで、若手研究者との議論を通じた国際頭脳循環を一層推進している。 

・「将来のグローバルリーダー育成」においては、これまでの取組みを継続して推進するとともに、東北大学

ディスティングイッシュトリサーチャー※3（本学の若手教員のうち、その専門分野において高い業績を有す

る者へ付与する称号）や、創発的研究支援事業の採択者など有望な若手に対し、キャリアパスを踏まえた更

なる研究力向上施策を実施している。さらに、コネクテッドユニバーシティ戦略※4に基づき、コロナ禍に続

くニューノーマル時代においても、若手研究者の自立的な国際展開に係る活動を支援するため、「若手リーダ

ー研究者海外派遣プログラム※5」では従来の「渡航型」の他、オンラインを活用した国際活動を支援するた

めの「オンライン型」の整備を進めている。 

・コネクテッドユニバーシティ戦略で掲げる「ポストコロナ時代のレジリエントな社会構築に向けた研究推

進」における新たな分野横断型の自発的研究プロジェクトをさらに支援するため、学内に点在する新型コロ

ナウイルス感染症対策に資する研究を強力に推進するための全学調査を実施し、各部局から提案のあった２

２９件の研究課題について、競争的資金の獲得支援として、ＵＲＡのヒアリング等による分析に基づき、部

局の垣根を越えて各課題の融合を図った結果、ＪＳＴ研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ）（ト

ライアウトタイプ：ｗｉｔｈ/ｐｏｓｔコロナにおける社会変革への寄与が期待される研究開発課題への支

援）に全国最多となる１３課題が採択されたほか、令和３年度には、東北大学新型コロナウイルス対応特別

研究プロジェクト「ポストコロナ社会構築研究推進支援」※6を創設し、“社会科学×情報科学”、“人文学×生

命科学”など、真の意味で学際的であるポストコロナ社会構築に資する研究を公募・採択し、持続可能でレ

ジリエントな社会の実現に向け、東北大学の総合知を持って貢献していく。 

機関名 東北大学  

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 
理事・副学長（研究担当）、 

研究推進・支援機構長 

氏名 大野 英男 氏名 小谷 元子 

令和２年度(2020年度)フォローアップ結果 

○東北大学を中核とした"知の国際共同体"の形成を目指して研究力強化方針を設定し、推進に向けた取

組が着実に進展していることは評価される。 

○特に、国際共同体の形成、将来のグローバルリーダー育成についても継続して推進するとともにコロ

ナ禍に続くニューノーマル時代を見据えた「コネクテッドユニバーシティ戦略」を策定し、新たな分野

横断型の自発的研究プロジェクトを創設し推進していることは評価される。その成果に期待したい。 

○URA における評価制度・昇進制度の構築、無期雇用制度を導入した新たな人事制度の構築など、URA 

の効果的な活躍を促す環境整備が推進されており、他大学のモデルケースとして期待できる。 
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② 現状の分析と取組への反映状況 

「全学的ＵＲＡ機能の強化」： 

（現状）ＵＲＡ体制の組織改編を行い、以下の４項目について実施した。 

〔１〕 本部ＵＲＡと部局・拠点等ＵＲＡのミッションと役割を明確化し、本部ＵＲＡの業務範囲と、必要と

なる人材・雇用経費・自主財源化計画等を策定。 

〔２〕 本部ＵＲＡと部局・拠点等ＵＲＡとの兼務・連携体制を構築。 

〔３〕 ＵＲＡ認定制度の発足を見込んだ、本学の新たなＵＲＡ評価・昇進・雇用制度を構築。 

〔４〕 ＵＲＡの無期雇用制度を導入した新たな人事制度を構築し、２名の無期雇用ＵＲＡを採用した。 

また、これまでのシニア・中堅・若手ＵＲＡという区分に基づく役割分担を見直し、主たる業務内容に基づ

き、(１)研究戦略推進 、(２)研究ＩＲ・分析、(３)産学官連携、(４)国際戦略、(５)広報・アウトリーチ・

教育、の全学的チーム体制を構築した。その中で首席ＵＲＡ(シニア)がチームリーダーとなり、上席・主任

ＵＲＡ(中堅)、若手ＵＲＡを配置し、更に部局・拠点等ＵＲＡを本部に兼務・連携することで、各業務を全

学的協力体制の下で行っている。 

（今後２年間の構想） 

・本事業終了後のＵＲＡ活動の継続発展を見据え、昨年度までに決定した新たなミッションと全学的ＵＲＡ

組織への改組、およびそれに基づく人事制度改革を着実に実施し、長期的なＵＲＡ体制の定着を図る。 

・今回のコロナ渦に続くニューノーマルの時代を見据えアップデートした「東北大学ビジョン２０３０※7」、

「コネクテッドユニバーシティ戦略」に基づき、総長・プロボスト室を核とする経営戦略策定とＩＲ

（Institutional Research）活動へのＵＲＡによる支援強化を進める。また、国際戦略室、広報課、大学図

書館など、関連する部署との連携・情報共有を強化し、戦略的な国際広報活動の支援や世界的なオープン・

サイエンス等の動きに的確に対応できる体制を作る。 

・ＵＲＡセンター※8により開発されてきた、各種研究分析ツールやデータベースの活用技術を、学内で広く

周知し、ＥＢＰＭの強化を更に進める。また、産学連携や知財関係のデータベース活用についても一層の強

化を図り、これらの経験を、ＲＡ協議会や各種学会、シンポジウム、論文等で積極的に情報発信を行うとと

もに、ＵＲＡのＤＸプラットフォームなど、全国的な情報共有ネットワークの構築にも積極的に参加するこ

とで、全国的な研究力向上に貢献する。 

 

アンダー・ワン・ルーフ構想※9に基づく新しい産学連携推進体制の構築： 

（現状）アンダー・ワン・ルーフ構想に基づき、産学連携機構企画室を中心にＵＲＡと産学連携機構との連

絡調整を行う仕組みを構築した。さらに、部局・センター等の各産学連携担当者(ＵＲＡを含む)の情報共有

を図るため、産学連携リエゾン※10ネットワークを構築し、学内向けの情報提供やシーズ・ニーズマッチング

の相談、プレアワード及びポストアワードの企画運営の連携において、ＵＲＡ等が相互に連携できる体制を

整えている。 

アンダー・ワン・ルーフにより強化された産学連携担当ＵＲＡと部局ＵＲＡによる共同企画立案により、研

究教育現場に近い産学官連携支援ができている。例えば文科省ＥＤＧＥ-ＮＥＸＴ事業採択プログラムのＥ

ａｒｔｈ-ｏｎ-ＥＤＧＥ※11（実行責任者は研究大学強化促進事業実施委員会委員長）や産学共創大学院プロ

グラム※12等が連携することで、異なる学術領域の学生や研究者を対象に、起業家教育、ＶＣや事業会社等に

よるセミナー、アントレプレナーシップ醸成から繋がるイノベーションに関するイベント（講演会、ワーク

ショップ）等を実施している。また、ＵＲＡが従来から行ってきた研究拠点や産学連携支援を基に、学内横

断的な複数の事業提案を行った。このような活動が、ムーンショット型研究開発事業や、文部科学省事業（材

料の社会実装に向けたプロセスサイエンス構築事業）提案・採択に繋がった。 

（今後２年間の構想）研究・教育を推進する産学連携活動を強化するため、ＵＲＡ連携協議会※13と産学連携
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リエゾンネットワークとの融合を進め、部局及び各組織の情報共有の機会を作り、お互いの強みやニーズを

共有して活用する取組みを行っていく。例えば、ニーズに基づいて特許庁事業（知財デザイナー）に提案・

採択され、ＵＲＡの産学連携活動を強化した。この取組みは、研究成果を社会実装に繋げる知財の創出や研

究や社会実装の戦略検討について、ＵＲＡと知財戦略デザイナーが協働している。以上のように、研究・教

育・産学連携を繋ぎ支援するＵＲＡの役割を強化する方策を継続的に検討することとしている。また、研究

力向上には研究成果の社会実装事例の増加が有効であり、前述のＥａｒｔｈ-ｏｎ-ＥＤＧＥおよびオープン

イノベーション戦略機構※14（ＯＩ機構）との連携を更に強化することが望ましい。そのため、各事業に配置

されている専属ＵＲＡ間の情報交換・意思疎通手段を確立する。 

 

強化された国際コミュニティを活用した国際的研究ステータスの向上： 

・本学では国際コミュニティの形成を目指し、知の創出センター※15のＵＲＡが中心となり、知のフォーラム

テーマプログラムを年に３～４件実施してきた。本取組みは、国際共著論文比率の増加に見られるとおり国

際的研究ステータスの向上に大きく寄与してきている。昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の影

響により、海外招聘研究者の訪問が叶わずにいるが、オンラインやハイブリッドによるシンポジウムを積極

的に開催し、若手研究者の育成を主眼としたジュニアリサーチプログラム※16では、ノーベル賞受賞者に直接

質問ができる機会をオンラインで実現するなど、非訪問型の交流にも力を入れ進めている。 

・知の創出センターに「未来社会デザインハブ※17」と「研究ＤＸサービスセンター※18」を新たに設置した。

「未来社会デザインハブ」は、数理連携・人文社会科学連携・社会共創の３つのユニットからなり、東北大

学の卓越した研究者に国内・海外企業や海外機関を加えた研究コミュニティ（ワンチーム）により、企業が

有する課題に対する未来社会デザインを提案、その実現に向け企業との共創を推進することで、本学がグロ

ーバルゲートウェイとして国際コミュニティのハブとなるグローバルゲートウェイ戦略を推進、国際産学連

携活動の強化を目指している。今後２年間においては、未来社会デザインハブに所属するＵＲＡが中心とな

り、知のフォーラムと協働して未来社会に向けた企業の課題解決を目指す「未来社会デザイン塾」等の企画

を提案し、外部資金を獲得することで、本事業終了後を見据えた知のフォーラムの自走を目指す取組みを進

めている。 

また、「研究ＤＸサービスセンター」では、研究環境におけるデジタル改革を推進するための調査・企画立

案等を行い、データマネージャーやデータサイエンティストといったＵＲＡによる遠隔データ取得、高速デ

ータ処理、データ駆動技術などを支援し、本学の研究ＤＸを推進している。 

・さらに、オンライン上での国際共同研究コミュニティ形成等を一段と加速することを目指し、リモートで

教育研究活動に参画し、ミッションやコミットメントを明確に定め、成果に基づく業務管理を行う、大学の

新たな人事システムである「東北大学版海外クロスアポイントメント制度」を引き続き実施していく。 

 

世界のトップ研究拠点に深く食い込む多様性に富んだ若手研究者の増加： 

・若手研究者に対する「人材」面の取組みとして、部局との連携による若手研究者のテニュアトラック制度

｢学際科学フロンティア研究所を活用した優秀な若手研究者育成システムの構築（東北大学版テニュアトラ

ック制度）※19｣を運用していたが、この実績を基に令和３年２月、「東北大学テニュアトラック制度ガイドラ

イン※20」を制定し、全学的な制度波及へ向け対応している。本制度を活用し、多様で優秀な若手研究者の確

保及び本学の研究力等の向上を図る。 

・世界のトップ研究拠点に深く食い込む若手研究者の増加を目的とした「研究環境」面の取組みとして、若

手研究者に対する研究環境の高度化を目指した「若手研究者への新たな共用設備利用支援制度」を実施して

いる。本制度は、本学に所属する若手研究者が学内共用設備を利用する場合に、設備利用料の半額を本学の

自主財源により負担し、免除するものであり、本制度創設・運用においては共用設備担当のＵＲＡが大きく
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貢献している。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、本事業による「若手リーダー研究者海外派遣プログラム」にお

ける採択者の海外渡航が、昨年度に引き続き困難となっている。そこで、ウィズコロナ・ポストコロナにお

いても若手研究者の国際展開力の促進を停滞させることなく進めるため、若手リーダー研究者海外派遣プロ

グラムを「渡航型」と「オンライン型」により再整備することとした。「渡航型」は従来通りの海外派遣であ

るが、「オンライン型」は海外渡航せずにオンラインによる国際ネットワーク基盤の構築及び将来的な海外渡

航を目指す若手研究者を支援するものであり、オンラインで開催する国際シンポジウム等の開催準備費用、

海外機関へ短期的に訪問するための渡航費用、海外研究者の招聘旅費、これらに係る経費を支援するものと

している。 

 

「世界三十傑大学」に相応しい国際水準キャンパスの実現に向けた取組み： 

・国際水準キャンパスの達成指標として、外国人教員数（指標（１２））や留学生比率（大学院生）（指標（１

３））を設定している。外国人教員数は、令和２年度に創設した「東北大学版海外クロスアポイントメント制

度※21」を活用し、ニューノーマル時代におけるクロスアポイントメント制度を推進することで、令和２年度

時点で既に３１０名となった。引き続き「クロスアポイントメント活用促進支援制度※22」及び「若手外国人

特別教員制度※23」により、外国籍教員の雇用促進に係る人件費等の支援を実施していく。 

・平成３０年度に新たな国際混住型学生寮であるユニバーシティ・ハウス※24（以下「ＵＨ」）青葉山の運用が

開始され、全体の入居可能数が１８００人規模へ拡充、留学生の入居可能数も７４０人程度と大幅に増加し

た。ＵＨは、日本人学生と留学生が日常的な交流を通じて大変革時代の社会を世界的視野で力強く先導する

リーダーを育成する教育施設であり、入居者に対しては、「国際感覚や異文化理解向上、グローバル人材とし

ての成長や活躍方法」等の講義を実施していくことを決定した。また、ＵＨ片平では、一部のフロアを外国

人研究者向けのゲストハウスとして設定し、短期的な外国人教員の受入れも可能としている。 

なお、国際混住型学生寮は、著名な世界の研究者が長期滞在する国際人財交流インフラ、すなわち「施設」

としての活用も計画しており、特に新青葉山キャンパスでは、産学官が結集して大学とともに社会価値創造

を行う共創の場として、約４ヘクタール規模のサイエンスパークを設けることが計画されていることから、

隣接するＵＨ青葉山の機能が重要視されている。 

 

先導的な研究力強化の取組みの加速（プロジェクト重点支援分）： 

・博士号あるいは同等の研究歴を有し、研究環境を熟知したヘッドクオーター（研究支援部門長）、安全衛生

管理室、広報戦略室、共通機器室スタッフを引き続き雇用し、ＡＩＭＲ※25が推進する材料科学研究に係る情

報の収集・分析及びアウトリーチ、並びに安全衛生管理等の研究者周辺業務に専門的に従事させることによ

り、研究者による研究専念環境の充実に引き続き取組む。 

・海外に設置したジョイントリサーチセンター（ＪＲＣ）とＡＩＭＲとの緊密な共同研究の実施により研究

の進展が図られた。研究支援部門の協力のもと令和２年８月にはＪＲＣを設置するケンブリッジ大学との国

際ワークショップをオンラインで開催した。また、今年度もケンブリッジ大学との国際ワークショップをオ

ンライン開催として２日間程度行う予定であり、令和４年度の実施も検討していく。 

・学内既存設備の共用化スキームの活用により研究設備導入費用の削減を図ると共に、コロナ禍において、

これまで短期滞在海外研究者のために構築してきたＡＩＭＲ共通機器運用のノウハウを生かし、昨年度構築

した設備共用スキームを利用した学内共用の推進を引き続き図る。 

・本学へ招聘又は雇用した外国人研究者等に対して、外部資金獲得の障壁とならないよう公募申請書類の英

訳を実施したほか、コロナ禍によりオンラインによる日本語教室の定期的な開催などの外国人支援を行っ

た。なお、今年度からは渡日前の本学採用予定外国人研究者に対し、渡日前に知っておいていただきたい情
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報を紹介するオリエンテーション及び簡単な日本語講座の開催を予定し、支援内容の充実を図る。 

 

 

ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

全学委員会である研究大学強化促進事業実施委員会において、本ロジックツリー・ロードマップが常に共

有され、本学が目指すべき方向性、また目指すべき数値目標を全学的に共有している。また、各取組の担当

教員や担当部署へも共有され、次年度の実施計画を策定する際に活用している。 

更にロジックツリーの指標の中には、部局評価の評価指標項目として使用されている指標もあり、各部局に

おいてもＰＤＣＡサイクルを回すため活用されている。 

 

 

特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

・研究大学コンソーシアムを中心に取組む、ＵＲＡ活動に資するＤＸプラットフォームの構築について、

本学はコア大学として参画し、分野や機関の枠を超えた共同研究支援ＤＸ「ＭＩＲＡＩプロジェクト」の

活動等を通じ、ＵＲＡの業務を支援するためのＤＸプラットフォームの構築をすすめている。 

・本学では、「将来のグローバルリーダー育成」として若手研究者の自由な発想に基づく独創的な研究を支

援しており、その成果は令和２年度ＪＳＴ創発的研究支援事業採択２７件（全国１位）、文部科学大臣表彰

若手科学者賞受賞者数５３名（全国２位（平成２８年度-令和３年度））などに表れている。更に、令和３

年４月には「若手躍進イニシアティブ」として、教育支援・研究支援・社会共創の３区分１１項目につい

て、東北大学が提供する若手躍進支援総合パッケージ※26を発表し、以下の施策を実施・充実させ、果敢に

挑戦する若手研究者の意欲に応え、社会を先導する人材の輩出に取組むことを宣言した。 

（１）若手研究者が自らのアイデアを実現する独立した研究環境を構築する。 

（２）意欲ある若手の多様なキャリアの形成に向けシームレスな支援に取組む。 

（３）エンゲージメント型大学経営※27に取組む大学として若手研究者・学生との対話を進め、若手の声を 

施策に反映する。 

本学の助教のうち、新領域を切り開く独創的な研究に挑戦する者に「東北大学プロミネントリサーチフ

ェロー※28」称号を付与し、優秀な若手研究者のプレゼンスの向上を図る等、教育研究の一層の推進及び社

会への貢献を目指していくものである。 

・本事業での取組みの一翼を担う「若手リーダー研究者海外派遣プログラム」においては制度を再構築

し、コロナ渦においてオンラインにより国際ネットワーク基盤の構築を目指す若手研究者を支援する一方

で、海外渡航を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により未だ渡航できずにいる研究者に

ついては、令和２年度から繰越した補助金を計画的に使用し、引き続き柔軟なサポートを行っていく。ま

た、将来的には海外の入国規制等が緩和されるだろうことも考慮し、オンライン型のプログラムから、渡

航型のプログラムに切り替えることができる柔軟な制度体制を構築していく。 

  

コロナ禍において有効的に実施された顕著なＵＲＡの取り組み： 

・URA センターにおいて、研究成果発信の最も基本となる、英語論文の執筆に関するセミナーを毎年実施している

が、令和２、３年度はそれぞれオンラインでの開催を３回にわたり実施し、またオンデマンド配信も行うことで、これ

まで以上に多くの研究者・学生に対し支援を行っている。 

・知の創出センターにおいて、対面でのイベント等の活動が困難な中で、UIRA が中心となり、オンラインやハイブリ
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ッドでのシンポジウム、ワークショップ、セミナーを積極的に開催し、テレビ会議システムや動画共有サービスにより

情報を発信している。若手研究者の育成を主眼としたジュニアリサーチプログラムでは、ノーベル賞受賞者に直接

質問ができる機会をオンラインで実現するなど、センターとして非訪問型の交流に力を入れ進めている。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

Scopus WoS 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

2013-
2017平

均 

2014-
2018平

均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著
論文率 

 31.8％  32.5％  33.2％  33.9％    ％    ％    ％ 
   ％ 

産学共著
論文率 

 5.5％  6.4％  6.3％   7.0％    ％    ％    ％ 
   ％ 

Top10％論
文率 

 13.8％  13.0％  12.8％  12.5％    ％    ％    ％ 
   ％ 

 

 

 

※１「三十傑大学」 

本学は世界から尊敬される「三十傑大学」を目指し「東北大学ビジョン２０３０」を策定した。次

代を担うグローバル人材育成など先導的な大学改革を強力に推し進めている。 

※２「知のフォーラム」 https://www.tfc.tohoku.ac.jp/jp/forum/ 

※３「東北大学ディスティングイッシュトリサーチャー」 https://web.tohoku.ac.jp/dr/ 

※４「コネクテッドユニバーシティ戦略」  

https://www.tohoku.ac.jp/japanese/2020/07/news20200729-00.html 

※５「若手リーダー研究者海外派遣プログラム」 

  最長１年間の海外渡航旅費を支援する、本学の若手研究者に向けた渡航支援制度。 

※６「東北大学新型コロナウイルス対応特別研究プロジェクト「ポストコロナ社会構築研究推進支援」」 

https://web.tohoku.ac.jp/covid19-r/project/project3/ 

※７「東北大学ビジョン２０３０」 

https://www.tohoku.ac.jp/japanese/profile/vision/01/vision002030/ 

※８「ＵＲＡセンター」 https://ura.tohoku.ac.jp/ 

※９「アンダー・ワン・ルーフ構想」 

   学内に分散する産学連携組織の集中・集約化を進め、社会実装の加速とイノベーションの先導を推

進する学内構想。 

※１０「産学連携リエゾン」 学内の各部局にてニーズシーズマッチング等の産学連携に関わる教職員。 

※１１「Ｅａｒｔｈ-ｏｎ-ＥＤＧＥ」 https://edge-next.eng.tohoku.ac.jp/ 

※１２「産学共創大学院プログラム」 http://aic.pgd.tohoku.ac.jp/ 

※１３「ＵＲＡ連携協議会」 https://ura.tohoku.ac.jp/association/ 

※１４「オープンイノベーション戦略機構」 https://oi.tohoku.ac.jp/ 

※１５「知の創出センター」 https://www.tfc.tohoku.ac.jp/jp/about.html 
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※１６「ジュニアリサーチプログラム」 

https://www.tfc.tohoku.ac.jp/propose_a_program/junior_research_program/conditions_and_I

nformation.html 

※１７「未来社会デザインハブ」 https://www.tfc.tohoku.ac.jp/jp/dhfs/index.html 

※１８「研究ＤＸサービスセンター」 https://www.tfc.tohoku.ac.jp/jp/rdx/index.html 

※１９「学際科学フロンティア研究所を活用した優秀な若手研究者育成システムの構築（東北大学版テニ

ュアトラック制度）」 https://www.fris.tohoku.ac.jp/about/tenure-track.html 

※２０「東北大学テニュアトラック制度ガイドライン」 

テニュアトラック制度の詳細な運用は各部局の内規で定めることとしているが、審査基準等を全

学で統一するため、本学におけるテニュアトラック制度のガイドラインを定めたもの。 

※２１「東北大学版海外クロスアポイントメント制度」 

海外在住の研究者等を対象とし、ミッションやコミットメントを明確に定め、リモートで教育研究

活動に参画し、成果に基づく業務管理を行う大学の新たな人事システムとして令和２年度に創設し

た制度。 

※２２「クロスアポイントメント活用促進支援制度」 

 本学の教育・研究・社会連携の活性化に資する外国人及び女性研究者等で、クロスアポイントメ

ントによる採用者の人件費を最長３年間５０％支援する制度。 

※２３「若手外国人特別教員制度」 

本学の学術研究員等を初めとする優秀な女性研究者及び外国人研究者で、助教又は特任助教とし

て採用するものの人件費を、１人当たり年間最大２００万円を最長３年間支援する制度。 

※２４「ユニバーシティ・ハウス」 

https://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/studentlife/05/studentlife0501/ 

※２５「ＡＩＭＲ」 

東北大学材料科学高等研究所 https://www.wpi-aimr.tohoku.ac.jp/jp/ 

※２６「若手躍進支援総合パッケージ」 https://www.bureau.tohoku.ac.jp/yri/index.html 

※２７「エンゲージメント型大学」 

多様なステークホルダーとの直接対話に基づく自律的大学経営。 

https://www.mext.go.jp/content/20200729-mxt_hojinka-000009077_5.pdf 

※２８「東北大学プロミネントリサーチフェロー」 

東北大学の助教のうち 、新領域を切り開く独創的な研究に挑戦する者に称号を付与し、優秀な若   

手研者のプレゼンスの向上を図るとともに、独立した研究環境の整備を進め、本学における教育

研究の一層の進及び社会への貢献に資することを目的として創設した制度。 

 

26

https://www.tfc.tohoku.ac.jp/propose_a_program/junior_research_program/conditions_and_Information.html
https://www.tfc.tohoku.ac.jp/propose_a_program/junior_research_program/conditions_and_Information.html
https://www.tfc.tohoku.ac.jp/jp/dhfs/index.html
https://www.tfc.tohoku.ac.jp/jp/rdx/index.html
https://www.fris.tohoku.ac.jp/about/tenure-track.html
https://www.tohoku.ac.jp/japanese/studentinfo/studentlife/05/studentlife0501/
https://www.wpi-aimr.tohoku.ac.jp/jp/
https://www.bureau.tohoku.ac.jp/yri/index.html
https://www.mext.go.jp/content/20200729-mxt_hojinka-000009077_5.pdf


東北大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】
将来構想

事業終了までのアウトカム
（2021（R3）年度-2022 （R4）年度）

中間的なアウトカム
（2019（R1）年度-2020 （R2）年度）

アウトプット
（2021 （R3）年度の取組）

アウトプット
（ 2020 （R2）年度の取組）

アウトプット
（ 2019 （R1）年度の取組）

世界から尊敬される三十傑
大学としての優れた研究力

「世界三十傑」構想に基づく全学的URA機能の強化

指標① スキルアップしたURAによる研究成果の向上

URA連携協議会の開催 ◀ URA連携協議会の開催 ◀ URA連携協議会の開催

スキルアップセミナー、スキル育
成コースの実施 ◀ スキルアップセミナー、スキル育

成コースの実施 ◀ スキルアップセミナー、スキル育
成コースの実施

URAセンターの機能強化に向け

た担当業務ごとにチームを分類
した新体制の運用 ◀

URAセンターの機能強化に向け
た新体制における学内URAの更
なる連携強化 ◀ URAセンターの機能強化に向け

た新体制の構築

URA認定制度に係る情報収集及
び新たに構築したURA評価・昇

任・採用制度及び無期雇用制度
の運用

◀
URA認定制度に係る情報収集及
び新たに構築したURA評価・昇

任・採用制度及び無期雇用制度
の運用

◀
URA認定制度等への対応を踏ま
えたURA教育・評価制度の見直
し

論文データベースの全学への利
用権限拡大及び部局URAへの分
析調査方法の研修等の実施 ◀

論文データベースの全学への利
用権限拡大及び部局URAへの分
析調査方法の研修等の実施 ◀

論文データベースの全学への利
用権限拡大及び部局URAへの分
析調査方法の研修等の実施

シニアURAによる、所属するチー

ム体制ごとのより実務的な若手
URAの指揮・指導・育成の実施 ◀ シニアURAによる若手URAの指

揮・指導・育成の実施 ◀ シニアURAによる若手URAの指
揮・指導・育成の施策と制度設計

産学官連携活動におけるコー
ディネーターとしての支援 ◀

産学官連携活動におけるコー
ディネーターとしての支援（各産
学官連携活動拠点としての東京
サイトの運営）

◀
産学官連携活動におけるコー
ディネーターとしての支援（各産
学官連携活動拠点としての東京
サイトの運営）

シニアURAによる研究企画推進
戦略の構築 ◀ シニアURAによる研究企画推進

戦略の構築 ◀ シニアURAによる研究企画推進
戦略の構築

（ＣＳＴＩ、ＳｃｉＲＥＸ、ＧＲＩＰＳ、ＮＩＳ
ＴＥＰ等の）政府官公庁等・企業・
ファンディングエージェンシー等
との情報交換、企画提言・折衝
活動、及び外部資金の獲得や運
用のための新たな制度設計

◀
（ＣＳＴＩ、ＳｃｉＲＥＸ、ＧＲＩＰＳ、ＮＩＳ
ＴＥＰ等の）政府官公庁等・企業・
ファンディングエージェンシー等
との情報交換、企画提言・折衝
活動、及び外部資金の獲得や運
用のための新たな制度設計

◀
（ＣＳＴＩ、ＳｃｉＲＥＸ、ＧＲＩＰＳ、ＮＩＳ
ＴＥＰ等の）政府官公庁等・企業・
ファンディングエージェンシー等
との情報交換、企画提言・折衝
活動、及び外部資金の獲得や運
用のための新たな制度設計

研究力の分析、技術動向分析によ
る研究戦略の立案・提言 ◀ 研究力の分析、技術動向分析によ

る研究戦略の立案・提言 ◀ 研究力の分析、技術動向分析によ
る研究戦略の立案・提言

技術相談、企業へのスタートアップ
シーズのアウトリーチ活動 ◀ 技術相談、企業へのスタートアップ

シーズのアウトリーチ活動 ◀ 技術相談、企業へのスタートアップ
シーズのアウトリーチ活動

大型研究プロジェクト企画提案
活動（WPI、ムーンショット型研究
開発制度、ＣＯＩ－ＳＴＲＥＡＭ、
ＯＰＥＲＡ、ＥＤＧＥ－ＮＥＸＴ、
ＢＩＰ事業等）

◀
大型研究プロジェクト企画提案
活動（ムーンショット型研究開発
制度、ＣＯＩ－ＳＴＲＥＡＭ、ＯＰＥＲＡ、
ＥＤＧＥ－ＮＥＸ Ｔ、ＢＩＰ事業等）

◀
大型研究プロジェクト企画提案
活動（ムーンショット型研究開発
制度、ＣＯＩ－ＳＴＲＥＡＭ、ＯＰＥＲＡ、
ＥＤＧＥ－ＮＥＸ Ｔ、ＢＩＰ事業等）

大型科研費等採択率向上を目的
とした模擬ヒアリング、若手研究者
を対象とした科研費申請書書き方
相談、学部・大学院学生を対象とし
た特別研究員制度説明会等の実
施と更なる取組の検討・実施

◀
大型科研費等採択率向上を目的
とした模擬ヒアリング、若手研究者
を対象とした科研費申請書書き方
相談、学部・大学院学生を対象とし
た特別研究員制度説明会等の実
施と更なる取組の検討

◀
大型科研費等採択率向上を目的
とした模擬ヒアリング、若手研究者
を対象とした科研費申請書書き方
相談、学部・大学院学生を対象とし
た特別研究員制度説明会等の実
施と更なる取組の検討

大学発ベンチャー育成、アントレプ
レナー教育の企画・立案 ◀ 大学発ベンチャー育成、アントレプ

レナー教育の企画・立案 ◀ 大学発ベンチャー育成、アントレプ
レナー教育の企画・立案

論文執筆セミナーのオンライン開
催、「論文被引用数アップのため」
の動画配信等の取組の検討・実施

◀
論文執筆セミナーのオンライン開
催、「論文被引用数アップのため」
の動画配信

◀ 論文執筆セミナー開催、論文コンプ
ライアンス教育セミナー開催

リニューアルしたURAセンター
WEBサイトの運用による広報活動 ◀ URAセンターWEBサイトの運営、

内容の検討による広報活動強化 ◀ URAセンターWEBサイトの運営、
内容の検討による広報活動強化

設定したベンチマーク大学との
海外ネットワーク構築 ◀

ベンチマーク大学の調査、研究
戦略に沿った新たなベンチマーク
大学の設定、海外ネットワーク構築 ◀

ベンチマーク大学の調査、研究
戦略に沿った新たなベンチマーク
大学の設定、海外ネットワーク構築

本事業で策定・実施した諸戦略の具現化による研究力の
向上

指標(1) 自主財源によるURA配置数

指標(2) 国際共著論文比率

指標(3) Top10％論文

指標(4) 民間企業等との共同研究数

指標(5) 共同研究部門・講座設置数

指標(6) ライセンス収入 アンダー・ワン・ルーフ構想に基づく新しい産学連携推進体
制の構築

指標②
研究成果の社会実装を加速するための
新しい産学連携インフラ整備
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自立的な研究環境の提供を前提とした優秀な若手研究者
のポスト確保

指標⑤ 東北大学版テニュアトラック制度の開始

海外拠点を活用した国際共同研究の推進

指標③ ジョイントリサーチセンターでのＰＤ確保

強化された国際コミュニティを活用した国際的研究ステー
タスの向上

指標(2) （再掲） 国際共著論文比率

指標(7) ベンチマーク大学からの受入研究者数

指標(8) 国際共同・受託研究等契約数

URA業務支援事務担当国際事務
職員配置による国際対応力強化 ◀ URA業務支援事務担当国際事務

職員配置による国際対応力強化 ◀ URA業務支援事務担当国際事務
職員配置による国際対応力強化

知のフォーラムの実施、及びそれ
を契機とした国際共同研究等の
コーディネーターとしての支援 ◀

知のフォーラムの実施、及びそれ
を契機とした国際共同研究等の
コーディネーターとしての支援 ◀

知のフォーラムの実施、及びそれ
を契機とした国際共同研究等の
コーディネーターとしての支援

知のフォーラムのノウハウを活か
したオンラインセミナーシリーズ
企画・実施 ◀

知のフォーラムのノウハウを活か
したオンラインセミナーシリーズ
企画・実施 ◀

オンラインを活用したシンポジウム
及びワークショップ開催 ◀ オンラインを活用したシンポジウム

及びワークショップ開催 ◀ シンポジウム及びワークショップ
開催

知のフォーラムの活動をPRする
ホームページの更新等による情報
発信 ◀

知のフォーラムの活動をPRする
ホームページの更新等による情報
発信 ◀

知のフォーラムの活動をPRする
ホームページの更新等による情報
発信

スポンサー獲得体制や、社会に活
動を反映するための仕組み・制度
設計（新たに設置した未来社会デザ
インハブ・研究DXサービスセンター
の運用）

◀
スポンサー獲得体制や、社会に活
動を反映するための仕組み・制度
設計（オランダローレンツセンター
との相互訪問を契機とした共同研
究や欧州への広報等）

◀
スポンサー獲得体制や、社会に活
動を反映するための仕組み・制度
設計（オランダローレンツセンターと
の相互訪問を契機とした共同研究
や欧州への広報等）

知のフォーラムの事業運営の評価
と助言を行う「知のフォーラム国際
アドバイザリーボード」の助言に基
づく令和5年度知のフォーラムの国
際公募・採択

◀
知のフォーラムの事業運営の評価
と助言を行う「知のフォーラム国際
アドバイザリーボード」の助言に基
づく令和4年度知のフォーラムの国
際公募・採択

◀
知のフォーラムの事業運営の評価
と助言を行う「知のフォーラム国際
アドバイザリーボード」の助言に基
づく令和3年度知のフォーラムの国
際公募・採択

海外活動を支援するポスドクの
確保 ◀ 海外活動を支援するポスドクの

確保 ◀ 海外活動を支援するポスドクの
確保

オンラインを活用した海外パート
ナー機関との人的交流の一層の
促進（国際オンラインワークショップ
の開催）

◀
オンラインを活用した海外パート
ナー機関との人的交流の一層の
促進（国際オンラインワークショップ
の開催）

◀ 海外パートナー機関との人的交流
の一層の促進

国際広報の充実（国際広報セン
ター設置、EurekAlert! による情報
発信、英語版Webサイト、研究
ニュースの広報等）

◀
国際広報の充実（国際広報セン
ター設置、EurekAlert! による情報
発信、英語版Webサイト、研究
ニュースの広報等）

◀
国際広報の充実（国際広報セン
ター設置、EurekAlert! による情報
発信、英語版Webサイト、研究
ニュースの広報等）

東北大学版海外クロスアポイント
メント制度を活用した、海外リサー
チ・ステーション、国際ジョイントラ
ボ設置推進

◀
東北大学版海外クロスアポイント
メント制度を活用した、海外リサー
チ・ステーション、国際ジョイントラ
ボ設置推進

◀ 海外リサーチ・ステーション、国際
ジョイントラボ設置推進

若手リーダー研究者海外派遣プロ
グラム「オンライン型」の制度設計・
試行 ◀

若手リーダー研究者海外派遣プロ
グラムの実施とフォローアップ調査
を踏まえた今後の戦略的実施の
検討

◀
若手リーダー研究者海外派遣プロ
グラムの実施とフォローアップ調査
を踏まえた今後の戦略的実施の
検討

学際科学フロンティア研究所に
採用された若手研究者の雇用・
育成 ◀

学際科学フロンティア研究所に
採用された若手研究者の雇用・
育成 ◀

学際科学フロンティア研究所に
採用された若手研究者の雇用・
育成

新たに制定した東北大学テニュアト
ラック制度ガイドラインの運用による
優秀な若手研究者のポスト確保 ◀

東北大学版テニュアトラック制度の
運用による優秀な若手研究者の
ポスト確保 ◀

東北大学版テニュアトラック制度の
運用による優秀な若手研究者の
ポスト確保

若手研究者武者修行インターン
シップの実施 ◀ 若手研究者武者修行インターン

シップの実施（2020年度は中止） ◀ 若手研究者武者修行インターン
シップの実施

オンラインを活用したジュニアリ
サーチプログラムの実施 ◀ オンラインを活用したジュニアリ

サーチプログラムの実施 ◀ ジュニアリサーチプログラムの実施

クワトロセミナーの実施 ◀ クワトロセミナーの実施 ◀ クワトロセミナーの実施

女性研究者育成活躍・支援策の
実施 ◀ 女性研究者育成活躍・支援策の

企画・提言 ◀ 女性研究者育成活躍・支援策の
企画・提言

FALLING WALLS LAB SENDAI、Falling 
Walls Venture の実施 ◀ FALLING WALLS LAB SENDAI、Falling 

Walls Venture の実施 ◀ FALLING WALLS LAB SENDAI、Falling 
Walls Venture の実施

学生・若手の研究力強化策の実施

指標④
学部学生を対象とした特別研究員制度
説明会等支援策の開始

世界のトップ研究拠点に深く食い込む多様性に富んだ若
手研究者の増加

指標(9) ベンチマーク大学への若手リーダー派遣者数

指標(10) 女性研究者比率

指標(11) 高等研究機構への若手研究者配置数
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先導的な研究力強化の取組みの加速

指標(15) WPI型ガバナンスの波及

指標(16) リサーチレセプション機能の全学的展開

短期滞在海外研究者への機器共有

指標⑦ 機器共有スキームの全学展開

学内既存設備の共用化のスキー
ムやリユースの活用 ◀ 学内既存設備の共用化のスキー

ムやリユースの活用 ◀ 学内既存設備の共用化のスキー
ムやリユースの活用

新たなURA・研究支援業務の
開拓（ヘッドクオーター等の雇用） ◀ 新たなURA・研究支援業務の

開拓（ヘッドクオーター等の雇用） ◀ 新たなURA・研究支援業務の
開拓（ヘッドクオーター等の雇用）

外国人研究者向けの日本語教室
のオンライン開催等による支援 ◀ 外国人研究者向けの日本語教室

のオンライン開催等による支援 ◀ 外国人研究者向けの日本語教室
の開催等による支援

海外パートナー機関に所属す研
究者の中長期的な招聘による
研究室立上・運営支援 ◀

海外パートナー機関に所属す研
究者の中長期的な招聘による
研究室立上・運営支援 ◀

海外パートナー機関に所属する研
究者の中長期的な招聘による
研究室立上・運営支援

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影
響を受けない）が検証可能である指標

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

世界三十傑大学に相応しい教育・研究環境の整備

指標(12) 外国人教員数

指標(13) 外国人留学生比率(大学院)

指標(14) TOEICスコア700点以上の事務職員等数

国際水準キャンパス実現に向けた取り組み

指標⑥ 国際混住型学生寮の拡充

国際対応事務体制の整備・推進 ◀ 国際対応事務体制の整備・推進 ◀ 国際対応事務体制の整備・推進

事務文書の英語化・事務連絡の
二言語化 ◀ 事務文書の英語化・事務連絡の

二言語化 ◀ 事務文書の英語化

学内文書日英対訳データベース
による対訳文書の全学共有化の
推進 ◀

学内文書日英対訳データベース
による対訳文書の全学共有化の
推進 ◀

学内文書日英対訳データベース
による対訳文書の全学共有化の
推進

リサーチレセプションセンター機能
をもつIAC（国際事業推進室）に
よる長期滞在者向けの支援実施 ◀

リサーチレセプションセンター機能
をもつIAC（国際事業推進室）に
よる長期滞在者向けの支援実施 ◀

リサーチレセプションセンター機能
をもつIAC（国際事業推進室）に
よる長期滞在者向けの支援実施

OIST研修への派遣
オンラインを活用した語学研修 ◀ OIST研修への派遣

オンラインを活用した語学研修 ◀ OIST研修や海外研修への派遣
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   東北大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 
 
事業実施計画 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

将

来

構

想 

事業終了ま

でのアウト

カム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

世

界

か

ら

尊

敬

さ

れ

る

三

十

傑

大

学

と

し

て

の

優

れ

た

研

究

力 

 

本事業で策

定・実施した

諸戦略の具

現化による

研究力の向

上 

「世界三十傑」構想に

基づく全学的 URA機能

の強化 

URA連携協議会の開催 

スキルアップセミナー、スキル育成コースの実施 

URAセンターの機能

強化に向けた新体

制の構築 

URAセン

ターの

機能強

化に向

けた新

体制に

おける

学内 URA

の更な

る連携

強化 

URAセンターの機能強化に向けた担当

業務ごとにチームを分類した新体制の

運用 

 

URA認定制度等への

対応を踏まえた URA

教育・評価制度の見

直し 

URA認定制度に係る情報収集及び新たに構築した

URA評価・昇任・採用制度及び無期雇用制度の運用 

部局 URA

への分

析調査

方法の

研修等

の実施 

論文データベースの全学への利用権限拡大及び部局 URAへの

分析調査方法の研修等の実施 

シニア URAによる若

手 URAの指揮・指

導・育成の施策と制

度設計 

シニア

URAによ

る若手

URAの指

揮・指

導・育成

の実施 

シニア URAによる、所属するチーム体

制ごとのより実務的な若手 URAの指

揮・指導・育成の実施 

 

指標①スキルアップし

た URA による研究成果

の向上 

  

URA資格

認定制

度の運

用開始 

   

アンダー・ワン・ルー

フ構想に基づく新しい

産学連携推進体制の構

築 

産学官連携活動におけるコーディネーターとしての支援（各産学官連携活

動拠点としての東京サイトの運営） 

シニア URAによる研究企画推進戦略の構築 

（ＣＳＴＩ、ＳｃｉＲＥＸ、ＧＲＩＰＳ、ＮＩＳＴＥＰ等の）政府官公庁

等・企業・ファンディングエージェンシー等との情報交換、企画提言・折

衝活動、及び外部資金の獲得や運用のための新たな制度設計 

研究力の分析、技術

動向分析による 

研究戦略の立案・提

言 

研究力の分析、技術動向分析による研究戦略に基づ

く支援、および産学共創スクエアを活用した重点的

な研究戦略の立案・提言 

技術相談、企業へのスタートアップシーズのアウトリーチ活動 

大型研究プロジェクト

企画提案活動（ムーン

ショット型研究開発制

度、ＣＯＩ－ＳＴＲＥ

ＡＭ、ＯＰＥＲＡ、Ｅ

ＤＧＥ－ＮＥＸＴ、Ｂ

ＩＰ事業等） 

大型研究プロジェクト企画提案活動及び、産学共創

スクエアを活用した重点的な活動スキームの確立 
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指標②研究成果の社会

実装を加速するための

新しい産学連携インフ

ラ整備 

  

産学共

創スク

エアの

本格運

用 

   

 大型科研費等採択率向上を目的

とした模擬ヒアリング、若手研

究者を対象とした科研費申請書

書き方相談、学部・大学院学生

を対象とした特別研究員制度説

明会等の実施と新たな取組の検

討 

大型科研費等採択率向上を目的とした

模擬ヒアリング、若手研究者を対象と

した科研費申請書書き方相談、学部・

大学院学生を対象とした特別研究員制

度説明会等の実施と更なる取組の検

討・実施 

大学発ベンチャー育成、アントレプレナー教育の企画・立案 

論文執筆セミナー

開催、論文コンプラ

イアンス教育セミ

ナー開催 

論文執

筆セミ

ナーの

オンラ

イン開

催、「論

文被引

用数ア

ップの

ため」の

動画配

信 

論文執筆セミナーのオンライン開催、

「論文被引用数アップのため」の動画

配信等の取組の検討・実施 

URAセンターWEBサイトの運営、

内容の検討による広報活動強化 

リニューアルしたURAセンターWEBサイ

トの運用による広報活動 

ベンチマーク大学の調査、研究

戦略に沿った新たなベンチマー

ク大学の設定、海外ネットワー

ク構築 

設定したベンチマーク大学との海外ネ

ットワーク構築 

URA業務支援事務担当国際事務職員配置による国際対応力強化 

指標(1) 
自主財源による URA配

置数 
    26名  

指標(2) 国際共著論文比率     35.0％  

指標(3) Top10％論文     1,200報  

指標(4) 
民間企業等との共同研

究数 
    1,215件  

指標(5) 
共同研究部門・講座設

置数 
    32件  

指標(6) ライセンス収入     20,000万円  

強化された

国際コミュ

ニティを活

用した国際

的研究ステ

ータスの向

上 

 

URA業務支援事務担当国際事務職員配置による国際対応力強化(再掲) 

知のフォーラムの実施、及びそれを契機とした国際共同研究等のコーディ

ネーターとしての支援 

 
知のフォーラムのノウハウを活かしたオンライン

セミナーシリーズ企画・実施 

シンポジウム及び

ワークショップ開

催 

オンラインを活用したシンポジウム及びワークシ

ョップ開催 

知のフォーラムの活動を PRするホームページの更新等による情報発信 

スポンサー獲得体制や、社会に

活動を反映するための仕組み・

制度設計（オランダローレンツ

センターとの相互訪問を契機と

した共同研究や欧州への広報

等） 

スポンサー獲得体制や、社会に活動を

反映するための仕組み・制度設計（新

たに設置した未来社会デザインハブ・

研究 DXサービスセンターの運用） 

知のフォーラムの事業運営の評価と助言を行う「知のフォーラム国際アド

バイザリーボード」の助言に基づく知のフォーラムの国際公募・採択 

国際広報の充実（国際広報センター設置、EurekAlert! による情報発信、

英語版 Webサイト、研究ニュースの広報等） 
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海外リサーチ・ステ

ーション、国際ジョ

イントラボ設置推

進 

東北大学版海外クロスアポイントメント制度を活

用した、海外リサーチ・ステーション、国際ジョイ

ントラボ設置推進 

若手リーダー研究者海外派遣プ

ログラムの実施とフォローアッ

プ調査を踏まえた今後の戦略的

実施の検討 

若手リーダー研究者海外派遣プログラ

ム「オンライン型」の制度設計・試行 

海外拠点を活用した国

際共同研究の推進 

海外活動を支援するポスドクの確保 

海外パートナー機

関との人的交流の

一層の促進 

オンラインを活用した海外パートナー機関との人

的交流の一層の促進（国際オンラインワークショッ

プの開催） 

指標③ジョイントリサ

ーチセンターでのＰＤ

確保 

  
PD3名以

上配置 
   

指標(2) 

（再掲） 
国際共著論文比率     35.0％  

指標(7) 
ベンチマーク大学から

の受入研究者 
    

200名

（2013-2022

累積値） 

 

指標(8) 
国際共同・受託研究等

契約数 
    120件  

世界のトッ

プ研究拠点

に深く食い

込む多様性

に富んだ若

手研究者の

増加 

学生・若手の研究力強

化策の実施 

大型科研費等採択

率向上を目的とし

た 模擬ヒアリン

グ、若手研究者を対

象とした科研費申

請書書き方相談の

実施と新たな取組

の検討（再掲） 

学生・若手研究者を対象とした取組の更なる検討・

推進 

指標④学部学生を対象

とした特別研究員制度

説明会等支援策の開始 

説明

会・パン

フレッ

ト作

成・配布

開始 

     

自立的な研究環境の提

供を前提とした優秀な

若手研究者のポスト確

保 

学際科学フロンティア研究所に採用された若手研究者の雇用・育成 

部局と

の連携

による

テニュ

アトラ

ック等

のキャ

リアパ

スの構

築の検

討 

東北大学版テニュ

アトラック制度の

運用による優秀な

若手研究者のポス

ト確保 

新たに制定した東北大学テニュアトラ

ック制度ガイドラインの運用による優

秀な若手研究者のポスト確保 

指標⑤東北大学版テニ

ュアトラック制度の開

始 

 制度開

始 

    

 若手リーダー研究

者海外派遣プログ

ラムの実施とフォ

ローアップ調査を

踏まえた今後の戦

略的実施の検討 

（再掲） 

 

 

若手リーダー研究者海外派遣プログラムの戦略的

実施（再掲） 
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若手研究者武者修行インターンシップの実施 

ジュニアリサーチ

プログラムの実施 

オンラインを活用したジュニアリサーチプログラ

ムの実施 

クワトロセミナーの実施 

女性研究者育成活躍・支援策の

企画・提言 

女性研究者育成活躍・支援策の実施 

FALLING WALLS LAB SENDAI、Falling Walls Venture の実施 

指標(9) ベンチマーク大学への

若手リーダー派遣者数 

    10名以上/年

間 

 

指標(10) 女性研究者比率     19.0％  

指標(11) 高等研究機構への若手

研究者配置数 

    137名  

世界三十傑

大学に相応

しい教育・研

究環境の整

備 

国際水準キャンパス実

現に向けた取り組み 

国際対応事務体制の整備・推進 

事務文書の英語化 事務連絡の二言語化 

学内文書日英対訳データベースによる対訳文書の全学共有化の推進 

リサーチレセプションセンター機能をもつ IAC（国際事業推進室）による

長期滞在者向けの支援実施 

指標⑥国際混住型学生

寮の拡充 

  1,800人

規模 

   

 OIST研修や海外研

修への派遣 

OIST研修への派遣、オンラインを活用した語学研

修 

指標(12) 外国人教員数     250名  

指標(13) 外国人留学生比率(大

学院)  

    25％  

指標(14) TOEICスコア 700点以

上の事務職員等数 

    179名  

 

短期滞在海外研究者へ

の機器共有 

学内既存設備の共用化のスキー

ムやリユースの活用 

共用化スキームの全学的展開に資する

課題整理 

指標⑦機器共有スキー

ムの全学展開 
  

AIMR以

外の学

内外研

究者（短

期滞在

外国人

研究者

を含

む。）へ

の機器

共有開

始 

   

 

新たな URA・研究支援業務の開拓（ヘッドクオーター等の雇用）     

外国人研究者向け

の日本語教室の開

催等による支援 

外国人研究者向けの日本語教室のオンライン開催

等による支援 

海外パートナー期間に所属する研究者の中長期的な招聘による研究室立

上・運営支援 

指標(15) 
WPI型ガバナンスの波

及 
    

WPI型ガバナ

ンスのノウハ

ウを確立し、

既存の、また

新たに設置さ

れる研究拠点

で実施 

 

指標(16) 
リサーチレセプション

機能の全学的展開 
    

AIMR型リサー

チレセプショ

ン機能のノウ

ハウを確立 

 

 

33



「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

筑
波
大
学

○イノベーション創出力強化の成果として、事業開始時と比較し、共同研究受入や知

的財産収入総額の増加、共同研究の組織的展開を目的とする「開発研究センタ

ー」数の拡大、世界トップ企業との共同研究件数の増加等各指標において好影響

がみられていることは評価できる。

○独創性、学際性、国際性の高い研究を推進する「シーディングプログラム」におい

て、積極的に次代を担う研究者の挑戦的な研究を採択していること、また論文をよ

り広く世界に伝えるスキルを身に着けるための若手研究者向けセミナー等を実施

していること等は評価できる。

○URA の配置に関し、本事業終了時の体制の確立に向け、研究支援スキルの向上

等も視野に入れた工夫を行っていることは評価できる。

○コロナ禍を踏まえた取組として、令和２年度に開始した、コロナ禍の喫緊の課題に

対応した多岐にわたる研究プロジェクトの学内ワ－クショップ等を開催して、

COVID-19 に関わる様々な分野の研究者による研究討議を推進したことは評価で

きる。
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令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【研究経営ガバナンス力の高い大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

本学の研究大学強化促進事業は、学長を機構長とする「研究戦略イニシアティブ推進機構」（約 3億円

の自主財源で運用）のもとで、計画に基づき順調に実施しており、また、事業終了後も本機構が研究力

強化施策をシームレスに持続する予定である。 

研究経営ガバナンスの実施主体となる質、量を考慮した最適な URAの配置に関しては、事業終了時の

URA40名体制に向けて、計画的に配置を進めている。特に本年は、高度な専門スキル（国際研究連携）

を主業務とする URAを増員し、国際学術研究連携のマッチング活動にとどまらず、国際共同研究に直結

する支援スキームを構築した。URAの国際的連携で研究者間の直接対話を導く本スキームにより、本学

の提携大学のうちの 2校で研究者間の直接対話は実現し、今後共同研究等へと発展することが期待され

る。 

上記の通り、URA による研究支援へのニーズを踏まえた取組みを充実するととともに、URA を中心と

した本部と部局との一体的な研究力強化体制を強化し、個々の教員への伴走的研究支援を着実に実施し

ているところである。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

令和 2 年度に充実を図った取組みを着実に遂行するためには、URAの研究支援スキル向上が必要であ

る。このため、「『多能工型』研究支援人材育成拠点による教育プログラム」等の育成資源を活用し URA

の研究支援スキルの向上に努めている。さらに、本学 URAが URA認定制度の試行に協力することにより、

URA育成の最新の状況把握と本学への取込みを図る。 

また、新たなニーズへの対応としては、科学技術・イノベーション基本法に「人文・社会科学」が追

加され、基本計画等において人文・社会科学が「総合知」創出における重要な役割が期待されている状

況を踏まえ、人社系研究支援の高度化に対応する必要がある。このため、文理融合を担う URAを強化す

ることを計画している。具体的には、現在本学で実施している「つくば URA能力開発プログラム」を拡

張し、文理マッチングのスキルセットを確立することで、分野融合研究の加速を図る。 

機関名 筑波大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 副学長・理事（研究担当） 

氏名 永田 恭介 氏名 和田 洋 

令和２年度(2020年度)フォローアップ結果 

〇研究力向上のための様々な取組がなされ、各種論文数の指標の上昇、産学連携（共同研究受入額・知

財収入総額の指標等）や、国際連携活動（世界トップ企業との積極的連携の指標等）が順調に進んでい

ることは評価される。 

○Top10％論文率が高水準を維持していることは評価される。今後は若手研究者のテニュア職の獲得など

を推進することにより責任著者率が向上していくことを期待したい。 
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全学的な研究力強化体制の構築には、全学的研究推進を主ミッションとする本部 URAと、部局による

きめ細かい研究支援を主ミッションとする部局 URAの協働体制の確立が必要である。このため、科研費

改革による制度変更への対応などの場面で情報を共有し、合同で説明会や応募支援に対応するなど、密

接に協働し、新しい科研費獲得推進策を企画、実施している。 

新型コロナウイルスの影響に対する取組みとして、新たな研究資金制度の公募に関する情報など、研

究者にとって有用な情報をとりまとめ、いち早く提供してきた。また、研究経営の観点から研究 DXによ

る生産性向上は重要であり、本学では外部資金公募情報 DBや、研究者の応募履歴・URAによる支援履歴

の DB化、及びその連携を進めている。 

特に優秀な若手研究者が積極的にこれらの取組みを活用することにより、情報収集に係る時間を短縮

し研究時間が確保されることを通じ研究成果の生産性向上に資するとともに、幅広く分野を超えた連

携、融合が促進されることにより研究の学際性、国際性が高まり、責任著者率向上を図ることができる

と期待している。 

また、新型コロナウィルスの感染防止と研究の両立のため、テレワークを一層推進するとともに、研

究関連事務作業効率化のために、学内申請の電子化を進めている。 

 

将来構想２【国際競争力の高い大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

国際競争力のさらなる向上のため、実質的な研究力強化と研究広報力の強化を図り、世界的研究拠点

の形成等の構想を引き続き推進する。 

令和 2年度は、共創の場（COI-Next）「バイオ分野本格型につくばデジタルバイオ国際拠点形成」の構

想構築に URAが参画し、また、本学下田臨海実験センターでは、部局 URAの支援により、国際的な研究

拠点形成事業（Core-to-core Program）に「海洋酸性化研究の国際研究拠点」が採択されている。さら

に、下田臨海実験センターでは、新しい遺伝子発現調節機構の研究で創発的研究支援事業への採択も得

て、著名な雑誌への掲載を含む 30を超える論文を発表し、活発な研究活動を推進している。今後も国際

研究拠点の構築など実績を着実にあげ、研究の国際競争力と国際連携活動を高めてゆく。 

また、成果の国際発信等に課題が指摘されている人文・社会科学の振興のため、日本全体の人文社会

系分野の世界でのプレゼンス向上を図るため、F1000 Research社と協力して「筑波大学ゲートウェイ」

を開設した。これにより、論文の公開レビューに基づく、オープンパブリッシングの場として、英語に

限らない発信が可能となった。このゲートウェイを通した人文社会系の論文投稿数は着実に増えて、日

本のユニークな人文社会分野の研究の国際発信に寄与している。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

本学は、旧来の固定観念に捉われない時代の求める新しい大学の仕組みを率先して実現することを基

本理念としている。そのため、学長のリーダーシップの下、ガバナンスと経営基盤の強化及び学内資源

の再配分を推進し、自律的に本学の機能を改革することにより、世界と社会の変化に対応しうる大学を

目指している。 

令和 2年度に実施した筑波大学「知」活用プログラムにより、新型コロナ禍の喫緊の課題に対応した

多様な分野の研究プロジェクト（27件、総額：1,448,000千円）にタイムリーに着手できたが、その研

究の今後の展開や、その成果を社会に如何に還元するかが課題となっている。そのため、本プログラム

採択者を中心に学内 COVID-19 ワークショップの開催（総勢 60名超の参加者実績）や、本学の Campus-

in-Campus のパートナー大学（スーパーグローバル大学創成支援事業）との新たな研究連携構築に向け

たシンポジウム（総勢 100名超の参加者実績）や異分野研究者交流オンラインイベント（25名の研究者

36



 

の参加者実績）を実施し、COVID-19に関わる多分野の研究者による、分野を超えた対話を促進した。こ

れにより国際競争力の高い大学への道を着実に進める。 

また、URA 研究戦略推進室・研究推進部、産学連携部、国際局を横断するタスクフォース「海外資金

獲得ワーキンググループ」の活動を開始し、その中で JSPSの二国間事業の獲得活性化や、大使館等を通

じた海外大学・企業との連携の活性化等を進めている。 

さらに、新たな取組として、本学の強みを活かしたキラリと光る研究、世界をリードしうる研究を持

続的に生み出すことを目的として、新興・融合研究や世界的にインパクトのある研究に挑戦するグルー

プを支援するため、研究戦略イニシアティブ推進機構のイニシアティブの下「シーディングプログラム

（総額 121,400千円）」を実施し、本学の強みを活かした独創性の高い 17件の研究課題を採択し学際性、

国際性の高い研究を推進している。本プログラムでは積極的に次代を担う研究者の挑戦的な研究を採択

しており、今後、研究 DX や URA による研究マッチングなどを通じ、若手研究者の独創性の高い研究を

支援することにより、論文等の成果発信や責任著書率等の向上に寄与することを期待している。 

また、地球的な共通課題である SDGs に関連する本学の研究の広報に努めるとともに、研究の活性化

を、関連する教育施策（学位プログラム）とも整合的に進めている。 

さらに、筑波大学研究者の国際的プレゼンスを強化するため、研究者の論文をより広く、世界に伝え

るスキルを身に着けるための若手研究者向けセミナー等により、研究者の個人的な研究広報力、研究人

脈形成力を強化する。 

ダイバーシティの世界標準化を目指し、人事制度改革により若手・女性・外国人教員比率向上を図る。 

新たに構築した競争的人事システム（循環型戦略管理ポイント）により、引き続き若手研究者のテニュ

ア職での採用を促進する。 

※循環型戦略管理ポイント：最長 2年間の期間に限定してポイントを配分し、部局は当該ポイントによ

り若手研究者を採用し、配分期間終了後は部局負担により雇用を継続する制度。 

 

将来構想３【イノベーション創出力の高い大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

中間評価の報告書に挙げた通り、本学は学長のリーダーシップの下で研究力強化を進めており、基礎

研究力推進を主なミッションとする研究担当副学長と、産学連携及び知的財産のための更なる体制強化

として産学連携担当副学長を配置、その協働によりイノベーション創出力の強化を図っている。 

基礎研究から応用・開発研究までをシームレスに推進する研究力強化体制として、両副学長の下、URA

研究戦略推進室、研究推進部、国際産学連携本部、財務部をメンバーとするチームを組織し、イノベー

ションの創出に資する大型外部資金の獲得支援を行っている。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

共同研究受入額・知財収入総額の指標について、事業開始時（2012 年度）と比較して、2022 年度ま

でに共同研究受入額を 3.5倍（6.9億円→24.15億円、参考：民間企業との共同研究 3.9億円→13.7億

円）、知的財産収入総額を 6倍（1276万円→7600万円）にする。これら指標の令和２(2020)年度の状況

は世界的なコロナ禍の中、企業等との渉外活動が制限される中、2.6倍（18.1億円、参考：民間企業と

の共同研究 15億円）及び 5.7倍（7,231万円）となっている。 

「開発研究センター制度」※1 の趣旨は、外部資金を事業運営費として、社会的要請の高い学問分野

での共同研究開発を推進することや共同研究の組織的展開であり、年度ごとに 1センターの設置を目標

値としているが、学長及び産学連携担当副学長の強力なリーダーシップにより、設置を推進した結果、

本年度は、3つの「開発研究センター」を設置し、2021 年 3月末現在で累計 12センターとなった。こ

37



 

のように、共同研究を受け入れる組織的体制整備を前倒しで行うことで、共同研究受入額の増加状況に

ついても、好影響を与えている。尚、新設したセンターは以下の通り。 

（１）デジタルネイチャー開発研究センター、（２）健幸イノベーション開発研究センター、 

（３）スマートウエルネスシティ政策開発研究センター 

 世界トップ企業との積極的連携の指標について、事業開始時に比較して、2021年度までに共同研究件

数を 70％増（311件→529件、参考：民間企業との共同研究 252件→428件）、にする。2020年度の状

況は、68％増（524件、参考：民間企業との共同研究 440件）となっている。共同研究の大型化に向け、

学際融合型共同研究創成プラットフォームを構築し、大型共同研究創成プログラムや産学連携促進と人

材育成の場作りを推進するとともに、国立研究開発法人と連携し、「つくば産学連携強化事業」※2、「共

同研究実用化ブースト事業」※3 及び「TIAかけはし事業」※4 等を実施し、その成果を民間共同研究

に結びつける取組を行っている。今後とも、企業及び地方自治体との共同研究件数の増可を目指す。 

国際的な産学連携活動の展開の指標について、事業開始時に比較して、2021年度までに海外企業との

共同研究数を倍増（6 件→12 件）する。2020 年度の状況は、9 件となっている。「グローバルマッチン

グプログラム」※5 によりグローバル製薬企業ランキングのトップ 20をターゲットとする海外大型共

同研究を強化している。また、産官学共創プロデューサーを雇用するとともに海外連携担当の技術移転

マネージャーを海外展示会へ派遣し、企業との連携構築を行っている。 

大学発ベンチャー企業数の指標について、指標設定年度（2015）に比較して、2021年度までに大学発ベ

ンチャー企業数（累計）を年平均 8社増加（111件→157件）する。2020年度の状況は、161件（2019年

度は 155件）となっている。 

 

※1 外部資金を事業運営費として、社会的要請の高い学問分野での共同研究開発を推進する組織。平成27 年7 月に創設 

※2 本学とつくば地区の研究開発法人との共同研究を支援することにより、本学を核としてつくば地域から産業界への技術移転や新規起業を目

指した研究活動を促進する取組み。平成26 年度に産総研・筑波大学合わせ技ファンド（両機関がそれぞれファンドを準備して、採択された共同

研究チームにそれぞれの機関から研究費を支給する制度）を創設した。現在は「つくば産学連携強化プロジェクト」に名称変更。 

※3 筑波大学における学際的な研究を活かし、イノベーションを創出することを目的として、筑波大学の中で異なる系・組織に属する研究者が連

携した学際的、先進的、実用化の可能性の高い研究プロジェクトを支援する取組。 

※4 TIA 中核5 機関（産総研、NIMS、筑波大、KEK、東大）が組織の枠を超えて連携し、新領域を開拓するための「調査研究」を支援する事業。 

※5 製薬グローバルトップ企業との大型共同研究の推進するための交渉スキーム（第 1 ステップ～第 4 ステップ）の名称 

 

 

 

ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

 本事業のロジックツリーやロードマップについては、学長を機構長とする「研究戦略イニシアティブ推進
機構」に設置した「研究力強化委員会」や産学連携本部等で事業計画等の作成・見直し等を行う際に活用す
るとともに、中期目標・中期計画の作成時や戦略的人事システムなど、研究力強化に向けて全学で検討すべ
き事項の議論に際しても、活用・横展開している。また、URAの業務について、業務計画の作成・見直しを
始め、PDCAサイクルを回すために活用している。 
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特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

URAが発案し、学長のリーダーシップの下実施した、新型コロナ危機対策に向けた学内の研究助成（大学

「知」活用プログラム）に採択された（27件、総額：1,448,000千円）多様な研究の拡大や異分野連携、

国際連携を進めるため、本学の Campus-in-Campusのパートナー大学との研究者マッチングイベントを URA

を中心に開催している。新型コロナ感染症への対策が進み、海外渡航が可能となった際には、本補助金で

例年行ってきた海外派遣・招へいプログラムに自己資金を合わせて国際共同研究の拡大を図る。 

また、本学の研究力強化に向け、今年度新たに、本学の強みを活かしたキラリと光る研究、世界をリー

ドしうる研究を持続的に生み出すことを目的として、新興・融合研究や世界的にインパクトのある研究に

挑戦するグループを支援するため、戦略イニシアティブ推進機構の自己資金を活用した「シーディングプ

ログラム（総額 121,400千円）」を実施した。大学がテーマを指定するトップダウン型と、研究者自らが

課題を提案するボトムアップ型の 2つの区分で公募を行い、人文科学、社会科学と自然科学の分野の連携

による提案など、独自性の高い 17件の研究課題が採択され研究がスタートした。 

また、研究大学強化促進事業の補正予算（研究 DXに関わる）を活用し、散逸している本学研究者に関す

る情報をまとめて提供するシステムの開発を行う一方で、研究大学コンソーシアムが受託している研究 DX

プラットフォームの開発メンバー（コア 7研究機関）の一員としてプラットフォーム作成と、それを活用

した機関横断、分野横断研究者マッチングスキームの構築に URAが寄与している。 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

Scopus WoS 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

2013-
2017平

均 

2014-
2018平

均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著
論文率 

30.4％ 32.0％ 33.0％ 33.5％  －％  －％   －％   －％ 

産学共著
論文率 

5.3％ 5.9％ 6.5％ 5.7％   －％   －％   －％   －％ 

Top10％論
文率 

11.6％ 11.3％ 11.4％ 13.7％   －％   －％   －％   －％ 
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筑波大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】
将来構想

事業終了までのアウトカム
（2021年度-2022年度）

中間的なアウトカム
（2019年度-2020年度）

大学経営改革室の運用 ◀ 大学経営改革室の運用 ◀ 大学経営改革室の運用

職務高度・多様化担当の大学執行役
員を新たに配置

研究DXに向けた研究者マッチング分析と
システムの構築の試行 ◀ 執行部の要求に呼応した研究力、ベ

ンチマーク調査 ◀ 高度専門人材を目指したOJT（経済産
業省出向）などの開始

人社系の研究評価指標の発信・普及
（セミナー等で紹介） ◀ 人社系の研究評価指標の発信・普及

（セミナー等で紹介） ◀ 人社系の研究評価指標の発信・普及
（セミナー等で紹介）

学内研究者情報DBの高度化（コンテ
ンツ充実、広報ページと接続） ◀ 学内研究者情報DBの高度化（コンテ

ンツ充実、広報ページと接続） ◀ 学内研究者情報DBの高度化（研究概
要やキーワードの整備等）

文献情報ツールによる分析 ◀ 文献情報ツールによる分析 ◀ 文献情報ツールによる分析

部局URAの体制整備（本部と部局、並

びに部局間の有機的連携による研究
支援等）

◀
部局URAの体制整備（本部と部局、並

びに部局間の有機的連携による研究
支援等）

◀
部局URAの体制整備（本部と部局、並

びに部局間の有機的連携による研究
支援等）

つくばURA能力開発プログラムの運用
（受講等、資格認定の整合性検討） ◀ つくばURA能力開発プログラムの運用

（受講等、資格認定の整合性検討） ◀ つくばURA能力開発プログラムの運用
（受講等）

人社系URA特有の能力開発プログラ
ムの構築 ◀ 部局URAの育成プログラムの運用・実

施 ◀ 部局URAの育成プログラムの運用・実
施

RA協議会第7回年次大会の幹事校業
務

研究IR実行体制の強化

指標① 研究IR実行体制の整備

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影
響を受けない）が検証可能である指標

アウトプット

（ 2021 （R3）年度の取組）

アウトプット

（ 2020 （R2）年度の取組）

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

アウトプット

（ 2019 （R1）年度の取組）

知財戦略の強化（企業への特許営業
活動の外部委託、知財相談会、知財
セミナーの開催等）

◀
知財戦略の強化（企業への特許営業
活動の外部委託、知財相談会、知財
セミナーの開催等）

◀
知財戦略の強化（企業への特許営業
活動の外部委託、知財相談会、知財
セミナーの開催等）

産業界からの外部資金獲得支援
・「開発研究センター」※1の運営支援
（シンポジウム開催、研究設備の学内
外共用化等）
・「特別共同研究事業」※2の拡充
・研究寄付金増大支援（ファンドレイ
ザー雇用準備等）

◀

産業界からの外部資金獲得支援
・「開発研究センター」※1の運営支援
（シンポジウム開催、研究設備の学内
外共用化等）
・「特別共同研究事業」※2の拡充
・研究寄付金増大支援（ファンドレイ
ザー雇用準備等）

◀

産業界からの外部資金獲得支援
・「開発研究センター」※1の運営支援
（シンポジウム開催、研究設備の学内
外共用化等）
・「特別共同研究事業」※2の拡充
・研究寄付金増大支援（ファンドレイ
ザー雇用準備等）

「つくば産学連携強化プロジェクト」
※3などの産学連携支援事業 ◀ 「つくば産学連携強化プロジェクト」※3

などの産学連携支援事業 ◀ 「つくば産学連携強化プロジェクト」※3
などの産学連携支援事業

「産学連携プラットフォーム」※4の強
化（登録シーズの増加等） ◀ 「産学連携プラットフォーム」※4の強

化（登録シーズの増加等） ◀ 「産学連携プラットフォーム」※4の強
化（登録シーズの増加等）

国際産学連携の強化：「グローバル
マッチングプログラム」※5の運用 ◀ 国際産学連携の強化：「グローバル

マッチングプログラム」※5の運用 ◀ 国際産学連携の強化：「グローバル
マッチングプログラム」※5の運用

ベンチャー育成支援強化（資金・場所
の支援、
起業家育成の支援、起業の支援、大
学発ベンチャー本格化に向けた規制
の改革等）

◀
ベンチャー育成支援強化（資金・場所
の支援、
起業家育成の支援、起業の支援、大
学発ベンチャー本格化に向けた規制
の改革等）

◀
ベンチャー育成支援強化（資金・場所
の支援、
起業家育成の支援、起業の支援、大
学発ベンチャー本格化に向けた規制
の改革等）

※1 外部資金を事業運営費として、社会的要請の高い学問分野での共同研究開発を推進する組織。2015年7月に創設
※2 研究成果の社会実装を目指して産業界と筑波大学がアンダーワンルーフで共同研究する仕組み（特徴は① 企業担当者を期間中、教授、准
教授など 教員として雇用、②雇用した教員は、企業との合意により人材育成(教育)に参加可能）。2014年12月創設
※3 本学とつくば地区の研究開発法人との共同研究を支援することにより、本学を核としてつく
ば地域から産業界への技術移転や新規起業を目指した研究活動を促進する取組み。2014年度に産総研・筑波大学合わせ技ファンド（両機関がそ

れぞれファンドを準備して、採択された共同研究チームにそれぞれの機関から研究費を支給する制度）を創設した。現在は「つくば産学連携強化プ
ロジェクト」に名称変更。
※4 全国の中小企業が全国の大学のシーズを閲覧し課題解決を目 指すプラットフォームである。技術シーズを「健康・医療機器」「食品」「環境・
エネルギー」「IoT、ロボット」「次世代自動車」「ものづくり」の6つのカテゴリーに分類してHPで紹介。筑波大学では、芸術系と連携して特許インフォグ
ラフィクス（特許を技術の中身に入り込まず、特許が拓く未来を動画化。）を作成。
※5 製薬グローバルトップ企業との大型共同研究の推進するための交渉スキーム（第1ステップ～第4ステップ）の名称

研究経営ガバ
ナンス力の高い

大学

学長の実行体制強化、並びに、大学
経営力強化

指標(1) 研究力強化の戦略立案

指標(2)
URA研究戦略推進室の業務
の高度化

指標(3) URA40名体制

国際競争力
の高い大学

国際水準の研究環境の実現、並び
に、国際研究力の強化

指標(7) Top10％論文割合（過去5年
間）

指標(8)
国際共著論文割合（過去5
年間）

戦略的体制の強化

指標(4) 若手教員比率

指標(5) 女性教員比率

指標(6) 外国人教員比率

イノベーション
創出力の高い

大学

知財戦略の強化

指標(9) 知財収入総額

産学共同研究の増大

指標（10） 共同研究受入額

指標（11） 世界トップ企業との共同研
究件数

指標（12） 海外企業との共同研究件数

研究広報の強化

指標⑥ SDGsのウェブサイトの構築

知財戦略の強化

指標⑦ 知財収入総額

産学共同研究の増大

指標⑧
世界トップ企業との共同研
究件数

起業による技術移転の促進

指標（13） 大学発ベンチャー企業数
（累計）

URA体制整備

指標② 部局URAの配置

国際研究力の強化

指標③
国際テニュアトラック教員
Top10%論文割合・国際共
著論文割合（過去5年間）

指標④
世界展開研究拠点形成機
構の創設

研究環境の整備

指標⑤
教職員の業務効率化のた
めのマニュアル作成

戦略的人事システムの構築（循環型
戦略ポイント配分） ◀ 戦略的人事システムの構築（全学戦

略ポイント配分） ◀ 戦略的人事システムの構築（全学戦
略ポイント配分）

教員抜擢昇任人事制度（ツクバ・トッ
プ・ランナー）の実施 ◀ 教員抜擢昇任人事制度（ツクバ・トッ

プ・ランナー）の実施 ◀ 教員抜擢昇任人事制度（ツクバ・トッ
プ・ランナー）の実施

研究時間確保のための関連施策立案
補助 ◀ 研究時間捻出プロジェクトの成果の解

析と関連施策立案補助 ◀ 研究時間捻出プロジェクト（業務効率
化のための業務マニュアル作成等）

オープンファシリティーのさらなる強化
（機器登録増加の試み等）、F1000 筑
波大学ゲートウエイ活用によるOA出
版促進、等

◀
オープンファシリティー等のさらなる強
化（機器登録増加の試み、F1000 筑波
大学ゲートウエイ開設によるOA出版
促進）

◀
オープンファシリティー等の強化（充実
化・見える化の推進、電子ジャーナル
の充実化等）

学内助成金の電子申請・審査システ
ムの機能追加、学内普及 ◀ 学内助成金の電子申請・審査システ

ムの機能追加、学内普及 ◀ 学内助成金の電子申請・審査システ
ムの高度化

研究資金情報サイトRISSの高度化（運
用簡略化機能等） ◀ 研究資金情報サイトRISSの高度化（運

用簡略化機能等） ◀ 研究資金情報サイトRISSの高度化
（マッチング機能追加等）

重点研究センター（CCS、TARAセン
ター）への重点支援（部局URAの配置
等）

◀
重点研究センター（CCS、TARAセン
ター）への重点支援（部局URAの配置
等）

◀
重点研究センター（CCS、TARAセン
ター）への重点支援（部局URAの配置
等）

国際的人材育成制度（国際テニュアト
ラック）の運用 ◀ 国際的人材育成制度（国際テニュア

トラック）の運用 ◀ 国際的人材育成制度（国際テニュア
トラック）の運用

海外資金獲得WG構築による国際研
究資金獲得強化 ◀

新型コロナ対策のための「知」活用プ
ログラム（海外渡航困難下での代替
プログラム）

◀ 国際共同研究促進のための学内助
成金プログラムの運用

Campus-in-Campusパートナー校との

研究者マッチングと研究分野連携促
進

◀ 100人論文を活用した分野融合 ◀
研究力強化のための令和3年度特別
支援シーディングプログラムの実施

つくば地域におけるSDGs研究連携強

化と広報に加え「知」活用プログラム
（新型コロナ研究）の広報強化

◀ SDGs広報に加え「知」活用プログラム
（新型コロナ研究）の広報強化 ◀

本学におけるSDGs等の社会的課題へ

の取組の情報発信（情報発信力強化
ワークショップ開催やウェブサイト運用
等）

筑波大学研究情報発信サイトCOTRE
等の高度化（全研究者紹介機能運用） ◀ 筑波大学研究情報発信サイトCOTRE

等の高度化（全研究者紹介機能運用） ◀ 筑波大学研究情報発信サイトCOTRE
等の高度化（多言語対応機能追加等）
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筑波大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 
 
 

事業実施計画  

年度 2018 
（H30） 

2019 
(H31/R1) 

2020 
（R2） 

2021 
（R3） 

2022 
（R4） 

2023 
(R5) 

将来構想 
事業終了ま

でのアウト

カム 

中間的な 
アウトカム アウトプット 

研
究
経
営
ガ
バ
ナ
ン
ス
力 

の
高
い
大
学 

学長の実行

体制強化、

並びに、大

学経営力強

化 

研究 IR 実行体制の強

化 

高度専門

人材（シ

ンクタン

クなど）

との人事

交流や高

度なコン

サルティ

ングの開

始 

高度専門

人材を目

指した

OJT（経

済産業省

出向）な

どの開始 

執行部の

要求に呼

応した研

究力、ベ

ンチマー

ク調査 

研究 DX に向けた研究者マッチ

ング分析とシステムの構築の試

行 

人社系の

研究評価

指標の発

信・普及

（RA 協

議会や国

大協セミ

ナーで紹

介等） 

人社系の研究評価指標の発信・普及（セミナー等で紹

介） 

学内研究者情報 DB
の高度化（研究概要

やキーワードの整備

等） 

学内研究者情報 DB の高度化（コンテンツ充

実、広報ページと接続） 

文献情報分析ツールによる分析 

指標①：研究 IR 実行

体制の整備  
研究 IR
実行体制

の整備 
    

 

URA 体制整備 

部局 URA の体制整備（本部と部局、並びに部局間の有機的連携によ

る研究支援等） 

 
つくば URA 能力開

発プログラムの運用

（受講等） 

つくば URA 能力開発プログラムの運用（受

講等、資格認定の整合性検討） 

 

部局 URA の育成プログラムの作

成・実施 
人社系 URA 特有の能力開発プロ

グラムの構築 

   

RA 協議

会第 7 回

年次大会

の幹事校

業務 

  

 指標②：部局 URA の

配置   
部局

URA18
名体制 

   

  
大学経営

改革室の

設置 
大学経営改革室の運用 
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職務高

度・多様

化担当の

大学執行

役員を新

たに配置 

    

指標(1)：研究力強化の戦略立案    
研究力強

化の戦略

立案 
  

指標(2)：URA 研究戦略推進室の業務

の高度化    
革新的研

究推進領

域の提案 
  

指標(3)：URA40 名体制     URA40
名体制  

国
際
競
争
力 

の
高
い
大
学 

戦略的体制の強化 

戦略的人事システムの構築（全

学戦略ポイント配分） 
戦略的人事システムの構築（循

環型戦略ポイント配分） 

教員抜擢昇任人事制度（ツクバ・トップ・ランナー）の実施 

指標(4)：若手教員比率     25%  

指標(5)：女性教員比率     20%  

指標(6)：外国人教員比率     10%  

国際水準の

研究環境の

実現、並び

に、国際研

究力の強化 

国際研究力の強化 

国際的人材育成制度（国際テニュアトラック）の運用 

国際共同研究促進の

ための学内助成金プ

ログラムの運用 

新型コロ

ナ対策の

ための

「知」活

用プログ

ラム 

海外資金獲得 WG 構築による国

際研究資金獲得強化 
 

新規重要

研究課題

の発掘・

推進プロ

グラム

(いの

ち・AI)
の構築・

運用 

 

「知」活

用プログ

ラム、

100 人論

文を活用

した分野

融合 

Campus-in-Campus パートナー

校との研究者マッチングと研究

分野連携促進 
 

   
研究力強化のための令和 3 年度

特別支援シーディングプログラ

ムの実施 

指標③：国際テニュ

アトラック教員

Top10%論文割合・国

際共著論文割合（過

去 5 年間） 

  

Top10%
論文割

合：50% 
国際共著

論文割

合：90% 
（2016-
2020 年

対象） 

   

指標④：世界展開研

究拠点形成機構の創

設 
 機構の設

置     

研究環境の整備 

研究時間捻出プロジ

ェクト（業務効率化

のための業務マニュ

アル作成等） 

研究時間

捻出プロ

ジェクト

の成果の

研究時間確保のための関連施策

立案補助 
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解析と関

連施策立

案補助 

オープンファシリティー等の強

化 

オープンファシリティーのさら

なる強化（機器登録増加の試み

等）、F1000 筑波大学ゲートウエ

イ活用による OA 出版促進、等 

学内助成

金の電子

申請・審

査システ

ムの構築 

学内助成

金の電子

申請・審

査システ

ムの高度

化 

学内助成金の電子申請・審査システムの機能

追加、学内普及 

研究資金情報サイト RISS の高度化 

重点研究センター（CCS、TARA センター）への重点支援（部局

URA の配置等） 

指標⑤：教職員の業

務効率化のためのマ

ニュアル作成 
 

教員業務

マニュア

ルのウェ

ブサイト

構築 

    

研究広報の強化 

本学における SDGs
等の社会的課題への

取組の情報発信 

SDGs 広

報に加え

「知」活

用プログ

ラムの広

報強化 

つくば地域における SDGs 研究

連携強化と広報に加え「知」活

用プログラム（新型コロナ研

究）の広報強化 

筑波大学研究情報発信サイト COTRE の高度化 

指標⑥：SDGs のウ

ェブサイトの構築  ウェブサ

イト構築     

指標(7)：Top10％論文割合（過去 5
年間）    

12.0%
（2017-
2021 年

対象） 

  

指標(8)：国際共著論文割合（過去 5
年間）    

34.0%
（2017-
2021 年

対象） 

  

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
力 

の
高
い
大
学 

 

知財戦略の強化 

知財戦略の強化 知財戦略の強化（企業への特許営業活動の外部委託、知財相談会、

知財セミナーの開催等） 

指標⑦：知財収

入総額 
  

対事業開

始時

（2012
年度

1276 万

円）比

4.9 倍 

   

指標(9)：知財収入総額     

対事業開

始時

（2012
年度

1276 万

円）比 6
倍 

 

43



産学共同研究の

増大 

産学共同研究の

増大 

産業界からの外部資金獲得支援 
• 「開発研究センター」の運営支援（シンポジウム開催、研

究設備の学内外共用化等） 
• 「特別共同研究事業」の拡充 
• 研究寄付金増大支援（ファンドレイザー雇用準備等） 

「つくば産学連携強化プロジェクト」などの産学連携支援事業 

「産学連携プラットフォーム」の強化（登録シーズの増加等） 

国際産学連携の強化：「グローバルマッチングプログラム」の運用 

指標⑧：世界トッ

プ企業との共同

研究件数 
 

対事業開

始時

（2012
年度 311
件）比

54%増 

    

指標(10)：共同研究受入額     

対事業開

始時

（2012
年度 6.9
億円）比

3.5 倍 

 

指標(11)：世界トップ企業との共同研

究件数    

対事業開

始時

（2012
年度 311
件）比

70%増 

  

指標(12)：海外企業との共同研究件数    

対事業開

始時

（2012
年度 6
件）比 2
倍 

  

起業による技術移転の促進 ベンチャー育成支援強化（資金・場所の支援、起業家育成の支援、

起業の支援、大学発ベンチャー本格化に向けた規制の改革等） 

指標(13)：大学発ベンチャー企業数

（累計）    157 件  
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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

東
京
大
学

○東京大学が目指す「知の協創の世界拠点」の形成に向けた取組の中で、若手研

究者育成や研究環境の整備が進められ、将来を担う若手研究者の獲得推進にも

成果を上げている点は高く評価できる。

○コロナ禍を踏まえた取組として、若手研究者の国際発信力強化を図るために、

英語論文執筆スキル向上のためのウェブサイトを立ち上げたことや、オンライン

による執筆セミナーを実施したことは、他大学の参考となりうる成果を上げてい

ると評価できる。

○将来構想「人類社会への貢献に資する『知の協創の世界拠点』の形成」において

は、人文社会科学分野も参画し、SDGs の 17 目標に基づいた明確な活動目標を

発信している点が評価できる。今後も更なる国際協働・国際的な発信の強化に

期待する。
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令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【未来の学術資源たる若手研究者の活躍の場の創出と支援】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況

「若手研究者の研究環境整備を進めるなど事業全体が順調に進んでいる」、「オンラインによる国際

発信及び国際ネットワーク基盤の構築の整備など積極的に実行している点は、他大学のモデルケース

としても期待できる」との評価を得て、将来構想の実現に向け、若手研究者の自立的研究の環境整備

及び国際展開に向けた取組を継続している。2021年 7月末時点で、東京大学卓越研究員では累計 133

名を採択、若手研究者の国際展開事業では累計 169名を採択、若手研究者のオンライン国際展開支援

事業では累計 25名を採択した。 

② 現状の分析と取組への反映状況

若手研究者の自立的研究の環境整備状況については、文部科学省卓越研究員及び東京大学卓越研究

員の採用数は 2020年度末時点で累計 154名となっており、本学が目指す「知の協創の世界拠点」の

形成に向けて、将来の学術を担う優秀な若手研究者の研究環境の整備が進んでいる。そのうち「東京

大学卓越研究員（公募型）」については、新たな領域を切り拓き将来の学術を担う卓越した若手研究

者を育成・支援するため、国内外に広く公募を行い、2020 年度は応募件数 348 件に対し 7 名を採択

し、国際競争力を持つ優秀な若手研究者の獲得を促進した。2021 年度においても外部の研究者募集

サイトを活用し国内外に広く公募するとともに、応募の電子化により、新型コロナウイルス感染症の

影響を最小限にとどめている。 

若手研究者の国際展開に向けた状況については、「若手研究者の国際展開事業」の採択部局数が

2020 年度は 42 部局中 29部局であり、対前年度 2部局増であることから、学内において着実に本制

度の利用拡大がなされている。一方で、新型コロナウイルスの影響により、海外派遣が困難な状況と

なっている採択者に対し、特例措置として「対処方針」を定め、派遣開始時期を含む派遣計画の変更

について、基本的に支援する方向で対処するとともに、「対処方針」に寄り難いものについても、個

別の状況に応じて柔軟な対応を行っている。「若手研究者のオンライン国際展開支援事業」では、2021

年度事業として 5名を採択し、「Withコロナ」においても、若手研究者の国際展開力の促進を停滞さ

機関名 東京大学 

統括責任者 

役職 総長 

実施責任者 

部署名・役職 研究担当理事・副学長 

氏名 藤井 輝夫 氏名 齊藤 延人 

令和２年度(2020年度)フォローアップ結果 

○ 将来構想を踏まえ、将来の学術研究を担う若手研究者の研究環境整備を進めるなど事業全体が順調に進

んでいることは評価される。

○ また、若手研究者の研究力の強化・国際展開を目標に掲げ、オンラインによる国際発信及び国際ネット

ワーク基盤の構築の整備などコロナ禍の影響を最小限にとどめて積極的に実行している点は、他大学の

モデルケースとしても期待できる。

○ URA制度の理解増進を図るとともに IRデータ室等との連携強化等により研究戦略の推進支援機能が強化

されており、引き続き取組の継続を期待したい。
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せることなく、海外渡航せずにオンラインによる積極的な国際発信及び国際ネットワーク基盤の構築

を目指す若手研究者の支援を継続している。また、2021年度は「若手研究者の国際展開事業」の開始

から 5年目を迎えたことから、事業の効果の検証を行うため、派遣者へのアンケートやこれまでの派

遣状況の分析など、本事業のフォローアップを実施する。 

 若手研究者の研究成果発信スキルの向上については、次の 3つの取組を実施し、国際的な学術誌へ

の掲載機会の増加、ひいては本学の国際的なプレゼンスの向上を図っている。 

①「Postコロナ」に向けた国際展開力強化施策として、研究成果の世界発信に向けた効果的な科学

論文執筆・投稿スキルを身につけることを目的とした世界的科学誌主催による「科学論文執筆ウ

ェビナー」を 2021年 3月に実施し、延べ 2,441名が受講した。 

②世界的科学誌の編集者を講師として、若手研究者の都合に応じて必要な基礎コースを年間通じて

受講できる「科学論文執筆オンラインコース」を新たに開設した。2021年 7月時点で登録者数は

550名超となり、多くの若手研究者の利用が進んでいる。 

③3つ目は、2021年 3月に学内外の英語論文の執筆・投稿に関する学習・支援情報を集約するウェ

ブサイト「UTokyo Writing Resources」を新規開設し、学内に広く周知を行った。2021年度は、

英文サイトの公開を予定している。 

若手研究者の研究環境の強化に向けた「共用研究設備システム」の利便性等の機能強化については、

一部の学外利用も可能な共用研究設備について、本学 HP で公開し、学内外へ共用研究設備の利用促

進を図り、2021 年 3 月末時点で登録機器数は 255 台となった。また、研究基盤として最先端のクラ

イオ電子顕微鏡（Titan Krios G4）について、2020年 7月より学内外に共用を開始し、2021年 3月

末時点で 80 件の利用実績があった。試料作製方法や電子顕微鏡の操作方法、データ分析に至るまで

を研究者が支援する体制を整え、利用促進を図っている。2021年度も機能強化を継続する。 

ライフサイエンス及びバイオサイエンス研究の安全と法令遵守の周知徹底の観点から全学的な研

究者支援体制の構築については、2021 年度は「ライフサイエンス研究倫理オンライン申請審査シス

テム」の導入を予定している。従来紙媒体を中心に行われていたライフサイエンス関連の申請・審査

をオンラインで行うことにより、本学のライフサイエンス関連業務の更なる効率化とプロセスの迅速

化を図り、当該申請・審査に関わる研究者の負担軽減による若手研究者等の研究時間の確保に努める。 

 これらの若手研究者支援のための取組に加え、学内外で行われている研究者支援制度をまとめた

「研究者支援制度パンフレット」を 2018年度から引き続き作成し、2020年度は日英併記による記載、

レイアウトの改善など、制度の趣旨や内容がより適切に読み手に伝わるよう工夫や見直しを行った。

2021年度は、従来、パンフレットの掲載と担当部署表示にとどまっていたウェブサイトについても、

より使い勝手のよい発信力が強化された研究者向けの「研究者支援情報サイト（仮称）」へリニュー

アルを進めており、新たに英文サイトの公開も予定している。外国人研究者等も含め、実際に支援を

必要としている対象者への効果的な周知の取組を今後も継続する。 

将来構想２【研究推進体制の強化に必要な経営基盤の構築】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

「URA 制度の理解増進を図るとともに IR データ室等との連携強化等により研究戦略の推進支援機

能が強化されている」との評価を受け、引き続き URAの認定と、URA制度の定着・安定化を中心とし

た取組を継続している。URAの認定については、2020年度末時点で累計 69名を認定している。一方、

認定 URA が不在の部局執行部等に対しては、2019 年度より URA 制度理解増進を目的とした個別訪問

（部局キャラバン）を行っている。2020年度はオンラインにて 3部局に対し実施した。また、URA制

度の安定化に向けた人材育成の観点から、認定前（URAワークショップ・URA研修）・認定後（URA連

絡会議・URA勉強会）の研修等の役割を明確化するとともに、東京大学 URAに求められる能力を整理
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し、各研修等において URA候補者及び認定 URAへの共有を行っている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

URA 無期雇用化制度の運用については、無期雇用化 URA（高度学術専門職員）の部局での業務参画

と大学全体の施策参画のエフォート内容を見直し、大学全体の施策に関し、長期的な視点での分析や

研究戦略企画立案等に積極的に関与させる環境を整備するなど、本学 URA制度のより一層の定着・安

定化に向けた活動を行った。今後も無期雇用化制度を継続運用する。 

URA認定を目指す候補者や URAの協働者が URA業務の知識を幅広く学ぶ場である URA研修について

は、2020年度までの累計受講者数は 294名となった。2021年度もすべてオンラインにより URA推進

室に所属する URAが中心となって開催した。オンラインの良さ（移動時間が節約できる、場所を選ば

ず受講できる、集中できる等）もあり、2021年度の URA研修受講者数は 75名となり、昨年同様に高

水準が維持された。すべての講義を認定 URA が担うことで、「教えることによる学び」を認定 URAが

得ることも目的の一つとなっており、当該研修の継続実施に向けた講師人材の内在化が強化されると

ともに、認定 URA自身のスキルアップの機会となった。また、URAを取り巻く学内外の動向もとらえ

ながら、講義内容・難易度の見直しを継続的に行い、アンケートでも円滑な運営への評価が得られて

いる。 

URA のさらなる裾野拡大を目的とした「東京大学 URA ワークショップ」についても 2020 年度はオ

ンライン開催し、35名が受講した。前述の URA研修受講歴のない新たな参加者もおり、本学の URA裾

野拡大に資するものとして 2021 年度も継続実施する。 

本部と部局の URAの連携強化の取組として、認定 URAをメンバーとした URA連絡会議を 2020年度

は年 7回オンライン開催し、URAによる成果事例や関連情報の共有、相互研鑽の為の課題検討など研

究推進に関する情報共有・意見交換等を行った。また、認定 URA のスキルアップを目的とした「URA

勉強会」を学外の講師を招いて 2020年度は 2回オンラインにて開催した。2021年度も継続実施する。 

2020 年度は本学の URA 認定制度開始から 5 年目を迎え、認定された URA の部局への配置効果につ

いて、認定者の活動･成果を可視化し検証するため、学内で活躍する認定者の 2016 年度～2020 年度

の活動･成果を収集し「URAの配置効果」を取り纏めた。また、同時に検証を行った「高度学術専門職

員制度導入の効果」と併せて学内会議で報告した。 

研究力強化に向けた、学術推進支援室と IR データ室の連携強化については、2020 年度は IR デー

タ室と URA推進室が連携して若手研究者の論文発表状況に関する分析を行った。また、大学経営の観

点から、経営企画部や人事部、IR データ室等との連携により前総長任期中の研究力強化施策を検証

するための基礎データ分析を実施し、全学会議における議論の参考資料として提供するなど、IR 機

能・URA 機能の強化による全学的な研究戦略機能が強化された。2021 年度も URA 推進室に所属する

URAを活用した連携の取組を継続する。 

将来構想３【人類社会への貢献に資する「知の協創の世界拠点」の形成】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

「将来構想を踏まえ事業全体が順調に進んでいる」との評価を得て、将来構想の実現に向けて「国

際的に卓越した研究拠点の拡充・創設」、「国際協働・発信の強化」といった、本学の研究力そのもの

の向上に寄与する取組を継続している。国際協働・発信の強化の観点では、広報戦略に基づき本学の

多様で卓越した「人」を伝えるための“UTokyo Voices”の発信を行い、2020年度はこれまで紹介し

た累計 100名の研究者を 1冊の冊子にまとめた。また、人文社会科学分野のさらなる振興に向けた取

組については、当該分野の教員の著作物の可視化・発信を行う“UTokyo BiblioPlaza”の取組を継続
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しており、2021 年 3 月末までに累計 849 図書に関して日英の紹介文をウェブサイトに掲載し、国際

発信機能等の強化を進めている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

国際協働・発信の強化の観点では、広報戦略に基づき、本学の多様で卓越した「人」を伝えるため

“UTokyo Voices”の発信を 2017年度から実施しており、2020年度は新たに 5名分の日英の記事を

制作し、2020 年度末までに累計 100 名の研究者について、ウェブや SNS で広く情報発信した。2021

年度は、ダイバーシティやインクルージョンの研究に従事する研究者の紹介記事シリーズ等の制作を

予定している。また、英語ネイティブのサイエンスライター2 名による英文プレスリリース

（EurekAlert!及び AlphaGalileoへの定常的配信）を行っており、プレスリリース本数とウェブサイ

トビューは、2017年度に 13本・133,223 ビュー、2018 年度に 35本・159,094ビュー、2019年度に

は 60本・601,520ビュー、2020年度には 70本・728,680ビューと着実に増加している。本学の研究

成果を世界に発信する取組を 2021年度も継続する。 

人文社会科学分野のさらなる振興に向けた観点では、2018 年度より学術推進支援室会議のもとに

人文社会科学振興ワーキング･グループが設置され、関連施策へのフィードバック等にも取り組んで

いる。2020 年度末には「人文社会科学振興ワーキング・グループ最終報告書」がとりまとめられ、

広く学外にも公開された。本学の人文社会科学分野の国際的プレゼンス向上を目的として、当該分野

の教員の著作物の可視化・発信を行う“UTokyo BiblioPlaza”では、2020年度は新たに 128図書に

関して日英の紹介文をウェブサイトに掲載した。また、同ウェブサイト内に 2020年 3月末に新設し

た若手研究者によって刊行された著作を紹介する「若手研究者による著作物」には、2021 年 3 月末

までに 39図書に関して日英の紹介文をウェブサイトに掲載した。また、2020 年 11月末にグランド

オープンした総合図書館 3階ホールに“UTokyo BiblioPlaza”で紹介している著作物を展示した本棚

「UTokyo Faculty Works」を設置した。“UTokyo BiblioPlaza”を通した人文社会科学分野の成果発

信強化の取組を 2021年度も継続する。 

本学では、東京大学憲章に示した「世界の公共性に奉仕する大学」としての使命を踏まえ、2017年

7月に地球と人類社会の未来への貢献に向けた協創を効果的に推進することを目的とした「未来社会

協創推進本部」を設置した。SDGs (Sustainable Development Goals)の 17目標に基づき、本学の多

様な活動を可視化・発信することにより、シナジーと社会的価値の創出に繋げるべく、未来社会協創

推進本部下に SDGs 関連プロジェクトを登録しウェブサイトにて学内外に日英併記で公開すること

により可視化・発信している。2020年度は 9プロジェクトを新たに登録し、2020年度末時点で合計

206 プロジェクトを公開している。これらの中から国連が掲げる 17目標 169ターゲットに関連がよ

り強い 87プロジェクトを高校生向けに平易な文章でまとめ、2021年 3月に書籍として山川出版社よ

り出版した。また、2020年度は、SDGs関連プロジェクトに加え、量子、先進半導体（データ、デザ

イン、デバイス）、次世代サイバーインフラ関連研究領域の教育・研究プロジェクトについて各研究

領域ごとに取り纏め、既存の SDGs関連プロジェクトを含め、2020年度末時点で合計 304件のプロジ

ェクトを公開している。また、このように可視化したプロジェクトに対する学内外からの連携要望を

受け、企業等と学内研究者の橋渡しを通じて新たな共同研究などのプロジェクトの組成を推進して

いる。2021年度も引き続き、「未来社会協創推進本部」を中心として、地球と人類社会の未来に貢献

する「知の協創の世界拠点」の形成に向け、国際的に卓越した研究拠点の拡充・創設、新たな学知創

出に資する取組を通じた国際協働・国際的な発信の強化を進める。 
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ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

ロジックツリー・ロードマップに掲げる指標については、研究戦略・経営戦略に関わる会議で共有
し、議論の参考としている。 

 

 

特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

【若手研究者支援の強化】 

Withコロナにおいても若手研究者の学びの機会を確保し、Postコロナに向けたより一層の国際発信力

強化のため、科学論文執筆・投稿スキルの習得を目的とした世界的科学誌主催の「科学論文執筆ウェビ

ナー」の開催および「科学論文執筆オンラインコース」の開設を行った。これらの開催・開設にあたっ

ては、学内の URAネットワークからの意見聴取及び体験版ウェビナーを受講した卓越大学院プログラム

等の若手研究者との意見交換を行い、開催時期・内容・効果的な周知方法の検討につなげた。ウェビナ

ーは延べ 2,441名が受講し、多くの若手研究者の参加が得られたとともに、主催者側からも同じウェビ

ナーを導入している世界中の他の大学と比べて、本学の若手研究者は活動度が高いとの評価を得られて

いる。オンラインコースについては 2021年 3月の開始から 4か月で登録者数が 550名超となり、多くの

若手研究者に利用が進んでいる。 

【支援情報発信力の強化】 

本事業での取組を含めた学内外の支援に関する情報が確実に若手研究者へ届くよう、発信力の強化に

取り組んでいる。上記の研究成果発信力の強化支援については、英語論文の執筆・投稿に関する学内外

の学習・支援情報を集約するウェブサイト「UTokyo Writing Resources」を開設し、学内に広く周知を

行った。2021年度は、英文サイトの公開を予定している。 

また、学内外で行われている研究者支援制度をまとめた「研究者支援制度パンフレット」について

は、従来、本学ウェブサイトにも掲載し周知を行っているが、パンフレットの掲載と担当部署表示にと

どまっていたため、2021年度は、より使い勝手のよい発信力が強化された研究者向けの「研究者支援情

報サイト（仮称）」へリニューアルを進めており、新たに英文サイトの公開も予定している。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 
Scopus WoS 

2013-2017 
平均 

2014-2018 
平均 

2015-2019 
平均 

2016-2020 
平均 

2013-2017
平均 

2014-2018
平均 

2015-2019 
平均 

2016-2020 
平均 

国際共著論
文率 

33.2 ％ 34.5 ％ 35.6 ％ 36.7％ 36.9 ％ 38.4 ％ 39.7 ％ 40.8％ 

産学共著論
文率 

7.1 ％ 7.0 ％ 6.9 ％ 6.9％ 4.4 ％ 4.3 ％ 4.1 ％ 4.1％ 

Top10％ 
論文率 

12.9 ％ 12.7 ％ 12.5 ％ 12.2％ 13.3 ％ 13.1 ％ 12.7 ％ 12.0％ 
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東京大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】
将来構想

事業終了までのアウトカム
（2021（R3）年度-2022 （R4）年度）

中間的なアウトカム
（2019（R1）年度-2020 （R2）年度）

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影
響を受けない）が検証可能である指標

アウトプット
（2021 （R3）年度の取組）

アウトプット
（ 2020 （R2）年度の取組）

アウトプット
（ 2019 （R1）年度の取組）

人類社会への
貢献に資する
「知の協創の

世界拠点」の形成

国際的に卓越した研究拠点の拡充･創設

指標(6) 論文数

指標(7) 国際共著論文数

指標(8) 外国人研究者数

国際協働・発信の強化

指標⑦ 連携研究機構設置数

指標⑧
未来社会協創推進本部に登録さ
れるSDGs関連プロジェクト数
（データ利活用型研究を含む）

若手研究者の研究力の強化・国際展開

指標(1) 若手研究者の雇用者数

指標(2)
若手研究者の国際展開事業によ
る海外派遣者数

若手研究者の研究環境の整備・強化

指標①
文部科学省卓越研究員及び
東京大学卓越研究員採用数

指標②
若手研究者の国際展開事業の
採択部局数

指標③
IRデータ室等との連携による
取組へのフィードバック

未来の
学術資源たる
若手研究者の
活躍の場の
創出と支援

研究推進体制の
強化に必要な

経営基盤の構築

URAの活用やIR機能の強化による全学的な研究推
進体制の強化

指標(3) 本学のURA認定者数

指標(4) 認定区分のアップシフト

指標(5)
無期雇用化URAによる
全学的IR実施

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

URAの認定・無期雇用化の促進

指標④ URA無期雇用化制度の運用

指標⑤ URA研修の受講者数

学術推進支援室とIRデータ室の連携強化

指標⑥
研究力強化に向けた
連携体制の構築・運用

若手研究者の自立支援
及び雇用安定化支援
（東京大学卓越研究員等の
雇用支援）

◀
若手研究者の自立支援
及び雇用安定化支援
（東京大学卓越研究員等
の雇用支援）

◀
若手研究者の自立支援
及び雇用安定化支援
（東京大学卓越研究員等
の雇用支援）

若手研究者の国際展開事業＋
若手研究者のオンライン国際展
開支援事業（オンラインによる
積極的な国際発信及び国
際ネットワーク基盤の構築
を支援）

◀

若手研究者の国際展開事業
＋若手研究者のオンライン国
際展開支援事業（オンライン
による積極的な国際発信
及び国際ネットワーク基盤
の構築を支援）

◀
若手研究者の国際展開事業
（若手研究者の海外派遣
を支援し、国際ネットワー
クの形成を促進する。）

若手研究者等の共同利用
を促進するための共用研究
設備システムの利便性等
の機能強化及びライフサイ
エンス研究倫理オンライン
申請審査システム構築

◀
若手研究者等の共同利用
を促進するための共用研
究設備システムの利便性
等の機能強化

◀
若手研究者等の共同利用
を促進するための共用研
究設備システムの利便性
等の機能強化

若手研究者を対象とした
英語論文ウェビナー＋オン
ライン講座の提供及びウェ
ブサイト化（日本語・英語）

◀
若手研究者を対象とした
英語論文ウェビナー＋オ
ンライン講座の提供及び
ウェブサイト化（日本語）

◀
若手研究者を対象とした
英語論文ワークショップの
開催

若手研究者支援を中心
とした研究者支援制度
パンフレット作成及びウェブ
サイト化（日本語・英語）

◀
若手研究者支援を中心
とした研究者支援制度
パンフレット作成
（日本語・英語）

◀
若手研究者支援を中心
とした研究者支援制度
パンフレット作成
（日本語・英語）

URA制度理解増進のため
の部局キャラバンの実施 ◀ URA制度理解増進のため

の部局キャラバンの実施 ◀ URA制度紹介パンフレッ
ト・ポスターの作成

URA研修・東京大学URA
ワークショップの実施
URA勉強会の実施

◀
URA研修・東京大学URA
ワークショップの実施
URA勉強会の実施

◀ URA研修の実施・充実
URA勉強会の実施

認定URAの無期雇用化の
促進及び環境整備 ◀ 認定URAの無期雇用化の

促進及び環境整備 ◀ 認定URAの無期雇用化の
促進及び環境整備

リサーチ・アドミニストレーター推
進室の体制強化による本
部・部局の連携促進
（認定URAの連絡会議等の
活用や認定URAのプラット
フォーム構想）

◀

リサーチ・アドミニストレーター
推進室の体制強化による
本部・部局の連携促進
（認定URAの連絡会議等
の活用や認定URAのプ
ラットフォーム構想）

◀

リサーチ・アドミニストレーター
推進室の体制強化による
本部・部局の連携促進
（認定URAの連絡会議等
の活用や認定URAのプ
ラットフォーム構想）

研究力強化に資する本部
業務への認定URAの参画 ◀ 研究力強化に資する本部

業務への認定URAの参画 ◀ 研究力強化に資する本部
業務への認定URAの参画

本部URAを活用した学術推
進支援室とIRデータ室の連
携及びURAのための研究
データ基盤の整備・構築

◀
本部URAを活用した
学術推進支援室と
IRデータ室の連携

◀
本部URAを活用した
学術推進支援室と
IRデータ室の連携

国際広報事業
（多様で卓越した
研究者の国際発信）

◀
国際広報事業
（多様で卓越した
研究者の国際発信）

◀
国際広報事業
（多様で卓越した
研究者の国際発信）

人文社会科学分野の
国際発信機能等の強化 ◀ 人文社会科学分野の

国際発信機能等の強化 ◀ 人文社会科学分野の
国際発信機能等の強化

国際的に卓越した
研究拠点の拡充・創設へ向
けた支援

◀
国際的に卓越した
研究拠点の拡充・創設へ
向けた支援

◀
国際的に卓越した
研究拠点の拡充・創設へ
向けた支援
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東京大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 
 
事業実施計画 

年度 
2018 

（H30） 

2019 

(H31/R1) 

2020 

（R2） 

2021 

（R3） 

2022 

（R4） 

2023 

(R5) 
将来 

構想 

事業終了までの

アウトカム 
中間的なアウトカム アウトプット 

未
来
の
学
術
資
源
た
る
若
手
研
究
者
の
活
躍
の
場
の
創
出
と
支
援 

若手研究者の 

研究力の強化・

国際展開 

若手研究者の 

研究環境の整備・強化 

若手研究者の自立支援及び雇用安定化支援（東京大学卓越研究員等の雇用支援） 

若手研究者の国際展開事業（若手研究者の海外派

遣を支援し、国際ネットワークの形成を促進する。） 

若手研究者の国際展開事業＋若手研究者のオンライン国際展開支援事業（オンラインによる積極的な国際

発信及び国際ネットワーク基盤の構築を支援） 

若手研究者等の共同利用を促進するための共用研究設備システムの利便性

等の機能強化 

若手研究者等の共同利用を促進するための共用研究設備システムの利便性

等の機能強化及びライフサイエンス研究倫理オンライン申請審査システム構築 

若手研究者を対象とし

た英語論文ワークショ

ップの開催 

若手研究者を対象とし

た英語論文ワークショ

ップの開催 

若手研究者を対象とし

た英語論文ウェビナー

＋オンライン講座の提

供及びウェブサイト化

（日本語） 

若手研究者を対象とした英語論文ウェビナー＋オンライン講座の提供及びウェ

ブサイト化（日本語・英語） 

若手研究者支援を中心とした研究者支援制度パンフレット作成及びウェブサイト化（日本語・英語） 

認定 URA の無期雇用化の促進及び環境整備（再掲） 

IR データ室研究部門

への本部 URA の参画

（再掲） 

本部URAを活用した学術推進支援室と IRデータ室

の連携（再掲） 

本部 URA を活用した学術推進支援室と IR データ室の連携及び URA のための

研究データ基盤の整備・構築（再掲） 

指標① 文部科学省卓越研究員 

及び東京大学卓越研究員採用数 
  

125 人（2016 年からの

累計値） 
   

指標② 若手研究者の 

国際展開事業の採択部局数 
  

30 部局(2017年からの

累計値)  
   

指標③ IR データ室等との連携による

取組へのフィードバック 
  

フィードバックに 

資するデータ整備 
   

指標(1) 若手研究者の雇用者数    831 人   

指標(2) 若手研究者の国際展開事業による海外派遣者数    
245 人（2017 年からの

累計値） 
  

研
究
推
進
体
制
の
強
化
に
必
要
な
経
営
基
盤
の
構
築 

URA の活用や

IR 機能の 

強化による 

全学的な 

研究推進 

体制の強化 

URA の認定・無期雇用化の促進 

URA 制度紹介 

パンフレット・ 

ポスターの作成 

URA 制度理解増進のための 

部局キャラバンの実施 
   

URA 研修の実施 
URA 研修の実施・充実 

URA 勉強会の実施 

URA 研修・東京大学 URA ワークショップの実施 

URA 勉強会の実施 

認定 URA の無期雇用化の促進及び環境整備 

リサーチ・アドミニスト

レーター推進室の 

体制強化による本部・

部局の連携促進 

（認定 URA の 

連絡会議等の活用） 

リサーチ・アドミニストレーター推進室の体制強化による本部・部局の連携促進 

（認定 URA の連絡会議等の活用や認定 URA のプラットフォーム構想） 

認定 URA を活用した

未来社会協創推進本

部の取組の推進 

研究力強化に資する本部業務への認定 URA の参画 

指標④ URA 無期雇用化制度の運用  
URA 無期雇用化 

制度の運用開始 
    

指標⑤ URA 研修の受講者数   
250 人(2017 年からの

累計値) 
   

学術推進支援室と IR データ室の 

連携強化 

IR データ室研究部門

への本部 URA の参画 

本部URAを活用した学術推進支援室と IRデータ室

の連携 

本部 URA を活用した学術推進支援室と IR データ室の連携及び URA のための

研究データ基盤の整備・構築 

指標⑥ 研究力強化に向けた 

連携体制の構築・運用 
  連携体制の運用開始    

指標(3) 本学の URA 認定者数     
100 人(2016 年からの

累計値) 
 

指標(4) 認定区分のアップシフト     
認定区分のアップ 

シフトの継続実施 
 

指標(5) 無期雇用化 URA による全学的 IR 実施     実施  

人
類
社
会
へ
の
貢
献
に
資
す
る「
知
の
協
創
の
世
界
拠
点
」の
形
成 

国際的に 

卓越した 

研究拠点の 

拡充･創設 

国際協働・発信の強化 

国際広報事業（多様で卓越した研究者の国際発信） 

人文社会科学分野の国際発信機能等の強化 

国際的に卓越した研究拠点の拡充・創設へ向けた支援 

指標⑦ 連携研究機構設置数   
21件（2016年からの累

計値） 
   

指標⑧ 未来社会協創推進本部 

ウェブサイトでの 

SDGs 関連プロジェクト発信数 

  
280 件（2017 年からの

累計値） 
   

指標(6) 論文数    
8,200 本 

（2020 年の実績） 
 

 

指標(7) 国際共著論文数    
3,650 本 

（2020 年の実績） 
 

 

指標(8) 外国人研究者数    650 人  
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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

東
京
医
科
歯
科
大
学

○医療系専門ＵＲＡの認定制度など、医療系ＵＲＡ制度の標準化に取り組むととも

に、大学で設定した重点領域研究のタイムリーな臨床研究への展開や成果の実

用化を支援できる体制整備を進めていることは高く評価できる。

○医療系データサイエンスの専門集団である「Ｍ＆Ｄデータ科学センター」を設立す

ることにより、学内にて多分野融合研究が実現できるスキームを構築するとともに

学外からデータサイエンスのトップレベル教員を招聘し、データサイエンス・統計部

門の強化を図ったことは評価できる。

○「創生医学コンソーシアム」、「未来医療開発コンソーシアム」、「難病克服コンソー

シアム」による国内外連携は計画通り推進しているが、コンソーシアム運営におけ

る URA の役割と活動実績をより明確に整理することが望まれる。

○「イノベーションアイデアコンテスト(ＩＩＣ)」や、大学発イノベーションの企画等に取り

組む若手教員へ「イノベーションプロモーター教員」の名称を付与する制度につい

ては、その具体化・実質化に取り組まれる必要がある。

○若手研究者育成のための研究促進、学術連携、産官学連携、国際経験の促進、

キャリアパス支援への取組は、今後具体的な成果を明示する必要がある。
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令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【ＩＲ機能を活用し継続的に研究力を強化する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

医療系の大学院大学として、研究体制構築を革新的に進め研究力を強化するために、今後３年間でＲＵ

機構と統合研究機構との連携を発展させつつ、産学官連携研究の強化を図り、機構の最終進化形として

の「統合イノベーション機構」を本格稼働するとともに、ＵＲＡ育成制度を確立し、医療系ＵＲＡ制度

モデルを標準化することによって、ＩＲ機能を活用して継続的に研究力を強化できるよう整備を進めて

いる。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

大型の共同研究の基盤となるオープンイノベーション制度をより活用できるようにするため、臨床試験

データに関するデータ管理システムを運用し、研究データの品質管理向上をさらに強化するとともに、

新型コロナウイルス感染症拡大に対応すべく、データマネジメントのリモート化を推進し、企業や他機

関との共同研究を円滑化する体制整備を行っている。さらに、学内で保有する機器のデータベース化、

学内外の利用申請にかかるシステム化の検討のほか、実験動物センターにおける集約化管理の制度設計

及び機器設備の整備などに取り組み、大型の組織間連携の締結に必要な研究環境改善に取り組んでい

る。また、ＵＲＡ育成制度の確立及び医療系ＵＲＡ制度のモデル化の検討については、本学が設立運営

している医療系産学連携ネットワーク協議会（medU-net）と連携して教育プログラムを開発するととも

に、２００３年から本学が医療系ＵＲＡの育成・確保に向けて取り組んでいる医療イノベーション人材

養成プログラムを医療系専門ＵＲＡのスキル獲得・強化に必要なプログラムへとアップデート等するこ

とで、医療系ＵＲＡ制度モデルの標準化を進めている。加えて、研究大学コンソーシアム・高度専門人

材・研究環境支援人材の活用に関するタスクフォースにおける意見交換や、ＵＲＡ質保証に係る制度の

構築に向けた調査研究における試行調査（２０１９年度）への参加を通じて、医療系専門ＵＲＡの認定

制度のあり方を検討している。医療系 URA のスキル標準は、第 1 次案を作成し medU-net を通じて有識

者の意見をうかがい推敲を行っている。 

ＵＲＡが部局と連携し、研究費獲得状況の詳細を把握し、今後の獲得戦略の構築を進めている。異分野

連携研究を促進するために、研究者が初めて相手とコンタクトする最初の段階からＵＲＡが参画し、研

機関名 東京医科歯科大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事（研究・改革担当）・副学長 

氏名 田中 雄二郎 氏名 古川 哲史 

令和２年度(2020年度)フォローアップ結果 

○研究力向上のための様々な取組がなされ、論文数が増加していることは評価される。 

○医療系 URA のスキル標準（案）の早期の作成・公開が期待される。特に新型コロナウイルス感染症に

おける医療現場の問題点、医療現場の連携が指摘されていることから、新たに設定した重点領域研究

を通して想定外の事態における医療提供体制の新たなる対応策、臨床現場の運営、協力体制の在り方

について指導するようなアイデア構築も期待したい。 

○統合イノベーション機構の取組を推進するとともに、補助事業終了を踏まえ URA組織の自主財源化を

着実に実現するための具体的計画の早急な立案を望まれる。 
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究費獲得や臨床研究計画立案などの支援を行うことで、将来の産学連携や社会還元への枠組みをつくる

取組を行っている。また、Ｗｉｔｈコロナ時代に対応する広報として、研究結果に興味を持つ学外者を

ターゲットとして、本学の研究成果を発信する個別化広報戦略を行っている。加えて、新たに内閣府が

構築したｅ―ＣＳＴＩシステム等や、ＮＩＳＴＥＰが試用実験をする機関同定プログラムによる名寄せ

を活用したデータベースを用いて、研究・教育・資金獲得の状況に関するエビデンスを収集・分析し研

究力強化に貢献する取組を行っている。２０２０年に発足したＩＲ室は各部署ごとに管理されていた学

内データベースを一元的に活用しデータ抽出して可視化ならびに分析を行う取組を開始し、ＵＲＡ室と

も密接な連携を行っている。２０１９年度に臨床研究法に従う研究についてウェブ申請システムを導入

したことから、学内のすべての臨床研究管理がオンライン化され、本学における臨床研究の統括管理を

ＵＲＡが主体的に支援することが可能になり、研究者が研究自体に集中的に取り組む環境がさらに整備

されている。 

また、ヘルスケア・サービスにかかる企業との共同研究では、研究成果を活用する事業推進の支援と共

同研究の持続的な推進を車の両輪とする包括連携協定等へのニーズが多く、共同研究で終わらない、ま

た、関連事業等を通じ新しい共同研究テーマを持続的に創出する産学連携の実施（包括連携等の組成）

を図る。 

将来構想２【重点的領域研究を強力に推進する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

本学の強みである再生医療、炎症・免疫、ゲノム医療の重点領域において、多分野融合や基礎・臨床分

野融合型の教育研究を加速させるために、重点領域研究を支援、推進、展開するシステムを確立し、当

該領域の研究を推し進める将来構想としている。 

医学系研究の特徴である臨床応用や、社会的インパクトを持つ社会への還元を最終目的とする実用化へ

の展開を重要視し、重点領域の研究について網羅的に情報を把握し、タイムリーな臨床展開と実用化ま

でのワンストップサービスに必要な支援業務を医療系ＵＲＡの特性の一つと位置付け、体制整備を進め

ている。これらの ARO（academic research organization）業務においては料金表と徴収システムをす

でに構築しており、支援料金を徴収して自己財源化するための準備を開始している。さらに、２０１９

年度末に発生した新型コロナウイルス感染症に関連する臨床研究等を新たな重点領域研究に設定し、特

に臨床研究に関する計画を集中支援する方針としている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

重点領域研究を支援、推進、展開するシステムを確立するため、２０１７年度に設置した創生医学コン

ソーシアムならびに２０１８年度に設置した未来医療開発コンソーシアムの事業を推進し、さらに２０

１９年度には難病克服コンソーシアムを設置した。こうして推進した事業を基盤として、広報と連携し

たアウトリーチ活動の促進、国際的プレゼンス強化促進や保有する機器設備・技術手法の共有化促進等

を行っており、研究成果に関する英文プレスリリースの増加を図った。英文プレスリリースが増加する

ことによって、本学における優れた研究内容を国際的に周知でき、国際共著論文の増加が見込まれる。

２０２０年より最新研究について動画を用いて研究者が自ら英語で紹介する取組を開始した。さらに、

未来医療開発コンソーシアムや難病克服コンソーシアムが立ち上がることにより、その協力関係の中か

ら海外機関・民間企業とのアライアンスが見込まれており、国際的競争力強化の最重点領域と位置付け

ている医歯工学領域の国際共著論文数や産学共著論文が増加していくきっかけを生み出す取組が順調

に実施されている。 

重点領域の研究に関しては、ＵＲＡの全ブランチが網羅的に把握し、研究自体の進展を支援するととも

に、実用化や産学連携による展開を支持的に検討し、ブランチ間の情報共有を密にすることによって、

ワンストップに相当する体制を整備している。新型コロナウイルス感染症に関しては、継続して重点支
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援対象としているが、対象研究のフェーズが変化しており、治療開発を目的とした特定臨床研究、医師

主導治験について本学附属病院での円滑な受託やスタートアップを行うための支援に移行しつつある。

附属病院との協力連携体制については、従前より先進医療展開ブランチと医学部附属病院臨床試験管理

センターとの間で定期的なミーティングを開催しており、病院における全般的な情報を共有しつつ、ト

ランスレーショナルな研究に関する情報交換や調整業務を綿密に行っている。さらに本学発の COVID-19

治療薬シーズに対する開発研究支援も開始し、医薬品医療機器総合機構（ＰМＤＡ）におけるレギュラ

トリーサイエンス総合相談を実施調整した。 

医療系データサイエンスの専門集団であるＭ＆Ｄデータ科学センターを２０２０年４月に設立し、学内

にて多分野融合研究が実現できるスキームを構築し、ＵＲＡ室では若手研究者どうしがが討論するセミ

ナーを開催した。また、実際に分野融合研究を推進するために２０２１年は新たに学長裁量経費による

研究資金の援助による学内共同研究を公募した。産学連携の増強という視点では、新規の産学連携プロ

ジェクトの創出に向けて、学内（病院）からイノベーションニーズを募る仕組みとして、２０２０年度

よりイノベーションアイデアコンテスト(ＩＩＣ)を新設し、運営している。２０２０年度は、学内から

２７件の応募があり、うち６件を採択しインキュベーションを行なった結果、新規共同研究の成立に繋

がった。２０２１年度は、学内連携の推進にもつながる仕組みとして、ＩＩＣを実施する。また、オー

プンイノベーションの加速に向けて、ＴＭＤＵイノベーションパーク（ＴＩＰ）を稼働させる。 

将来構想３【健康長寿社会の形成に向けた研究力の強化された大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

ＲＵ機構の体制構築を革新的に進めるため、イノベーション推進本部の力を最大限に生かすべく人的資

源を投入することにより、学内発出の臨床試験の立案からプロトコル作成、実施、監査、統計解析に至

る全面的支援が可能となり、重点領域研究を支援、推進、展開するシステムの確立と合わせて、新たな

学問体系である統合先制医歯保健学に関する国際的な研究成果をあげることで、健康長寿社会の形成に

向けた研究力を強化できる将来構想としており、その整備を進めている。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

健康長寿社会の形成に向けた研究力強化として、人材育成と並行して臨床研究の成果を創出できる教育

体制の整備を進め、観察研究と介入研究それぞれをテーマとしたコースを開設している。研究想起から

ワンストップで支援できる学内プロジェクトマネジメント部門を継続運用するとともに、薬事承認取得

のための審査を行う行政機関である医薬品医療機器総合機構（略称ＰＭＤＡ）との連携をさらに強化す

る目的で包括連携協定を締結した。また、イノベーション創出にも資する学内横断型専門組織の整備を

行うことを目的に、２０１８年度にＵＲＡ主体による学内シーズヒアリング活動を開始したが、２０１

９年度には、統合イノベ―ション推進機構の設置（２０２０年度設置）を見込んだ取組として、セミナ

ー方式によるシーズ情報収集活動を開始し、より具体的な議論や研究者の意向確認を確実に行える方式

へ転換した。 

また、ライフイノベーションの推進にあたり、人を対象に行う臨床研究の役割が拡大し、関連する法令

や指針との整合性が重要化したため、法令や指針に関する相談窓口にＵＲＡを配置し、法令順守と並行

して研究計画策定や管理を支援する体制を構築した。ただし、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、

セミナー方式の情報収集が中断していたが、昨年度ヒアリングを行った分野と臨床系分野が同時参加し

て共同研究や連携の可能性について議論する合同ヒアリングをオンライン会議システムを用いて開催

した。さらに新たな開発研究や臨床研究に関するオンライン相談を今年度に入って 15 件以上実施して

おり、Ｗｉｔｈコロナ時代における情報収集の仕組みを確立しつつある。 

一方、健康長寿社会に資する事業展開を目指す企業も増えていることから、そうした企業との共同研究

及びその成果の事業化支援としての学術指導、人材育成、新たな共同研究の実施等、本学と企業との協
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働が相乗的に発展することを目指した包括連携の組成を行った。 

将来構想４【5年後、10年後を見据えた若手研究者を育成する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

次世代研究者を育成するため、２０１８年度以降は、２０１７年度に制度構築した次世代研究者育成ユ

ニットでのトップ研究力醸成支援、研究開始後３年以内の若手研究者への研究費支援、ＵＲＡ室による

競争的資金獲得のための説明会開催や研究計画調書作成支援、前年度採択されなかった科研費再チャレ

ンジ（前年度評価の分析と対策支援）の取組のほか、若手教員、女性教員、外国人等教員等の多様な教

員の雇用拡大に向けた柔軟な勤務体系の構築、研究支援制度の整備、メリハリの効いた処遇・給与体系

などの制度制定を含めた改革・改善を図るなど、女性教員比率の向上や外国人等教員比率の向上につな

がる取組も実施している。 

また、本学発イノベーションの企画等に取り組む若手教員に、イノベーションプロモーター教員の名称

を付与する制度を新設した。２０１９年度には３２名の若手研究者が任命され、産学官連携プロジェク

ト企画に触れることで、若手研究者のイノベーション思考の深化を目指すことした。加えて、イノベー

ションプロモーター教員への活動状況ヒアリングやイノベーションに関する勉強会を実施することで、

新規共同研究プロジェクトの組成に繋げた。 

また、多様な背景をもった職員ひとりひとりの個性と能力が評価され、活き活きと持続的に働ける組織

づくりを目指すため、２０２０年９月に学長より、「東京医科歯科大学ダイバーシティ＆インクリュー

ジョン推進宣言／基本方針／アクションプラン」を宣言した。 

２０２１年より卓越大学院生を支援する大学フェローシップ事業と挑戦的研究支援プロジェクトが開

始されたこともあり、既存の次世代研究者ユニット・特別研究教員とともに包括的に支援する

YISC(Young Investigator Support Center)をＵＲＡ室が中心になり立ち上げている。学内の複数機関

と連携して研究促進、学際連携・産学連携の支援、国際経験の促進支援、キャリアパス支援などを行う。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

次世代研究者を育成するため、２０１８年度以降は、２０１７年度に制度構築した次世代研究者育成ユ

ニットでのトップ研究力醸成支援、研究開始後３年以内の若手研究者への研究費支援、ＵＲＡ室による

競争的資金獲得のための説明会開催や研究計画調書作成支援の取組のほか、若手教員、女性教員、外国

人等教員等の多様な教員の雇用拡大に向けた柔軟な勤務体系の構築、研究支援制度の整備、メリハリの

効いた処遇・給与体系などの制度制定を含めた改革・改善を図るなど、女性教員比率の向上や外国人等

教員比率の向上につながる取組も実施している。 

また、本学発イノベーションの企画等に取り組む若手教員に、イノベーションプロモーター教員の名称

を付与する制度を新設した。２０１９年度には３２名の若手研究者が任命され、産学官連携プロジェク

ト企画に触れることで、若手研究者のイノベーション思考の深化を目指すことした。加えて、イノベー

ションプロモーター教員への活動状況ヒアリングやイノベーションに関する勉強会を実施することで、

新規共同研究プロジェクトの組成に繋げた。 

また、多様な背景をもった職員ひとりひとりの個性と能力が評価され、活き活きと持続的に働ける組織

づくりを目指すため、２０２０年９月に学長より、「東京医科歯科大学ダイバーシティ＆インクリュー

ジョン推進宣言／基本方針／アクションプラン」を宣言した。 

臨床研究活性化のための教育コースを継続して開催するとともに、特に医師主導治験や特定臨床研究の

計画策定に特化した介入研究コースの受講生公募を開始し、開発型研究を主導できる人材育成体制も整

備した。 
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将来構想５【新しい成長分野やライフイノベーションを創設する大学】 

① 補助事業終了後のＵＲＡ人材育成・確保戦略を財政面から明確化するため、民間企業との共同研究や特

許技術移転収入を増収させ、試料等の有体物を有償提供する契約（material transfer agreement; ＭＴ

Ａ）の増加や大学発ベンチャーの黒字化、収益増により収入を確保する仕組みを、産学官連携研究の基

盤構築及び研究成果の社会実装促進という形で示すことによって、ＵＲＡ人材戦略とともに新しい成長

分野やライフイノベーションを創設する将来構想とした。また、官との組織的連携強化と、レギュラト

リーサイエンスを勘案した研究推進を目的として、ＰМＤＡとの包括連携協定を締結した。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

産学官連携研究の基盤を構築するべく、引き続きＵＲＡによる企業ファンドからの情報収集を行ったほ

か、利益相反管理、契約マネジメントを含む産学連携リスクマネジメント体制整備を図った。２０１８

年度以降は、複数製薬企業による研究支援ファンド説明会の開始、全学的リスクマップの作成や、ＰＭ

ＤＡにおいて医療機器承認審査を担当している現役審査官による臨床研究セミナーを実施しているほ

か、ＵＲＡ室職員等による国内外の大学や研究機関における研究動向についての実地調査並びに、他機

関が開催するＵＲＡネットワーク、研修やシンポジウムに参加するなど積極的な研究動向の把握によっ

て、特許活用率や企業等との共同研究件数が増えていく取組を実施してきた。ＰＭＤＡとの包括連携に

基づき、共同研究テーマの一つとして「医薬品の生殖毒性や胎児毒性をより正確に評価するための非臨

床研究や動物モデルの確立研究」を選定し、本学内の複数の研究分野から成るプロジェクトチームを設

置した。すでに 2回の学内打ち合わせを行い、ＰМＤＡとの合同ミーティングを 1回開催した。 

また、将来構想３にあるとおり、イノベーション創出のための基礎研究から臨床研究・治験に至るワン

ストップサービス体制を構築しているが、２０１８年１２月には、新たにオープンイノベーション機構

を設置し、民間企業との大型共同研究プロジェクトを能動的に作り込む体制を整備した。ＲＵ機構は当

該機構とも密接に連携し、研究成果の社会実装としての個別化医療の実現に資する産学官連携プロジェ

クトの立ち上げに取り組むこととしている。さらに、２０２０年度に設置する統合イノベーション推進

機構も、これらの取組に参画し、企業主導の臨床研究や開発プロジェクトについて、委受託契約下での

臨床研究実施計画の策定と統計解析計画の策定および、実用化に向けた議論とＰＭＤＡとの薬事相談の

調整や参加助言を開始しており、今年度に入って４研究についてＰМＤＡ相談の調整と支援を行い、１

課題の医師主導治験の開始準備を支援している。 

加えて、個別化医療推進の具体策として、２０１８年度には新しい個別化医療のプロトタイプであるが

んゲノム診療と支援体制を発足させ、附属病院の準備体制を始動した。これらを反映させた情報のマッ

プ化や、企業治験の誘致強化と本学主導の医師主導治験を開始し、研究者や附属病院の経験値を上昇さ

せることで支援体制を強化した。２０１９年度には、がんゲノム診療を本格化させたことと並行して、

医学部附属病院・歯学部附属病院間の連携強化のための議論を開始し、医歯学融合による新たなライフ

イノベーションの創造のための地盤構築を始動した。がんゲノム領域も重点領域として支援継続を行っ

ており、１課題の医師主導治験が完了するのに伴い、次相医師主導治験の準備支援と IT技術による治験

検索システムの開発研究の支援を行っている。さらに、本学・東工大・一橋大・外語大で組織される四

大学コンソーシアムに積極的に参画し、東工大の研究シーズによる新型コロナウイルス検出システムの

実装研究の計画策定、本学附属病院における研究実施及び実施環境調整をワンストップで支援し倫理審

査委員会承認を取得した。アジア諸国等、民間ベースでの医療産業への投資が増えつつある新興国にお

いて、本学の医療技術の提供・指導、人材育成、共同研究・研究支援等への期待があることから、共同研

究の推進とともに臨床症例の確保という観点も含め、海外に本社を有する医療機器メーカーとの共同研

究契約下での特定臨床研究計画の開始支援を行い、同メーカーとの事業ベースでの国際的な医療連携の

基盤体制を構築した。 
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また、海外の医育機関、企業等からの医療技術にかかる研修受け入れスキームの確立に向けて、具体的

な検討を行った。 

 

 

ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

オープンイノベーション制度整備等の産学連携の推進、臨床研究のための支援体制整備を横展開すること
で、企業との共同研究や企業シーズの臨床展開へのハードルが下がり、情報共有や協議が容易になった。 
本学の研究動向調査、公的研究費獲得支援、臨床研究支援体制整備を横展開したことで、本学主導の医師主
導治験に対して、発案・研究費獲得・計画策定を一貫して支援することが可能となり、実績につながってい
る。特に基礎研究レベルから本学で実施し、知財取得しているシーズの開発研究案件が増加しつつあり、医
師主導治験などのマイルストーンがより明確になっている。セミナー方式の研究者との打ち合わせや臨床研
究者とマッチングは、オンライン会議システムを利用して再開しており、今後拡大する予定である。 

 

 

特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

業績調査室は、学内外の研究者を対象に論文・書籍・特許・学会報告などの研究実績や専門性、社会貢

献、研究費獲得実績などを幅広く調査し、「人事委員会」、「教授選考委員会」に報告してエビデンスに基づ

く議論になるよう貢献した。その結果、多くの優秀な教員が採用され、世界大学ランキングにおける評価

指標向上などにつながった。 

オープンイノベーション機構は、本学が２０１８年度に文部科学省オープンイノベーション機構の整備事

業の採択を受け、立ち上げたものであるが、当該事業申請時には大型研究展開担当ブランチのＵＲＡ等が

中心となり申請書等の準備を行い、採択につながった。 

これらに加えて、２０１９年度には内閣府国立大学イノベーション創出環境強化事業の採択を受け、本学

のイノベーション創出体制がさらに充実することとなるが、当該事業申請において、ＲＵ事業（研究大学

強化促進事業）による、これまでの研究力向上の取組みとその実績に加えて、研究力強化ブランチおよび

大型研究展開ブランチのＵＲＡ等が研究費申請書作成の段階から知的財産の確保や臨床研究の手続きを踏

まえた支援を行うことで、採択件数の増加、採択率の向上につながった。 

学外よりデータサイエンスのトップレベル教員１０名を基幹分野に招聘するとともに、学内でデータサイ

エンス研究を実施している１９名の教員を協力分野に配置し、学外の高度専門家アドバイザー２名を配す

る組織としてＭ＆Ｄデータ科学センターを２０２０年度に設置し、今後の異分野融合研究促進の基盤とし

た。また、医学部附属病院臨床試験管理センター内に、生物統計学・データサイエンス部を新規に設置

し、特に臨床試験に強みを有する生物統計家３名を配置した。今年度より当該部は、統合イノベーション

推進機構のデータマネジメント業務と連携体制を構築し、特に本学で計画される臨床研究においてデータ

の信頼性と高品質の統計解析計画を一体化して担保するための基盤を強化した。その結果として、本学が

計画する臨床試験データが、薬事承認にも堪えうる品質になるとともに、医療ビッグデータとして公的機

関や企業等にも活用可能となることが期待される。また当該部は今年度より大学院研究科（臨床統計学分

野）が併設され、企業やＰМＤＡからの学生の受け入れが可能となったことから、基盤となる人材の育成

と並行した産学官連携研究や事業の遂行が可能な体制が整備された。 

本学の大型産学連携スキームの枠組みである、ＴＭＤＵオープンイノベーション共創プログラムは、本事

業開始時にはソニーとのプロジェクト１件であったが、大型研究展開ブランチのＵＲＡ等の働きかけによ

り、２０１７年度から毎年度１〜２件のプロジェクトが新規に開始できている（２０２０年１０月末時

点：７社の大型産学連携プロジェクトが存在）。 

また、コロナ禍において有効的に実施された顕著なＵＲＡの取り組みとして臨床研究データマネジメント
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のリモート化の推進、関連する法令や指針に関する研究者からの相談窓口をオンライン化（１５件以上実

施）するとともに、共同研究につながるセミナー方式の情報収集に代わって、基礎系・臨床系にまたがっ

て合同ヒアリングをオンライン会議形式にて開催した。これにより、今後の withコロナ時代における情報

収集の仕組みを確立しつつある。 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

Scopus WoS 

2013-2017 
平均 

2014-2018 
平均 

2015-2019 
平均 

2016-2020 
平均 

2013-
2017平

均 

2014-
2018平

均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著
論文率 

21.41 ％ 21.87 ％ 22.42 ％ 22.87 ％ 
   ％    ％    ％ 

   ％ 

産学共著
論文率 

4.47 ％ 4.77 ％ 5.19 ％ 5.10 ％ 
   ％    ％    ％ 

   ％ 

Top10 ％
論文率 

15.62 ％ 15.58 ％ 13.83 ％ 13.56 ％ 
   ％    ％    ％ 

   ％ 
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東京医科歯科大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】

将来構想
事業終了までのアウトカム
（2021年度-2022年度）

中間的なアウトカム
（2019年度-2020年度）

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影響を受け
ない）が検証可能である指標

アウトプット
（2020年度の取組）

重点的領域
研究を強力
に推進する

大学

ＩＲ機能を活
用し継続的
に研究力を
強化する大

学

新しい成長
分野やライフ
イノベーショ
ンを創設する

大学
指標(10) 企業等との共同研究件数

国際的競争力の高い最重点領域の研
究力強化

指標(3) 医歯工学国際共著論文数

指標(7) 外国人等教員比率

重点領域研究を支援、推進、展開
するシステムの確立

指標③
TMDUライフコンソーシアム
の展開

5年後、10年
後を見据え
た若手研究
者を育成す
る大学

健康長寿社
会の形成に
向けた研究
力の強化さ
れた大学

統合イノベーション推進機構（仮称）
の運用

指標(1) 外部資金導入を目指した大型
の組織間連携等の締結

イノベーション創出に特化した学内
横断型専門組織の整備

指標⑤
学内プロジェクトマネジメン
ト活動の強化

指標④ 英文プレスリリース増加

指標⑦
認定臨床研究審査委員会
による審査件数

指標⑥
臨床研究推進のための教
育プログラムの設置

指標⑨
医療系産学連携人材を育
成するイベントの開催数

統合イノベーション推進機構（仮称）
の設置

指標①
統合イノベーション推進機構
（仮称）の設置

指標(4) 産学共著論文数

研究成果の社会実装促進

指標(9) 特許活用率

次世代研究者育成

指標⑧
次世代研究者育成システム
の構築

若手女性・外国人等教員の比率向上

指標(6) 助教職における女性比率

URA育成制度の確立
指標② URA評価の実施

指標⑫
官学連携研究の基盤体制構
築

指標⑪
産学連携リスク情報を的確に
把握しマネジメントするシステ
ムの構築

産学官連携研究の基盤構築

指標⑩
企業ファンドマッチングシステ
ムの構築

医療系ＵＲＡ制度モデルの標準化

指標(2) 医療系ＵＲＡ評価の実施

統合先制医歯保健学に関する国際共
著論文数向上

指標(5) 統合先制医歯保健学に関する
国際共著論文数

個別化医療の推進

指標(8) がんゲノムパネル解析数

アウトプット
（2019年度の取組）

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

指標
Ⅰ

医学分野世界大学ランキン
グ上昇

アウトプット
（2021年度の取組）

組織対組織の本格的な産学
連携のためのオープンイノ
ベーション制度を整備

◀
組織対組織の本格的な産学
連携のためのオープンイノ
ベーション制度を整備

◀
組織対組織の本格的な産学
連携のためのオープンイノ
ベーション制度を整備

臨床試験データに関する
データ管理システムの運用、
データ・マネジメント体制の
基盤機能の強化とリモート化
の推進

◀

臨床試験データに関する
データ管理システムの運用、
データ・マネジメント体制の
基盤機能の強化とリモート化
の推進

◀

臨床試験データに関する
データ管理システムの運用、
データ・マネジメント体制の
整備、システム利用の必要
性やメリットに関する研究者
への周知

研究推進や産学連携に関わ
る規則の新規設置または整
備

◀
研究推進や産学連携に関わ
る規則の新規設置または整
備

◀
研究推進や産学連携に関
わる規則について不断の見
直し

URA室による本学の研究動

向や論文動向等の研究分析、
採用予定者の業績調査

◀
URA室による本学の研究動

向や論文動向等の研究分析、
採用予定者の業績調査

◀
URA室による本学の研究動

向や論文動向等の研究分
析、採用予定者の業績調査

医療系URAモデルの標準化
に向けた検討及びURAにつ

いて評価に基づいて処遇を
決定するシステムを構築、医
療系URAのスキル標準案の
作成と公開の準備

◀
医療系URAモデルの標準化
に向けた検討及びURAにつ

いて評価に基づいて処遇を
決定するシステムを構築

◀
医療系URAモデルの標準化
に向けた検討及びURAにつ

いて評価に基づいて処遇を
決定するシステムを構築

medU-netを活用した医療イ

ノベーション人材育成事業の
継続

◀
medU-netを活用した医療イ

ノベーション人材育成事業の
継続

◀
medU-netを活用した医療イ

ノベーション人材育成事業
の継続

新たな研究技術の開発等を
担える組織の再構築 ◀ 新たな研究技術の開発等を

担える組織の再構築 ◀ 新たな研究技術の開発等を
担える組織の再構築

学内基礎研究から臨床研究、
導出までをワンストップで支
援するチームの配備、学外
を含めた研究者対象の臨床
研究相談窓口設置、特にコ
ロナウイルス関連研究に対
する相談体制と集中的支援
の実施

◀

学内基礎研究から臨床研究、
導出までをワンストップで支
援するチームの配備、学外
を含めた研究者対象の臨床
研究相談窓口設置、特にコ
ロナウイルス関連研究に対
する相談体制と集中的支援
の実施

◀

学内基礎研究から臨床研究、
導出までをワンストップで支
援するチームの配備、学外
を含めた研究者対象の臨床
研究相談窓口設置

リサーチコアセンター・実験
動物センターの機能強化に
よる共用機器の一元化

◀
リサーチコアセンター・実験
動物センターの機能強化に
よる共用機器の一元化

◀
リサーチコアセンター・実験
動物センターの機能強化に
よる共用機器の一元化

広報部と連携したアウトリー
チ活動の促進、並びにSNSも
活用した国際的プレゼンス
強化促進

◀
広報部と連携したアウトリー
チ活動の促進、並びにSNSも
活用した国際的プレゼンス
強化促進

◀
広報部と連携したアウトリー
チ活動の促進、並びにSNSも
活用した国際的プレゼンス
強化促進

医師主導治験および多様な
形態の企業との共同臨床研
究等の計画から実施までの
ワンストップサービス支援

◀
医師主導治験および多様な
形態の企業との共同臨床研
究等の計画から実施までの
ワンストップサービス支援

◀
研究想起からワンストップ
サービスで支援する医師主
導治験の開始

臨床研究活性化のための教
育体制整備と教育コースの
開始

◀
臨床研究活性化のための教
育体制整備と教育コースの
開始

◀ 臨床研究活性化のための教
育体制整備

医師主導治験及び研究者主
導臨床研究の調整事務局業
務、並びに新規医師主導治
験の公的研究費獲得と
PMDA相談業務の支援

◀

医師主導治験及び研究者主
導臨床研究の調整事務局業
務、並びに新規医師主導治
験の公的研究費獲得と
PMDA相談業務の支援

◀

医師主導治験及び研究者
主導臨床研究の調整事務
局業務、並びに新規医師主
導治験の公的研究費獲得と
PMDA相談業務の支援

GCP、臨床研究法、倫理指針

それぞれに対応する審査と
計画支援体制の整備、申請
プロセスの完全ウェブ化と継
続運用

◀

GCP、臨床研究法、倫理指針

それぞれに対応する審査と
計画支援体制の整備、申請
プロセスの完全ウェブ化と継
続運用

◀
GCP、臨床研究法、倫理指

針それぞれに対応する審査
と計画支援体制の整備、申
請プロセスの完全ウェブ化

外国人、若手及び女性研究
者の採用拡大のため、処遇・
給与体系などの制度を制定

◀
外国人、若手及び女性研究
者の採用拡大のため、処遇・
給与体系などの制度を制定

◀
外国人、若手及び女性研究
者の採用拡大のため、処
遇・給与体系などの制度を
制定

ライフイベントに直面してい
る女性研究者のための保育
支援・研究支援者配備

◀
ライフイベントに直面してい
る女性研究者のための保育
支援・研究支援者配備

◀
ライフイベントに直面してい
る女性研究者のための保育
支援・研究支援者配備

科学研究費やAMED研究費

などの競争的研究資金獲得
のための説明会開催・調書
作成支援

◀
科学研究費やAMED研究費

などの競争的研究資金獲得
のための説明会開催・調書
作成支援

◀
科学研究費やAMED研究費

などの競争的研究資金獲得
のための説明会開催・調書
作成支援

英語学術論文・発表の指導、
学術統計セミナーなどの講
習会を実施

◀
英語学術論文・発表の指導、
学術統計セミナーなどの講
習会を実施

◀
英語学術論文・発表の指導、
学術統計セミナーなどの講
習会を実施

自己研鑽・情報交換のため
の若手塾開催

◀ 自己研鑽・情報交換のため
の若手塾開催 ◀ 自己研鑽・情報交換のため

の若手塾開催
YISC（Young Investigator
Support Center）を立ち上げ

て若手研究員の研究促進支
援

複数製薬企業による研究支
援ファンド説明会の開催

◀

複数製薬企業による研究支
援ファンド説明会の開催

◀ 複数製薬企業による研究支
援ファンド説明会の開催

企業との共同研究や事業化
を見据えた若手研究者のア
イディアの実証を得るための
資金支援のコンテストを開催

企業との共同研究や事業化
を見据えた若手研究者のア
イディアの実証を得るための
資金支援のコンテストを開催

国内外の大学や研究機関に
おける研究動向の実地調査 ◀ 国内外の大学や研究機関に

おける研究動向の実地調査 ◀
国内外の大学や研究機関
における研究動向の実地調
査

PMDAとの包括連携に基づく
共同研究プロジェクトの開始 ◀

PMDAとの包括連携に基づく
共同研究プロジェクトの開始 ◀

PMDA審査官による臨床研
究セミナー開催

がんゲノム医療基盤体制整
備と関連する臨床試験、治
験の誘致および医師主導治
験の実施、関連領域や開発
研究への展開と支援

◀

がんゲノム医療基盤体制整
備と関連する臨床試験、治
験の誘致および医師主導治
験の実施、関連領域や開発
研究への展開と支援

◀
がんゲノム医療基盤体制整
備と関連する臨床試験、治
験の誘致および医師主導治
験の実施
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東京医科歯科大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 
 

事業実施計画 
年度 2018 2019 2020 2021 2022 2023 

将来構想 事業終了までのアウトカム 中間的なアウトカム アウトプット 

ＩＲ機能を
活用し継続
的に研究力
を強化する
大学 

統合イノベーション推進機構の
運用 

統合イノベーション
推進機構（仮称）の
設置 

組織対組織の本格的な産学連
携のためのオープンイノベー
ション制度を整備 

組織対組織の本格的な産学連携のためのオープンイノベーション制度運
用 

臨床試験データ
に関するデータ
管理システムの
運用、データ・
マネジメント体
制の整備 

臨床試験
データに
関するデ
ータ管理
システム
の運用、
データ・
マネジメ
ント体制
の整備、
システム
利用の必
要性やメ
リットに
関する研
究者への
周知 

臨床試験データに関するデータ管理システムの運用、データ・マネジメン
ト体制の基盤機能の強化とリモート化の推進 

研究推進や産学連携に関わる
規則について不断の見直し 

研究推進や産学連携に関わる規則の新規設置または整備 

指標①統合イノベー
ション推進機構（仮
称）の設置 

 統合イノ
ベーショ
ン推進機
構（仮
称）設置 

    

指標(1) 外部資金導入を目指した大型の組織間連携等の
締結 

    774百万円  

医療系 URA制度モデルの標準化 

URA育成制度の確立 

URA 室による本
学の研究動向や
論文動向等の研
究分析 

URA室による本学の研究動向や論文動向等の研究分析、採用予定者の業績調査 

医療系 URAモデルの標準化に
向けた検討及び URAについて
評価に基づいて処遇を決定す
るシステムを構築 

医療系 URA制度モデルの標準化及び URAについて評価に基づいて処遇を
決定するシステム運用 

medU-netを活用した医療イノベーション人材育成事業の継続 

指標②URA評価の実
施 

 
新評価制
度による
評価 

    

指標(2) 医療系ＵＲＡ評価の実施     
医療系 URA評
価法の構築 

 

重点的領域
研究を強力
に推進する
大学 

国際的競争力の高い最重点領域
の研究力強化 

重点領域研究を支
援、推進、展開するシ
ステムの確立 

新たな研究技術の開発等を担える組織の再構築 新たな研究技術の開発等を担える組織の運用 

学内基礎研究か
ら臨床研究、導
出までをワンス
トップで支援す
るチームの配備 

学内基礎
研究から
臨床研
究、導出
までをワ
ンストッ
プで支援
するチー
ムの配
備、学外
を含めた
研究者対
象の臨床
研究相談
窓口設置 

学内基礎研究から臨床研究、導出までをワンストップで支援するチーム
の配備、学外を含めた研究者対象の臨床研究相談窓口設置、特にコロナ
ウイルス関連研究に対する相談体制と集中的支援の実施 

リサーチコアセンター・実験
動物センターの機能強化によ
る共用機器の一元化 

    

広報部と連携し
たアウトリーチ
活動の促進、並
びに国際的プレ
ゼンス強化促進 

広報部と連携したアウトリーチ活動の促進、並びに SNSも活用した国際的プレゼンス強
化促進 

指標③TMDU ライフコ
ンソーシアムの展開 

創生医学コンソ
ーシアムの事業
推進 

創生医学コンソーシアムの事業展開 

未来医療開発コ

ンソーシアムの

設置 

未来医療
開発コン
ソーシア
ムの事業
推進 

未来医療開発コンソーシアムの事業展開 

 難病克服
コンソー
シアムの
設置 

難病克服コンソ
ーシアムの推進 

難病克服コンソーシアムの事業展開 

指標④英文プレスリ
リース増加 

  

30件 
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指標(3) 医歯工学国際共著論文数向上     
40編（2018-
2022の平均
値） 

 

指標(4) 産学共著論文数向上 
    57編（2018-

2022の平均
値） 

 

健康長寿社
会の形成に
向けた研究
力の強化さ
れた大学 

統合先制医歯保健学に関する国
際共著論文数向上 
 

イノベーション創出
に特化した学内横断
型専門組織の整備 

研究想起からワンス

トップサービスで支

援する医師主導治験

の開始 

研究想起から

ワンストップ

サービスで支

援する医師主

導治験の開始 

医師主導治験および多様

な形態の企業との共同臨

床研究等の計画から実施

までのワンストップサー

ビス支援 

   

臨床研究活性化のための教育
体制整備 

臨床研究活性化のための教育体制整備と教育コースの実施 

医師主導治験及び研究者主導臨床研究の調整事務局業務、並びに新規医師主導治験の公的研究費獲得と PMDA
相談業務の支援 

GCP、臨床研究
法、倫理指針そ
れぞれに対応す
る審査と計画支
援体制の整備 

GCP、臨床研

究法、倫理指

針それぞれ

に対応する

審査と計画

支援体制の

整備、申請プ

ロセスの完

全ウェブ化 

GCP、臨床研究法、倫理指針それぞれに対応する審査と計画支援体制の整
備を基盤とする申請プロセスの完全ウェブ化の運用 

指標⑤学内プロジェ
クトマネジメント活
動の強化 

  
ワンストップ体
制整備 

   

指標⑥臨床研究推進
のための教育プログ
ラムの設置 

  

観察研究論文 10
編 
介入研究論文 3
編 

   

指標⑦認定臨床研究
審査委員会による審
査件数 

  15件    

指標(5) 統合先制医歯保健学に関する国際共著論文数向
上 

    
56編（2018-
2022の平均
値） 

 

5年後、10
年後を見据
えた若手研
究者を育成
する大学 

若手女性・外国人等教員の比率
向上 

次世代研究者育成 

外国人、若手及び女性研究者の採用拡大のため、若手研究者向けの研究環境として、大
学資金を用いた研究助成、研究支援体制の構築、優秀な若手研究者の育成システム等の
整備、若手女性研究者及び外国人等教員が活躍できる研究環境の整備として、処遇・給
与体系などの制度を制定 

外国人、若手及

び女性研究者の

採用拡大のた

め、処遇・給与

体系などの制度

を運用 

ライフイベントに直面している女性研究者のための保育支援・研究支援者配備 

科学研究費や AMED研究費などの競争的研究資金獲得のための説明会開催・調書作成支援 

英語学術論文・発表の指導、学術統計セミナーなどの講習会を実施 

自己研鑽・情報交換のための若手塾開催 

指標⑧次世代研究者
育成システムの構築 

Top研究者候補 20名の採択と育成開始 Top研究者候補の育成および育成システムの評価 

指標⑨医療系産学連
携人材を育成するイ
ベントの開催数 

  

医療系産学連携
に特化した人材
養成イベントを
２回開催 

   

指標(6) 助教職における女性比率の向上     
33.0％
（2018-2022
の平均値 

 

指標(7) 外国人等教員比率の向上     35.1％  

新しい成長
分野やライ
フイノベー
ションを創
設する大学 

研究成果の社会実装促進 

産学官連携研究の基
盤構築 

複数製薬企業による研究支援
ファンド説明会の開催 

複数製薬企業による研究支援ファンド説明会の開催 
企業との共同研究や事業化を見据えた若手研究者のアイディアの実証を
得るための資金支援コンテストの開催 

国内外の大学や研究機関における研究動向の実地調査 

PMDA審査官による臨床研究セミナー開催 

  PMDAとの包括連携協定下における共同研究プロジェクトの開始 

 

がんゲノム

医療基盤体

制整備と関

連する臨床

試験、治験

の誘致およ

び医師主導

治験の実施 

がんゲノム医療基盤体制整備と関連する臨床試験、治験の誘致および医
師主導治験の実施、関連領域や開発研究への展開と支援 

指標⑩企業ファンド
マッチングシステム
の構築 

  

企業ファンドを
定常的に通覧で
きるプラットフ
ォームの構築 

   

指標⑪産学連携リス
ク情報を的確に把握
しマネジメントする
システムの構築 

  

産学連携リスク
情報把握・マネ
ジメントするシ
ステム実装 
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指標⑫官学連携研究
の基盤体制構築 

  
PMDAとの連携構
築 

   

指標(8) がんゲノムパネル解析
数 

がんゲノム診療体制
の確立と拠点化 

    280件  

指標(9) 特許活用率     26.0％  

指標(10) 企業等との共同研究件数     
246件（2018-
2022の平均
値） 

 

指標Ⅰ 医学分野世界大学ランキング上昇      100位以内 
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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

東
京
工
業
大
学

○国際共著論文率や Top10％論文率が高水準を維持していることは評価できる。

○コロナ禍を踏まえた取組として、「Tokyo Tech ANNEX」を設置し、URA が中心とな

り、海外の研究者と外国企業をオンラインで結び共同研究の推進を図ったことや、

学内のポストコロナを含む関連研究を集めた「ニューノーマルリサーチマップ」を作

成し、公開する等の取組を実施したことは評価できる。
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令和 2年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【国際競争力の高い研究を行う大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況

（所見）科学技術創成研究院の中に同大初の人文系の「未来の人類研究センター」を設置し、理工系と異

分野融合の推進を目指す取組や、国際共同研究の拡大を目指し「Tokyo Tech ANNEX」の設置やワ

ークショップ開催において、URA の果たす役割に大きく期待したい。 

・科学技術創成研究院の中に、同大初の人文系の「未来の人類研究センター」を設置し、理工系と異分

野融合の推進を目指す取組

科学技術創成研究院は、東工大が世界に誇るトップクラスの研究チームを集めて創設された組織であ

り、その中に設置された未来の人類研究センターは、こうした最先端の理工系研究と常に共にある人

文系の研究センターという特色を持っている。2020年 2月に設置された同センターには、リベラルア

ーツ研究を推進するため、学内クロスアポイントメント制度によりリベラルアーツ研究教育院の教員

が原則 2年間所属する。URAには、この教員と学内の理工系研究者や国内外の多様な分野の専門家との

連携が円滑に進むよう、その橋渡し役としての役割が期待されており、マッチング機会の充実に努め

ている。

・国際共同研究の拡大を目指し「Tokyo Tech ANNEX」の設置やワークショップ開催において、URA の果

たす役割

Tokyo Tech ANNEXでは、URAがディレクターを務め、共同研究を積極的に推進している点が従来の海外

拠点とは大きく異なっている。アジア、欧州の Tokyo Tech ANNEXに加えて、2021年 10月には、北米に

Tokyo Tech ANNEX Berkeleyを設置することが決定している。Tokyo Tech ANNEX Berkeleyでは、設置

場所の地理的な関係から、まずは、カリフォルニア大学バークレー校（UCB）との共同研究の可能性を

URA が積極的に探り、リベラルアーツ分野で、2021 年 9 月と 11 月にコロキウムを共同開催することが

機関名 国立大学法人東京工業大学 

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事・副学長 

氏名 益 一哉 氏名 渡辺 治 

令和２年度（2020年度）フォローアップ結果 

○将来構想の達成に向けて、多くの指標が成果目標に向かって達成しつつあるとともに、令和元年度フ

ォローアップ結果への対応も認められることから、全体として順調に進捗していると判断される。

○科学技術創成研究院の中に同大初の人文系の「未来の人類研究センター」を設置し理工系と異分野融

合の推進を目指す取組や、国際共同研究の拡大を目指し「Tokyo Tech ANNEX」の設置やワークショッ

プ開催において、URA の果たす役割に大きく期待したい。

○URA が中心となり異分野融合研究推進のための「Tokyo Tech CollaboMaker」や学内ファンドによる支

援等の取組を行っていることは評価される。なお、取組の効果は必ずしも予知できるものではないこ

とから長期的な視点をもって実施することを期待したい。
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決まり準備を進めている。また、Tokyo Tech ANNEX Berkeleyのアドバイザー（本学特任教授・イリノ

イ大学名誉教授）から、米国の大学との交流に有益な情報や、米国の国際的競争的資金に関する情報を

得ることにより、国際共同研究の創出に繋げるよう活動している。さらに、Tokyo Tech ANNEX Berkeley

開設に向け、知名度向上のための広報活動を複数の URAがチームとなり行っている。既設の Tokyo Tech 

ANNEX では、国際共同研究を推進するため、URA が企画及び実施の中心となり、Tokyo Tech Research 

Showcaseをタイにおいて、RWTH - Tokyo Tech Joint Workshopをドイツにおいてそれぞれ定例のイベ

ントとして開催してきているが、これに加え、2021年度は、オンラインのミニワークショップのような

小規模のイベントを複数回企画し、コロナ禍で実際の訪問が実現できない状況にあっても本学研究者と

現地の研究者等との交流機会を設け、国際共同研究の拡大を目指した活動を行っている。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

（「研究活動の認知度向上」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 中間的なアウトカム 

指標① 東工大ウェブサイト上の研究情報へのアクセ

ス数(PV) 

成果目標 2019 日本語・英語ともに、2017 年度比

10%増 

2018年度実績 日本語 4.8%増、英語 11.5%増(学外閲覧数) 

日本語 0.2%増、英語 8.7%増 （総閲覧数） 

2019年度実績 日本語 28%増、英語 8%増（総閲覧数） 

2020年度実績 日本語 113％増、英語 28％増（総閲覧数） 

指標② 東工大リサーチ・リポジトリ“T2R2”で公開

する論文書誌情報の充実 

成果目標 2020 論文書誌情報の 10,000件修正（DOI

入力） 

2018年度実績 論文書誌情報 947 件の登録・公開 

2019年度実績 論文書誌情報 4,480件の登録・公開 

2020年度実績 論文書誌情報約 24,000件への DOI補充 

 

【2020年度の取組】 

2019 年度に引き続き 2020 年度も、次に掲げる研究情報の充実・発信やメディアリレーションの強化等に

国際研究広報担当 URAが中心となって取り組み、研究活動の認知度向上を目指した。 

東工大ウェブサイト上の研究情報へのアクセス数(PV)の 2020 年度実績は、従来使用していた計測ツール

の計測ルール変更により、2017年度の総閲覧数に対する比率で算出している。 

・英語でのプレスリリース、記者説明会・記者懇談会等を活用した効果的な広報活動 

[取組実績] 

EurekAlert!等の海外プレスリリース配信サービスを活用した英文プレスリリース 80 件（2019 年度

比 5件増）、記者説明会 5件（2019年度比 3件減）、記者懇談会 0件、メディアプレゼン会 1件 

・研究情報に関する英語ウェブページ（“研究関連の英文スペシャルトピックス”等）の整備・充実 

[取組実績] 

顕著な研究活動、研究成果をインタビューや写真、画像等を交えてわかりやすく発信する「研究関連の英

文スペシャルトピックス」8件（英版） 

東工大の著名研究者を紹介する“「顔」東工大の研究者たち” 2本 

若手研究者とともに社会課題を考える“NEXT Generation” 1本 

注目の研究分野を紹介する“特集” 3本  注目のプレスリリース・記者説明会の紹介 1本 

 事業終了までのアウトカム 

指標(1) 研究活動の認知度 

成果目標 2022 QS ランキングにおける academic 

reputationスコア 85以上 

2018年度実績 74.6 

2019年度実績 74.5 

2020年度実績 74.6 
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・国内外の企業・研究機関の幹部等を対象に本学の研究内容を紹介するコンテンツ（動画・印刷物）制作 

[取組実績] 

研究パンフレット「Tokyo Tech Research 2021-2022」制作日英 

COVID-19、ニューノーマル関連の研究をまとめた「ニューノーマルリサーチマップ」制作日英 

研究ユニットリーフレット 2本  研究動画、異分野融合動画 2本 

・東工大リサーチ・リポジトリ“T2R2 Tokyo Tech Research Repository”で公開する論文書誌情報の充実 

[取組実績] 

T2R2の論文書誌情報で DOI（デジタルオブジェクト識別子）が入力されていないデータについて、学

術文献データベース等から約 24,000件の補充を行い、外部コンテンツ（電子ジャーナル）へのシーム

レスなリンケージ強化を実施 

・海外トップ教育研究機関への“Tokyo Tech ANNEX”の紹介による知名度向上の取組と国際共同研究の可

能性検討 

 

【課題】 

指標の実績からは、上述の活動を通じ研究情報の情報量とアクセス数が着実に増大しているものの、英語

による研究情報へのアクセス数向上については、目標年度における成果目標達成のため引き続き注力すべ

きことが見て取れる。また、研究情報発信の波及効果としての世界的な認知度は、QSランキングにおける

academic reputationスコアで見る限り、経年で同程度の推移となっている。その要因の分析と、スコア

向上に寄与する一歩進んだ取組の実施が急がれる。 

 

【2021年度の取組】 

これらの課題を踏まえ、2021年度には、上述の活動に加えて、動画や印刷物による多様なコンテンツを制

作し国内外に本学の研究力を訴求するとともに、内容的にも一般層や高校生等若年層も惹きつける新たな

ものを企画・発信する。また、2020年度は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行を受けて、本

学で行われている COVID-19、New Normal 関連の研究情報を収集し発信したが、2021 年度も引き続き New 

Normal関連の情報発信を検討している。加えて、後述する海外拠点 Tokyo Tech ANNEXを活用し、アジア

や欧州地域における本学の知名度向上の取組に力を入れることとしている。 

さらに、2018年度末設置の本学のレピュテーション向上に係る全学的なタスクフォースにおいて、従来の

メディア・企業・一般層向けのみならず、アカデミア向けの発信も強化する等の具体策を検討することに

より、本学の研究活動の世界的認知度向上を目指す。 

 

（「国際共同研究の拡大・定着」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 事業終了までのアウトカム 

指標(2) “Tokyo Tech ANNEX”の設置 

成果目標 2021 3拠点 

2018年度実績 2拠点(バンコク、アーヘン) 

2019年度実績 2拠点(バンコク、アーヘン) 

2020年度実績 2拠点(バンコク、アーヘン) 

指標(3) 国際共著論文比率 

成果目標 2022 35%以上(NISTEP) 

2018年度実績 31.3%(WoS 2012-2016年平均) 

2019年度実績 32.6% (WoS 2013-2017年平均)  

2020年度実績 34.6% (WoS 2014-2018年平均) 

 

 中間的なアウトカム 

指標③ “Tokyo Tech ANNEX Bangkok”における国際

共同研究創出 

成果目標 2020 5件程度(2018-2020年度合計) 

2018年度実績 0件 

2019年度実績 1件 

2020年度実績 0件 
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【2020年度の取組】 

2020年度には、国際教育研究拠点担当 URAが中心となって以下に取り組み、国際共同研究の拡大・定着を

目指した。 

・新拠点候補地の調査交渉及び新拠点の準備・設置 

[取組実績] 

米国カリフォルニア州バークレー市の日本学術振興会サンフランシスコ研究連絡センター内に Tokyo 

Tech ANNEX Berkeleyを設置することを学内で正式に決定した。開設に向けた準備を進めるとともに、

カリフォルニア大学バークレー校等の現地の情報収集及び学内教員への米国西海岸の大学との交流

状況の聞取り調査などを行い、共同研究の可能性等を探った。 

・開設した Tokyo Tech ANNEXを拠点に活動し、国際共同研究先の開拓を推進 

[取組実績] 

コロナ禍で海外の研究機関の活動も停滞しており、検討中であった共同研究がほぼ中断した。ま

た、現地への訪問ができないため、主な活動がオンラインでのイベントや情報交換となる中、Tokyo 

Tech ANNEX Bangkokでは、タイ国の国家プロジェクトへの協力や企業との共同研究のための検討を

行った。定例で開催しているTokyo Tech Research Showcaseに関しては、コロナ禍により延期され

ていた2019年度分を2020年9月に「Biotechnology for industrial Use」をテーマに開催し、タイの

大学、企業、研究機関等から約150名の参加があった。また、2020年度のTokyo Tech Research 

Showcaseを2021年3月に「Agriculture and Livestock Industry」をテーマに開催し、産学官から幅

広く約60名の参加があった。 

Tokyo Tech ANNEX Bangkokのサポートにより本学とタイのNSTDAの研究者、フィリピンの研究者の3

者を繋ぎ、e-ASIAの「新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に対応する緊急公募」に応募し、採

択された。Tokyo Tech ANNEX Aachenでは、2日間の日程で計画をしていた「Medical Technology 

and Digital Life Science」をテーマにしたRWTH - Tokyo Tech Joint Workshopを6回に分けてオン

ラインで開催し、本学、アーヘン工科大学、ユーリッヒ総合研究機構から計21名の研究者が最先端

の研究を報告し、延べ219名の参加者があった。このRWTH - Tokyo Tech Joint Workshopでは、セッ

ションごとにディスカッションのための時間を十分確保し、今後の共同研究の創出に向けた活動と

した。 

コロナ禍で海外から本学への訪問も難しいため、バーチャルで本学のキャンパスを訪問できる

「Tokyo Tech VR」とTokyo Tech ANNEXの紹介動画を制作し、イベント開催時等に活用した。 

・国際共同研究促進のための教員派遣・外国人研究者招へい支援 

[取組実績] 

国際的な共同研究推進のための派遣・招へい支援プログラムでは、2020年度当初に審査を行い、派

遣3件、招へい8件を採択し、コロナ禍であったが、2020年度中に、海外トップクラスの研究教育機

関から1名の外国人研究者を招へいした。 

・Tokyo Tech World Research Hub Initiative（WRHI）における活動 

[取組実績] 

2020年度は、世界のトップレベルの外国人研究者をフルタイム15名、クロスアポイントメント65名

雇用した。2020年度のWRHIにおける国際共著論文数は115報であり、質・量とも高い成果（国際共著

論文の割合が90%以上、論文の質を表す Top 10% 論文の割合は13.68%で、世界（8.70%）日本

（7.47%）の水準を上回っている）を上げており、国際性の高い優れた研究を行っている。 

2020年度は、WRHIの成果を積極的に発信するため、オンライン国際シンポジウムを開催した（参加

者245名（内訳：国内67名，海外178名））。また、人類の生命を脅かす COVID-19 が引き起こした危
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機を脱するために、海外の大学・研究機関に所属する研究者と WRHI 研究者が協力して緊急的に行

う WRHI 脱コロナ禍国際共同研究推進支援制度を制定し、3プロジェクトを認定したほか、在宅勤務

制度により海外における在宅勤務を認めることでコロナ禍においても国際共同研究を行い、「世界の

研究ハブ」の構築を図った。 

 

【課題】 

指標の実績としては、2拠点目 Tokyo Tech ANNEXの設置と稼働が完了し、拠点づくりが順調に進捗してい

る。現地における共同研究先企業・機関の開拓が始まったところであり、今後は、国際共同研究を着実に

具体化していく。 

国際共著論文比率については、34.6%（2014-2018年平均、WoSベース）に上昇し、2022年度目標は達成見

込みであるものの、本学の指定国立大学法人構想において、2027年までに 40%まで向上させることを目標

に掲げていることを踏まえ、引き続き、URA 等が中心となって国際共同研究の拡大と定着に注力し、さら

なる向上を目指す。 

 

【2021年度の取組】 

これらを踏まえ、2021年度には、引き続き URAが中心となって、新たな ANNEXを北米（Berkeley）に設置

する。今後は、既設拠点における具体的な活動を軌道に乗せ、着実に国際共同研究を創出することに注力

する。 

具体的には、Tokyo Tech ANNEX Bangkokでは、コロナ禍により延期になっていた Tokyo Tech Research 

Showcaseをオンラインで実施する。また、コロナ禍からの社会再起動を東工大の技術で支援するための SR

イニシアチブに関しては、NSTDA の協力を得てタイでの展開を図る。現地を直接訪問できないため、主要

な企業や大学、研究機関との積極的な交流はオンラインを活用し行う。また、Tokyo Tech ANNEX Aachenで

も、アーヘン工科大学との定例ジョイントワークショップをオンラインで行い、企業も巻き込んだ共同研

究の実現を目指す。 

国際的な共同研究推進のための派遣・招へい支援プログラムを実施し、国際共同研究を推進する。2021年

度中に、海外トップクラスの研究教育機関から 3名の外国人研究者招へい、本学から 2名の教員を派遣す

ることを決めた。2021度は、2020年度に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響により、教員の海外派

遣・外国人研究者の招へいが未だ実現できていない状況であるが、2020年度に採択され、予算繰越を行っ

た派遣・招へいも合わせ、時機を見ながら支援を行う。 

 

（「研究環境の国際化」について） 

【事業終了までのアウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 事業終了までのアウトカム 

指標(4) 外国人教員比率(フルタイム勤務者) 

成果目標 2022 8%以上維持 

2019年度実績 8.2% 

2020年度実績 10.1％ 

指標(5) 大学院の外国人留学生比率 

成果目標 2022 20% 

2019年度実績 24.1% 

2020年度実績 26.1％ 

指標(6) 女性教員比率(専任教員) 

成果目標 2022 10% 

2019年度実績 8.5% 

2020年度実績 9.3％ 
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【2020年度の取組】 

2020年度には以下の取組を行い、目標年における成果目標達成を目指した。 

・学内規則・学内文書等の英文化促進 

[取組実績]学内規則・事務文書・HPの翻訳・作成等217件 

海外からの研究者の受入れ環境整備のため、2019年度に引き続き、翻訳支援ソフトを活用した学内

規則・事務文書・HPの翻訳・作成，支援人材の確保等を実施した。特に英文化支援の対応では、通

常の事務文書の英訳に加え、新型コロナウイルス感染症の流行に関連して、研究活動の実施、業務

運営等の本学の対応方針等の英訳を行った。コロナ禍でこれまでと状況が異なり、なおかつ常に状

況が変化していることからも、外国人研究者等への情報提供が緊急で求められたが、これらの文書

を迅速かつ的確に英訳したことで、本学の教育研究活動の円滑な推進に大きく貢献し、コロナ禍に

あっても、外国人構成員が適切に情報を得て、安心して活動を行える支援を行うことができた。 

・英語による学位課程の実施 

・学内保育所を活用した女性研究者支援 

[取組実績] 

5名（博士課程女子学生 4名を含む） 

・ベビーシッター派遣支援事業による女性研究者支援 

[取組実績] 

4名（博士課程女子学生 1名を含む） 

 

【課題】 

指標の実績としては、外国人教員比率と外国人留学生比率については、2022年度の目標を既に達成済みで

あるが、研究環境の国際化により国際競争力の一層の向上を図るため、比率の更なる向上を目指す。 

一方、女性教員比率については、全学的な検討を踏まえ一層の努力を要する。 

 

【2021年度の取組】 

2021年度においても、外国人研究者等のための研究環境整備のため、引き続き学内文書等の英文化を進捗

させる。また、英語による学位課程、女性研究者支援のための学内保育所活用及びベビーシッター派遣支

援事業を継続する。 

 

将来構想２【質の高い研究を生み出す大学】 

① 令和 2年度フォローアップ結果等コメントへの対応状況 

（所見）URA が中心となり異分野融合研究推進のための「Tokyo Tech CollaboMaker」や学内ファンドによ

る支援等の取組を行っていることは評価される。なお、取組の効果は必ずしも予知できるもので

はないことから長期的な視点をもって実施することを期待したい。 

 

・研究大学終了後を見据え、異分野融合研究を継続的に支援する新たな取り組みとして、以下の 2点を

進めている。 

 －対象者を学内研究者から学外に拡大した。研究大学コンソーシアム（RUC）加盟 36機関と連携し、

機関を超えた異分野融合研究の成立を目指し URAが伴走支援する「MIRAIプロジェクト」を立ち上

げ、登録した研究者のマッチングを推進している。また、四大学連合（東京医科歯科大、一橋大、

東京外国語大、東工大）間での融合研究成立を目指しポストコロナ社会コンソーシアムを結成し、

URAがイベント運営やマッチング支援を実施している。 

 －上記 MIRAIプロジェクトを活用し、これまで研究大学強化促進事業で積み重ねてきた CollaboMaker

や TTRF等のマッチング手法を SaaSに置き換える DX化を推進している。 

71



 

 

 

これらの活動を通じて、より広い範囲や領域での融合研究支援を DX化等と合わせて継続的な取り組み 

として定着させていく。 

② 現状の分析と取組への反映状況 

（「社会からの要請に根ざした新研究分野の創成」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 事業終了までのアウトカム 

指標(7) 新研究分野の稼働 

成果目標 2022 新研究分野の稼働開始 

2018年度実績 シナリオを融合領域創成につなげるしくみの 

提案、未来社会像のアイデア出し 

2019年度実績 未来社会をデザインするための「未来シナリオ」

の作成 

2020年度実績 ニューノーマルリサーチマップ作成 

脱コロナ禍研究プロジェクト稼働 

 

 

【2020年度の取組】 

2018年度には、URA2名が準備段階から未来社会 DESIGN機構*（本学が 2018年 9月に設置）に参画し、未

来社会実現のための科学・技術抽出、新学術領域提案のためのフレームワーク策定を目指し、特に、未来

社会像実現に向けた『シナリオ』を融合領域創成につなげるしくみの提案、未来社会像の創出プロセスの

手法の調査、未来社会像のアイデア出し手法の提案及び試行、を実施した。 

* 未来社会 DESIGN機構（略称 DLab）：学術的な叡智に立脚した社会及び科学・技術に対する客観的な分析と洞察により、豊

かな未来社会像を学内外の多様な人材と共にデザインするとともに、描いた未来社会像へ至る道筋を社会に示し、共有する

ことで、広く社会に貢献することを目的とし、豊かな未来社会像のデザインのみならず、その実現に資するために新たな学

術領域や政策の提案、科学・技術教育の提案等を担っている。 

2019年度には、未来社会をデザインするための「未来シナリオ」を、過去の学内の研究者の意見やワーク

ショップを通じて描かれた未来を基として 24作成した。さらに、未来シナリオを年代ごとに整理した「東

工大未来年表」の本学百年記念館への常時掲示や、ワークショップでの活用を通じて、まずは未来を皆で

描くためのツールとして完成させた。 

2020年度は、前年度に作成した未来シナリオ並びに未来年表を活用し、以下の取組を行った。 

・未来シナリオの実現に向けた研究を学内で公募し、研究支援を行う研究奨励金「DLab Challenge」の実

施と採択 

・未来シナリオを起点に、DLabへの賛同企業（DLabパートナーズ）と DLabメンバーによる未来の社会や

サービスを考えるワークショップの開催、ならびに研究者からの関連研究をヒアリングするイベントの

開催 

これらを通じて、未来社会実現にむけた研究活動への流れの一歩を実現した。 

 

また、コロナ禍で研究を始めとする大学の機能が著しく低下していた中で、URAならではの活動として、学

内の研究者に呼びかけ本学におけるポストコロナを含む関連研究を集めた「ニューノーマルリサーチマッ

プ」を作成し、公開した。学内外から多くの反響を呼び（New Normal Research Mapの取り組みが 2021年

3月 24日（水）日本経済新聞朝刊 31ページに掲載）、コロナ禍で何ができるかを考え発信していく本学の

スタンスを多くの方に知っていただくとともに、今後の研究の創成にも繋がる流れをつくることができた。 

 

 中間的なアウトカム 

指標④ 新研究分野創成のスキーム確立 

成果目標 2020 未来社会の１つの“シナリオ”を作

成することを通じたスキーム確立 

2018年度実績 シナリオを融合領域創成につなげるしくみの

提案、未来社会像のアイデア出し 

2019年度実績 未来社会をデザインするための「未来シナリオ」

の作成 

2020年度実績 未来シナリオの活用による、ワークショップ開

催、学内研究奨励金の稼働 
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【課題】 

未来社会 DESIGN 機構における新研究分野創成の仕組みづくりが上述のとおり進捗している。未来シナリ

オを活用した未来を考えるワークショップやその実現のためのバックキャスティングを通じたスキーム

づくりの実践に着手しているが、コロナ禍のためオンラインでの開催に制限されており、特にワークショ

ップを通じた共創の場づくりの在り方については試行錯誤をしながら進めていく必要がある。 

 

【2021年度の取組】 

学内奨励金（DLab Challenge）の採択者に対する研究支援を継続的に行うとともに、今年度も新たな公

募により拡大を図る。DLabパートナーズの活動も継続的に行い、学生の講義への参加を通した新たな気

づきを通じて未来への提言を行っていき、新たな研究へ繋げていく。 

また、未来社会 DESIGN機構が行う産業界との対話の成果やスキーム、新研究分野創成のツールとして、オ

ープンイノベーション機構*（本学が 2018年 7月に設置）などに於ける産学官連携の新たな企画にも活用

することを検討する。 

*オープンイノベーション機構：「組織」対「組織」による本格的産学連携を実現するため、高度で機動的なマネジメント体制

を通じて、大型共同研究等を引き続き推進する。 

 

（「新規・融合研究領域開拓のしくみ定着」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 中間的なアウトカム 

指標⑤ 世界トップ 10を目指す研究分野の拠点稼働 

成果目標 2020 3分野の「研究統括班」稼働 

2018年度実績 「研究・産学連携に関する 2021 年度までの

戦略」をまとめ、「研究統括班」を構想 

2019年度実績 エネルギー・HLS・元素 3分野を任命 

2020年度実績 SSI分野の研究領域調査 

指標⑥ 異分野融合研究支援によるプロジェクト創

出数 

成果目標 2020 10件(2019-2020年度合計) 

2018年度実績 11件 

2019年度実績 3件 

2020年度実績 9件 

 

【2020年度の取組】 

2020年度には、URA等が中心となって、以下の取組を行った。 

・戦略分野 Sustainable Social Infrastructure(SSI)の研究領域調査 

・2019年度に本学教員と URA等が行った、Holistic Life Science (HLS)の政策調査に基づき作成した俯

瞰マップを踏まえ、HLS研究統括を設置し、HLS戦略にかかる活動 

[取組実績] 

本学では、URA が世界大学ランキング、論文指標、共同研究数、大型外部資金獲得金額等に基づき研

究の強みを分析した結果を活用し、強みを短中期的に世界トップクラスに伸ばす「重点分野」と中長

期的に本学の強みとして世界の研究を主導していくための「戦略分野」を 2017年度に選定した。2020

年度には、そのうち戦略分野である Sustainable Social Infrastructure(SSI)の研究領域調査とし

て、今後重要になると予測される社会課題を解決するための技術トレンドを抽出し、学内研究とのマ

ッチングを行った。 

・研究ニーズ／シーズのマッチングシステム“Tokyo Tech CollaboMaker”活用による学内異分野連携創出 

 事業終了までのアウトカム 

指標(8) 研究ユニットの継続的な創出 

成果目標 2022 2件/年 

2018年度実績 1件 

2019年度実績 4件    

2020年度実績 2件 

指標(9) 異分野融合大型テーマの創出 

成果目標 2022 10件(2018-2022年度合計) 

2018年度実績 1件(Q-LEAP) 

2019年度実績 0件                 

2020年度実績 6件 
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[取組実績] 

2020年度は学内の多様な分野の間での異分野融合研究を成立させるため、「Tokyo Tech CollaboMaker」

を通じて研究者同士のマッチングを支援した。本部の URA等が中心となり、研究者のニーズの掬い上

げや希望する分野の研究者探索を推進した。システムは改修を行い、日英対応が可能となったほか、

検索機能や研究者のプロフィール編集等の利便性を向上させた。 

CollaboMakerの登録アカウント数の増加は連動させるイベントの規模に左右されるため、稼働状況は

時期により粗密はあるものの、過去 3 カ年で 59 件の登録に対して 23 組のマッチングが成立してお

り、通算で 4割近くの高い確率で共同研究が生まれる契機となっている。取り組みの工夫により、稼

働初年度約 30％であった成立率は 2 年度目に 60％と上昇し、3 年度目には 67％年と年度を追って支

援の精度に向上が見られる。 

・異分野融合のための学内イベント「Tokyo Tech Research Festival2020」開催 

[取組実績] 

学内研究者を集めた全学対象イベント「Tokyo Tech Research Festival2020」を開催し、参加者118

名の中から7組の異分野融合研究テーマが創出された。 

・異分野融合研究チーム成果の社会発信 

[取組実績] 

成立した融合研究を社会へ繋げるため、過年度のTTRFを通じて結成された異分野融合研究グループに

対し、国際プレスセミナー（2月18日、「科学技術広報研究会（JACST）オンライン・プレスセミナー」）

での紹介と日英対応の研究動画制作支援（https://youtu.be/z3TB2o8kv8g）を行った。本支援で制作

した動画を通じ、メディア取材3件、企業からの産学連携申し入れ1件の波及効果があった。 

また、URAの支援により異分野融合研究チームを結成した研究から、外部資金獲得3件、論文発表1件が

あった。 

・学内ファンドによる異分野融合研究支援 

[取組実績] 

学内の異分野融合研究のシーズを伸ばすため、上述記載の研究イベントをきっかけに誕生した異分野

融合研究グループ等を対象に、学内外のファンド獲得に向けてURAが積極的なサポートを行った。2020

年度は学内ファンド「異分野融合研究支援」で2グループを採択し、支援を開始した。 

 

【課題】 

指標に関連しては、2018 年 3月にとりまとめた「研究・産学連携に関する 2021 年度までの戦略」におい

て、重点・戦略 6分野のうち重点 3分野について、2019年度以降順次「研究統括班」を設置し、研究担当

理事の下で、教員と URAが分野の「俯瞰図」を作成し、研究戦略を練り、学内の関連分野の教員を動員し

ていく仕組みとした。今後は、研究統括班の機能を活用し、重点 3分野を着実にユニット創出等に向け進

展させていくことが重要である。 

異分野融合研究支援によるプロジェクト創出については、2018年度に 11件、2019年度は 3件、2020年度

は 9件と成果目標を上回る件数であり、活動の着実な成果が見られることから、今後は、更に創出したプ

ロジェクトを大型テーマ化することや研究ユニット創出へつなげるという、新規・融合研究分野開拓の仕

組みを洗練し定着させていく必要がある。 

 

【2021年度の取組】 

重点・戦略 6分野のうち重点 3分野について 

環境・社会理工学院にて、今後の将来構想に沿って、Sustainable Social Infrastructure(SSI)の拠点戦
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略を策定中である。 

生命理工学院にて、Holistic Life Science (HLS)に関する、大型研究獲得を目指している。 

 

研究ユニットについては、2018 年度は 1 件のみの設置であったものの、2019 年度は 4 件、2020 年度は 2

件の設置が完了し、年 2件ペースの成果目標を着実に達成している。 

 

2021年度以降も、引き続き URAによる Tokyo Tech Research Festival等の研究イベントや学内ファンド

による支援を継続し、新規・融合研究領域開拓の仕組みの定着を図る。新型コロナウイルス感染症の影響

を受け、異分野融合イベントは会場に集合する形式ではなく完全オンラインで実施する計画である。ここ

に於いて、CollaboMakerで構築してきたオンライン交流の仕組みは、円滑なデジタルトランスフォーメー

ション（DX)を行うことに貢献している。また、CollaboMaker 及びそれと連動するイベントの事例紹介を

研究大学コンソーシアム異分野融合タスクフォースやリサーチアドミニストレーター協議会等の場で積

極的に行い、我が国の融合研究支援における DX基盤形成を視野に、他機関と連携した議論を進める。 

重点・戦略 6分野についても、研究領域調査を世界規模で行うとともに、調査結果を研究統括班における

俯瞰図や研究戦略に活用し、戦略的に資源を投入していく。 

 

未来社会 DESIGN機構では、2020年 2月に設置された未来の人類研究センターとも連携しながら、IIR（科

学技術創成研究院）と ILA（リベラルアーツ研究教育院）との有機的なつながりを視野にいれた活動を推進

していく。 

 

 

（「基礎研究の強化」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 事業終了までのアウトカム 

指標(10) Top10%論文数の割合(Q値) 

成果目標 2022 15%(NISTEP) 

2018年度実績 11.3%(WoS 2012-2016年平均) 

2019年度実績 11.5%(WoS 2013-2017年平均) 

2020年度実績 11.3%(WoS 2014-2018年平均) 

指標(11) 若手教員比率(専任教員) 

成果目標 2022 33% 

2018年度実績 27.7% 

2019年度実績 27.2% 

2020年度実績 27.6% 

 

 

 

 

 

【2020年度の取組】 

 着実に基礎研究の底力を上げること、若手の支援を厚くすることに重点を置き、2019 年度から引き続き

URAが中心となって以下の取組を実施し、基礎研究の強化を目指した。 

・科研費研究計画調書レビュー（48件、採択率 29.2%） 

・国際学術論文執筆ワークショップ 

 中間的なアウトカム 

指標⑦ 科研費課題の採択率 

成果目標 2019 全国採択率+5%以上を維持 

2018年度実績 +6.1% 

2019年度実績 +3.2% 

2020年度実績 +3.1% 

指標⑧ 「基礎研究機構」における若手研究者支援数 

成果目標 2020 47名(2018-2020年度合計) 

2018年度実績 13名(大隅塾) 

2019年度実績 45名（大隅塾 14、西森塾 2、広域塾 29名） 

2020年度実績 38名（大隅塾 18、西森塾 2、鈴木塾 3、広域

塾 15名） 

指標⑨ 学内ファンドによる若手研究者支援の拡大 

成果目標 2020 38件(2019-2020年度合計) 

2018年度実績 20件 

2019年度実績 22件 

2020年度実績 20件 
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 [取組実績] 

研究助成申請書翻訳・校正支援プログラム(申請受付期間：2020年 9月 15日～2021年 1月 8日）申

請 3件、支援 0件（支援対象外 2件、日程の関係で取下げ 1件） 

Nature Research Academies国際論文執筆オンラインワークショップ（2021年 1月 14日、1月 15

日）参加者数：295名 

国際学会プレゼンテーション・オンラインワークショップ（講義編 2021年 2月 16日、2月 17日 

演習編 2021年 2月 24日、2月 25日）参加者数：64名 

・基礎研究機構による長期的視点に立った世界トップレベルの研究者育成 

[取組実績] 

2018年 7月に設置した基礎研究機構においては、2020年度には、4塾目となる有機化学分野の専門基

礎研究塾（鈴木塾）を新たに開講した。学内における全学院の助教が参画する「広域基礎研究塾」に

おいては、コロナ禍を受けて第 3Q のみに集中して活動し、15 名が修了した。また、同塾において、

各塾生が練り上げた挑戦的な新テーマを実施段階に移し、若手研究者の活性化と本学の長期的な研究

力向上に資することを目的とした「新研究挑戦奨励金」を継続し、引き続き、入塾する若手研究者が

研究に専念できる時間の確保と研究費の支援を行った。 

・学内ファンドの見直し・充実（既存の「挑戦的研究賞」等に加え、「末松賞『ディジタル技術の基礎と展

開』支援」、「大隅良典基礎研究支援」を創設）による若手研究者支援 

 

その他、研究者の研究時間確保の一助とするため、後述する「研究専念日指定制度」を設計し、2019年度

から導入した。また、研究に専念できる環境を提供するため、全学的な研究基盤共用システムを推進し、

技術支援システムの充実を目的とする技術職員を中心とした「東工大オープンファシリティセンター」を

2020年度 4月に設置した。 

 

【課題】 

科研費課題採択率、基礎研究機構における若手研究者支援、学内ファンドによる若手研究者支援について

は、着実に成果目標の達成に向かって進捗している。一方、若手教員比率（専任教員）の向上、Top10%論

文数の割合（Q値）については、上記の取組を着実に実施し、その波及効果として数値の向上につなげる。 

 

【2021年度の取組】 

これらの課題を踏まえ、2021年度も外部資金獲得支援、科研費研究計画調書レビュー等支援を継続するほ

か、従来支援が手薄であった国内外ファンド申請に係る翻訳・校閲支援等を実施し、研究者の外部資金獲

得の機会を増やす。また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、国際学術論文執筆ワークショップ

はオンラインで実施する。 

基礎研究機構においては、引き続き、入塾する若手研究者が研究に専念できる時間を確保する。 

さらに、研究者が研究に集中する時間を確保するために、各部局長が毎年度、所属する 20%程度の常勤教

員に対し、当該年度に延べ 30日間までを「研究専念日」として指定し、原則として研究や教材準備に専念

させ、学内会議等も公務欠席扱いとする研究専念日指定制度を引き続き導入する。 

技術支援システムの充実を目的とする技術職員を中心とした「東工大オープンファシリティセンター」を

2020年 4月に設置し、若手研究者が研究に専念できる環境を提供するため、全学的な研究基盤共用システ

ムを整備するとともに先進的な研究支援体制を構築していく。 
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（「研究基盤の整備」について） 

【事業終了までのアウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 事業終了までのアウトカム 

指標(12) 全学に共用化された研究設備数 

成果目標 2022 650設備 

2018年度実績 574設備 

2019年度実績 606設備 

2020年度実績 605設備 

 

【2020年度の取組】 

 技術部を発展的に改組したオープンファシリティセンターを 2020年 4月 1日に設立した。 

同センターに、その運営をつかさどる研究基盤戦略室を設置し、全学の研究設備の更新計画・更新戦略を

策定し、研究設備の効率的運営を進めた。また、2020 年度には、「先端研究基盤共用促進事業（コアファ

シリティ構築支援プログラム）」に採択された。 

 

【課題】 

研究設備の全学共用化が着実に進捗している。次の段階として、共用設備を学外からも利用出来るよう、

ガイドライン策定に続き、前述の東工大オープンファシリティセンターに、利用窓口や共用設備管理の機

能を集約する。 

 

【2021年度の取組】 

東工大オープンファシリティセンターを中心に、引き続き共用研究設備を増加させていく。また、文科省

の 2020年度「先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）」に採択されたことを

受け、全学的な設備共用システムの導入などコアファシリティ構築を加速する。 

 

将来構想３【戦略的な研究マネジメントを実践する大学】 

① 令和 2年度フォローアップ結果等コメントへの対応状況 

 （関連所見なし） 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

（「URAによる戦略策定支援体制の定着」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 中間的なアウトカム 

指標⑩ 戦略・戦術を検討する組織への URAの参画・

提案 

成果目標 2019 研究・国際・広報戦略の検討会議へ

の URA配置・提案 

2018年度実績 研究・国際・広報戦略の検討会議への URA配置 

2019年度実績 研究・国際・広報戦略の検討会議への URA配置          

2020年度実績 研究・国際・広報戦略の検討会議への URA配置          

指標⑪ IR機能の強化 

成果目標 2020 IRに基づく分析結果を年度計画へ

反映 

2018年度実績 分野横断的な新規融合領域となり得るテー

マを抽出、分析の試行実施 

 事業終了までのアウトカム 

指標(13) URAによる大学の戦略への提案 

成果目標 2022 「戦略統括会議」で URA 提案の戦

略の採用 

2018年度実績 URAが教員と協働し重点分野の俯瞰図作成 

2019年度実績 URA が教員と協働し戦略分野の俯瞰図作成、

戦略の個別提案を実施                    

2020年度実績 URA が教員と協働し戦略分野の俯瞰図作成、

戦略の個別提案を実施                    
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2019年度実績 Citationと連携研究との関係性の調査を実施                    

2020年度実績 教員の研究分野を俯瞰するためのデータべースの

作成 

指標⑫ 研究分析の見える化 

成果目標 2019 研究戦略に活用されるリサーチマ

ップの作成 

2018年度実績 リサーチマップの更新 

2019年度実績 リサーチマップの評価軸の検討                   

2020年度実績 新指標を用いたリサーチマップの更新 

 

【2020年度の取組】 

2019年度に引き続き、2020年度においても、本学の経営に係る戦略を検討する「戦略的経営オフィス」に

置かれる「研究大学強化促進事業ワーキング」や、「未来社会 DESIGN機構」「国際戦略部会」等に URAがメ

ンバーとして参画し、企画提案を行った。 

また、URAが大学の戦略策定に一層貢献できるよう IR機能を強化した。具体的には、 

・論文データベース・分析ツールを用いた研究力強化のための分析 

[取組実績] 

論文データベース及び分析ツール（クラリベイト・アナリティクス社 InCites 及びエルゼビア社

Scopus/SciVal）を用いて、リサーチマップの指標を見直し、教員のリストアップをした。また、論文

データのトピック分析による俯瞰図への活用のためのデータベースの試作を行い、重点分野・戦略分

野の統括班へ提供した。 

・世界大学ランキング調査・ベンチマーク対象大学調査 

[取組実績] 

Times Higher Educationの世界大学ランキングの指標変更について情報収集を行い、指標変更による

スコアへの影響のシミュレーションを行った。  

・政策等動向調査 

[取組実績] 

科学技術に係る政府の動きを把握するため、統合イノベーション戦略推進会議、総合科学技術･イノベ

ーション会議、文部科学省科学技術・学術審議会総合政策特別委員会、経済産業省産業構造審議会産

業技術環境分科会研究開発・イノベーション小委員会等の動向を調査し取りまとめ、執行部や URAに

情報提供した。  

・外部資金獲得状況等の分析とリサーチマップの充実 

[取組実績] 

研究分野の広がりと研究者の多様性がひと目で分かるリサーチマップの改訂と若手版の企画。 

・URAによる戦略立案支援・新規融合領域提案 

[取組実績] 

URAが、上記の調査・分析結果、「情報活用IR室」が提供する情報及び世界の科学技術動向を基に研

究戦略立案支援を行うとともに、新規融合研究領域提案を行った。特に、本学の外部資金と高引用

論文の高い関係の特定、産業界からの本学博士論文への高アクセス分析及び新規融合研究のきっか

け作りとして、広く新融合が構想される可能性を分析から見出し、バイオ分野を中心とした異分野

融合研究のワークショップなどの具体的活動への展開を実現した。  

その他、URAが教員と協働し「重点分野」の俯瞰図を作成するなど、URAが戦略策定の作業に関わる

体制が整いつつある。 
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【課題】 

URA による大学の研究戦略策定への支援が一層充実してきており、戦略を提案できるレベルに向けて着実

に体制を整えているところである。今後、各部門等における活動にとどまらず、部門間の連携により、URA

が全学的な戦略策定に関わる体制を作っていく。 

 

【2021年度の取組】 

企画提案の成果をもって URA の信頼性を高めていくとともに、URA が教員と協働し引き続き「重点分野」

の俯瞰図を作成するなど、URAが戦略策定の作業に関わる体制を強化する。 

 

（「URAキャリアパスの確立による安定的支援体制の定着」について） 

【事業終了及び中間的アウトカム指標、成果目標、2020年度実績】 

 

 事業終了までのアウトカム 

指標(14) 本学に必要な URAポスト数の維持 

成果目標 2022 34名程度 

2018年度実績 44名(2019.3.31時点) 

2019実績 44名(2020.3.31時点) 

2020年度実績 46名(2021.3.31時点) 

指標(15) URAの無期雇用化 

成果目標 2022 10名程度 

2018年度実績 0名 

2019年度実績 0名 

2020年度実績 0名 

 

【2020年度の取組】 

2020年度には以下の取組を行い、目標年における成果目標達成を目指した。 

・URA制度の設計・業績評価試行導入 

[取組実績] 

URAの職名・職階導入に向けた制度設計と業績評価制度の試行導入を 2019年度に引き続き実施した。

URAの無期雇用化については、2018年度に制度設計を開始した。また、ポスト数の維持と無期雇用化

のため、直接経費及び間接経費以外に共同研究を実施するうえで戦略的に必要となる経費である「戦

略的産学連携経費」を制度化し、オープンイノベーション機構にてマネジメントを行う共同研究にお

いて運用を行った。同経費には、URA 人件費のエフォート相当額を計上することが出来るよう制度を

構築している。 

また、教員人件費のエフォート相当額も計上可能とし、計上したうちの 50%をオープンイノベーショ

ン機構へ還元することとした。これらにより確保した財源を戦略的に活用し、URA ポストの維持、一

部 URAの無期雇用化の実現を目指す。 

・URA等の研修参加及び学内外イベントにおける情報収集・活動発信・ネットワーキング 

[取組実績] 

学内において、URA 向け研修、URA と理事・副学長（研究担当）との意見交換会等を定期的に開催す

るとともに、URAの全国的なネットワーク等に積極的に参加し、情報収集、活動発信、ネットワーキ

ングに注力した。また、本学と自然科学研究機構との URA向け合同研修会を実施した。 

 

 

 中間的なアウトカム 

指標⑬ 学内研修・業績評価・職名と職階の導入 

成果目標 2019 就業規則等の学内関連規則の改正 

2018年度実績 制度設計・業績評価試行導入 

2019年度実績 制度設計・業績評価試行実施 

2020年度実績 制度設計・業績評価試行実施 
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【課題】 

URA 制度の確立に向け着実に進捗している。今後は、2018 年度から 2020 年度に試行した業績評価を実効

的なものにしていくとともに、URAの無期雇用化の制度設計を着実に進める必要がある。 

 

【2021年度の取組】 

URA に業績評価制度を本格導入するとともに、業績評価結果の給与・昇格等処遇への反映を制度設計し、

2022年度以降の処遇に反映する。また、人事評価システム導入にかかる評価者向けの研修を実施し、評価

者としてのスキル向上や意識合わせを行う。 

 

 

ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

【利活用の状況】 

・本事業の推進にあたり、各アウトプット（取組）の実務担当者（URA、事務部門）が、ロジックツリー

やロードマップを用いて自身の取組が目指す達成目標を把握したうえで、事業終了までの工程を念頭に

置きながら取組を進めるようにしている。 

・本事業に係る戦略の立案に関する事項を議論する「研究大学強化促進事業ワーキング」において、ロジ

ックツリーを基に、成果目標に係る現状把握と分析を行うとともに、今後の課題を実務担当者から報告

させ、今後の研究力強化の在り方や本事業の推進に係る議論に利活用することとしている。 

・学長を議長とし大学の運営に係る戦略を一元的に統括する戦略統括会議に附議し、マネジメント層が、

本事業の進捗管理を行い、大学全体の戦略や経営資源の投入先の判断に利活用することとしている。 

・令和元年度国立大学経営改革促進事業の検討において、本学の経営改革ビジョン実現のための取組及び

成果目標を、本事業のロジックツリーを参考としながら整理し、構想「『次世代人事戦略』と『エビデ

ンスに基づく革新的経営戦略』による新たな国立大学法人経営モデルへの挑戦」をとりまとめた。 

【横展開の状況】 

・本学の運営にかかる戦略の立案に関する事項について審議する戦略統括会議に附議することで、全学の

部局に対して詳細に説明し、各取組の推進を図った。 

・ロジックツリーやロードマップのノウハウについて、指定国立大学法人構想やスーパーグローバル大学

創成支援事業の担当者との情報共有や調整を行った。 

 

 

特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

【コロナ禍において有効的に実施された顕著な取り組み】 

・コロナ禍において有効的に実施された顕著な URAの取組としては、研究・産学連携本部が「社会再起動

技術推進事業」として COVID19に関連する研究を集めた情報を学内に留まらず、全国にさきがけてホー

ムページに掲載を行った。 

・ポストコロナを含む学内の関連研究を集めた「ニューノーマルリサーチマップ」の作成を行い、2020年

5 月にウェブサイトにて公開し、これに基づいて異分野融合マッチングや各種コロナ関連ファンドへの

応募の支援などを積極的に行った。 

・Zoomや Slackを活用したオンラインコミュニケーションの学内外での普及を活用して、今まで学内で行

っていた異分野融合研究のマッチングを、学外に拡張する活動を精力的に行った。具体的には RUC（研

究大学コンソーシアム）の異分野融合 TF(タスクフォース)にて提言をまとめた。（令和３年度は、それ

に基づいて URA 活動の DX化と合わせて、36大学・研究機関でのオンラインでのマッチングの試行を実

施中）これらの取組によりオンライン交流の仕組を確立し、学内に留まらない大学の垣根を超えた連携

を推進することに繋がった。 
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・未来社会 DESIGN 機構においては、未来を俯瞰する、「東工大未来年表-未来シナリオ」を作成し公開し

た。そこに記載されている内容は、DX化推進に伴い、前倒しで実現できた内容も含まれており、このよ

うな未来を考える思考の重要性を認識・啓蒙する活動を学内外で行っている。 

 

【異分野融合研究の推進】 

 ・これまでも学内における異分野融合研究推進のため、イベントの開催やマッチングシステムの開発な

どを行ってきた。特に、異分野融合のためのイベントでは、研究者同士のマッチングを行い学内研究

賞への応募へ繋げ、研究奨励金による研究支援を行うなど、一定の成果を上げている。これらの取組

は引き続き継続する予定であるが、今後は、異分野融合の対象を学外へも広げ、研究大学コンソーシ

アム（RUC）加盟36機関と連携し、機関を超えた異分野融合研究の成立を目指したい。すでにプロジェ

クトを立ち上げ活動を開始しており、これまでの活動の手法を活かしながらSaaSに置き換えるDX化も

あわせて進めている。 

・科学技術創成研究院内に設置した、初の人文系の研究センターである「未来の人類研究センター」が

活発に活動している。人文科学・社会科学の英知を結集し、理工系の知と対話しながら現代社会が直

面する課題解決の道を探ることを目指しており、科学技術創成研究院の教員と有機的に連携すること

で、文理の枠を越えた異分野融合が期待される。 

 

【若手教員への支援】 

・今後も、外部資金獲得支援、科研費研究計画調書レビュー等の支援を継続するほか、従来支援が手薄で

あった国内外ファンド申請に係る翻訳・校閲支援等を実施し、若手の研究資金獲得の支援を行う。 

・基礎研究機構広域基礎研究塾においては、各塾生が練り上げた挑戦的な新テーマを実施段階に移し、若

手研究者の活性化と本学の長期的な研究力向上に資することを目的とした「新研究挑戦奨励金」を継続

し、引き続き、入塾する若手研究者が研究に専念できる時間の確保と研究費の支援を行う。 

・2019年度から、研究者が研究に集中する時間を確保するために、各部局長が毎年度、所属する 20%程度

の常勤教員に対し、当該年度に延べ 30日間までを「研究専念日」として指定し、原則として研究や教材

準備に専念させ、学内会議等も公務欠席扱いとしている。この研究専念日指定制度を引き続き実施する

ことにより、若手の研究環境の改善をさらに進めて行く。 

・オープンファシリティセンターでは、若手研究者が研究に専念できる環境を提供するため、全学的な

研究基盤共用システムを整備し、先進的な研究支援体制構築を進めているが、これをさらに推進して

いく。 
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【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

Scopus WoS 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著 
論文率 

26.3 ％ 27.9 ％ 28.8 ％ 29.9 ％ 32.6 ％ 34.6 ％ 35.9 ％ 37.7 ％ 

産学共著 
論文率 

8.4 ％ 8.5 ％ 8.6 ％ 8.6 ％ 6.0 ％ 6.1 ％ 6.0 ％ 6.0 ％ 

Top10％ 
論文率 

14.5 ％ 14.8 ％ 14.6 ％ 13.9 ％ 11.5 ％ 11.3 ％ 11.0 ％ 10.3 ％ 
 

 

※2021年 9月 6日のデータに基づく。（小数点第 2位四捨五入） 

(Scopusデータセット：Article、Review、Confrence paper) 
（Woｓデータセット： Article、Review、Proceedings Paper） 
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アウトプット
（2021（R3）年度の取組）

国際共同研究の拡大・定着

指標(２) “Tokyo Tech ANNEX”の設置

指標(３) 国際共著論文比率

「戦略的産学連携経費」の運用 ◀ 「戦略的産学連携経費」の運用 ◀ 「戦略的産学連携経費」の運用

URA等の研修参加及び学内外イ

ベントにおける情報収集・活動
発信・ネットワーキング

◀
URA等の研修参加及び学内外イ

ベントにおける情報収集・活動
発信・ネットワーキング

◀
URA等の研修参加及び学内外イ

ベントにおける情報収集・活動
発信・ネットワーキング

URA制度設計・職種と職階の整
備・業績評価の本格実施 ◀ URA制度設計・職種と職階の整

備・業績評価の本格実施 ◀ URA制度設計・職種と職階の整
備・業績評価の本格実施

国際共同研究促進のための教
員派遣・外国人研究者招へい支
援（渡航延期次年度以降に実施の
可能性も含む）

◀
国際共同研究促進のための教
員派遣・外国人研究者招へい支
援（渡航延期次年度以降に実施の
可能性も含む）

◀
国際共同研究促進のための教
員派遣・外国人研究者招へい支
援

“Tokyo Tech ANNEX Bangkok”
“Tokyo Tech ANNEX Aachen”
“Tokyo Tech ANNEX Berkeley”における国際

共同研究開拓、新拠点候補地の調査・交
渉（渡航延期次年度以降に実施の可能性
も含む）

◀
“Tokyo Tech ANNEX Bangkok”
“Tokyo Tech ANNEX Aachen”
北米における国際共同研究開拓、新
拠点候補地の調査・交渉

（渡航延期次年度以降に実施の可能
性も含む）

◀
“Tokyo Tech ANNEX Bangkok”
“Tokyo Tech ANNEX Aachen”に
おける国際共同研究開拓、新拠
点候補地の調査・交渉

◀Tokyo Tech World Research 
Hub Initiative（WRHI）における活
動

Tokyo Tech World Research 
Hub Initiative（WRHI）における活
動

◀
Tokyo Tech World Research 
Hub Initiative（WRHI）における活
動

指標Ⅰ
世界トップ10のリ

サーチユニバーシ
ティ

指標Ⅱ 戦略的資金の確保

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影響を
受けない）が検証可能である指標

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

“TokyoTech CollaboMaker”活用
による学内異分野連携創出 ◀ “TokyoTech CollaboMaker”活用

による学内異分野連携創出 ◀ “TokyoTech CollaboMaker”活用
による学内異分野連携創出

“Tokyo Tech Research Festival 
2021”異分野融合のための学内
イベント開催（オンライン実施）

◀
“Tokyo Tech Research Festival 
2020”異分野融合のための学内
イベント開催（オンライン実施）

◀
“Tokyo Tech Research Festival 
2019”“東工大異分野融合研究
会”等を開催

学内ファンドによる異分野融合
研究支援 ◀ 学内ファンドによる異分野融合

研究支援 ◀ 学内ファンドによる異分野融合
研究支援

学内規則・学内文書等の英文化
促進 ◀ 学内規則・学内文書等の英文化

促進 ◀ 学内規則・学内文書等の英文化
促進

英語による学位課程の実施 ◀ 英語による学位課程の実施 ◀ 英語による学位課程の実施

学内保育所を活用した女性研究
者支援 ◀

学内保育所を活用した女性研究
者支援 ◀ 学内保育所を活用した女性研究

者支援

ベビーシッター派遣支援事業に
よる女性研究者支援 ◀

ベビーシッター派遣支援事業に
よる女性研究者支援 ◀ ベビーシッター派遣支援事業に

よる女性研究者支援

異分野融合研究支援の充実

指標⑥
異分野融合研究支援によるプロジェクト創出
数

重点分野“新・元素戦略”と戦略
分野“SSI”の研究領域調査 ◀ 重点分野“新・元素戦略”と戦略

分野“SSI”の研究領域調査 ◀

重点分野“新・元素戦略 ”“ディジ
タル社会デバイス・システム”と
戦略分野“Cyber Physical & 
Social Systems(CPS2)” “統合エネ
ルギー科学”の研究領域調査

研究活動の認知度向上

指標(１) 研究活動の認知度

研究環境の国際化

指標(４) 外国人教員比率(フルタイム勤務者)
指標(５) 大学院の外国人留学生比率

指標(６) 女性教員比率(専任教員)

（将来構想１）

国際競争力の
高い研究を行
う大学

（将来構想２）

質の高い研究
を生み出す

大学

新規・融合研究領域開拓のしくみ定着

指標(８) 研究ユニットの継続的な創出

指標(９) 異分野融合大型テーマの創出

基礎研究の強化

指標(10) Top10%論文数の割合(Q値)
指標(11) 若手教員比率(専任教員)

（将来構想３）

戦略的な研究
マネジメントを
実践する

大学

研究基盤の整備

指標(12) 全学に共用化された研究設備数

URAによる戦略策定支援体制の定着

指標(13) URAによる大学の戦略への提案

論文データベース・分析ツール
を用いた研究力強化のための
分析

◀
論文データベース・分析ツール
を用いた研究力強化のための
分析

◀
論文データベース・分析ツール
を用いた研究力強化のための
分析

世界大学ランキング調査・ベン
チマーク対象大学調査 ◀ 世界大学ランキング調査・ベン

チマーク対象大学調査 ◀ 世界大学ランキング調査・ベン
チマーク対象大学調査

政策等動向調査 ◀ 政策等動向調査 ◀ 政策等動向調査

外部資金獲得状況等の分析とリ
サーチマップ充実 ◀ 外部資金獲得状況等の分析とリ

サーチマップ充実 ◀ 外部資金獲得状況等の分析とリ
サーチマップ充実

URAのIR室情報活用による戦略
立案支援・新規融合領域提案

◀
URAのIR室情報活用による戦略
立案支援・新規融合領域提案 ◀

URAの情報活用IR室参画による

戦略立案支援・新規融合領域提
案

（長期目標）

世界トップ10

のリサーチ

ユニバーシティ

未来社会のデザインを通じた新研究分野創成のスキー
ム確立

指標④ 新研究分野創成のスキーム確立

分析機器・工作設備等の研究設
備共用 ◀ 分析機器・工作設備等の研究設

備共用 ◀ 分析機器・工作設備等の研究設
備共用

基礎研究の推進

指標⑦ 科研費課題の採択率

指標⑧ 「基礎研究機構」における若手研究者支援数

指標⑨ 学内ファンドによる若手研究者支援の拡大

URAによる外部資金獲得支援
(外国人向け含む) ◀ URAによる外部資金獲得支援

(外国人向け含む) ◀ URAによる外部資金獲得支援
(外国人向け含む)

科研費研究計画調書レビュー
(外国人向け含む) ◀ 科研費研究計画調書レビュー

(外国人向け含む) ◀ 科研費研究計画調書レビュー
(外国人向け含む)

国内外ファンド申請に係る翻訳・
校閲支援，国際学術論文支援
ワークショップ

◀
国内外ファンド申請に係る翻訳・
校閲支援，国際学術論文支援
ワークショップ

◀
国際学会におけるプレゼンテー
ションスキル・ワークショップ，国
内外ファンド申請に係る翻訳・校
閲支援，国際学術論文支援
ワークショップ等

「基礎研究機構」における世界トッ
プレベルの研究者育成 ◀ 「基礎研究機構」における世界トッ

プレベルの研究者育成 ◀ 「基礎研究機構」における世界
トップレベルの研究者育成

若手研究者研究基盤整備 ◀ 学内ファンドによる若手研究者
支援 ◀ 学内ファンドによる若手研究者

支援

世界トップ10を目指す6分野の研究推進

指標⑤ 世界トップ10を目指す研究分野の拠点稼働

URAキャリアパスの確立による安定的支援体制の定着

指標(14) 本学に必要なURAポスト数の維持

指標(15) URAの無期雇用化

社会からの要請に根ざした新研究分野の創成

指標(７) 新研究分野の稼働

研究情報へのアクセス数向上

指標①
東工大ウェブサイト上の研究情報へのアクセ
ス数(PV)

指標②
東工大リサーチ・リポジトリ“T2R2”で公開す
る論文書誌情報の充実

英語でのプレスリリース、記者
説明会・記者懇談会等を活用し
た効果的な広報活動

◀
英語でのプレスリリース、記者
説明会・記者懇談会等を活用し
た効果的な広報活動

◀
英語でのプレスリリース、記者
説明会・記者懇談会等を活用し
た効果的な広報活動

研究情報に関する英語ウェブ
ページ(“研究ストーリー”等)の
整備・充実

◀
研究情報に関する英語ウェブ
ページ(“研究ストーリー”等)の
整備・充実

◀
研究情報に関する英語ウェブ
ページ(“研究ストーリー”等)の
整備・充実

研究内容を紹介する動画・印刷
物等コンテンツの制作 ◀ 研究内容を紹介する動画・印刷

物等コンテンツの制作 ◀ 研究内容を紹介する動画・印刷
物等コンテンツの制作

コロナ禍において本学での
ニューノーマルを含む広い研究
情報を収集し、発信

コロナ禍において本学での
ニューノーマルを含む広い研究
情報を収集し、発信

◀ 東工大リサーチ・リポジトリ
“T2R2”の論文データの充実 ◀ 東工大リサーチ・リポジトリ

“T2R2”への論文データ掲載

海外トップ教育研究機関への東
工大/“Tokyo Tech ANNEX”の紹

介による知名度向上の取組と国
際共同研究の可能性検討

◀
海外トップ教育研究機関への東
工大/“Tokyo Tech ANNEX”の紹

介による知名度向上の取組と国
際共同研究の可能性検討

◀
海外トップ教育研究機関への東
工大/“Tokyo Tech ANNEX”の紹

介による知名度向上の取組と国
際共同研究の可能性検討

海外拠点の充実と機能活用

指標③
“Tokyo Tech ANNEX Bangkok”における国際
共同研究創出

将来構想
事業終了までのアウトカム

（2021（R3）年度-2022 （R4）年度）
中間的なアウトカム

（2019（R1）年度-2020 （R2）年度）
アウトプット

（2020（R2）年度の取組）
アウトプット

（2019（R1）年度の取組）

公表 東京工業大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】

未来社会の1つの“シナリオ”に
基づいた新領域分野の具体化 ◀ 未来社会の1つの“シナリオ”に

基づいた新領域分野の具体化 ◀ 未来社会の1つの“シナリオ”を
作成

URA制度の運用開始

指標⑬ 学内研修・業績評価・職名と職階の導入

URAによる戦略策定支援体制の整備

指標⑩
戦略・戦術を検討する組織へのURAの参画・
提案

指標⑪ IR機能の強化

指標⑫ 研究分析の見える化

重点3分野の研究統括班の稼働 ◀ 重点3分野の研究統括班の稼働 ◀ 大型共同研究の充実・拡大

URAのための研究データ基盤の整備・構築
URAによる研究DX を推進する
データの整備・構築の実施 ◀ URAによる研究DX を推進する

データの整備・構築の計画 ◀
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東京工業大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 
 

事業実施計画 

年度 
2018 

（H30） 

2019 

(H31/R1) 

2020 

（R2） 

2021 

（R3） 

2022 

（R4） 

2023 

(R5) 

将来

構想 

事業終了まで 

のアウトカム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

国
際
競
争
力
の
高
い
研
究
を
行
う
大
学 

 

研究活動の認

知度向上 

研究情報へのアクセス

数向上 

英語でのプレスリリース、記者説明会・記者懇談会等を活用した効果的な広報活動 

研究情報に関する英語ウェブページ(“研究ストーリー”等)の整備・充実 

研究パンフレ
ット”TOKYO 
TECH 
RESEARCH 東
工大の研究
力”更新 

研究内容を紹介する動画・印刷物等コンテンツの制作 

 
コロナ禍において本学でのニューノーマルを含む広い研究情報
を収集し、発信 

東工大リサーチ・リポジトリ
“T2R2”への論文データ掲載 

東工大リサー
チ・リポジト
リ“T2R2”の
論文データの
充実 

 

指標①：東工大ウェブサ

イト上の研究情報への

アクセス数(PV) 

 
日本語・英語
ともに、2017
年度比 10%増 

    

指標②：東工大リサー

チ・リポジトリ

“T2R2”で公開する論

文書誌情報の充実 

 
未登録情報の
追加 2,000件 

論文書誌情報
の 10,000件
修正（DOI入
力） 

   

  
海外トップ教育研究機関への東工大/“Tokyo Tech ANNEX”の紹介による知名度向上の取組と
国際共同研究の可能性検討 

指標（１）：研究活動の認知度     

QSランキング
における
academic 
reputationス
コア 85以上 

 

国際共同研究

の拡大・定着 

海外拠点の充実と機能

活用 

“Tokyo Tech 
ANNEX 
Bangkok”を
拠点とする活
動と新拠点開
設準備・候補
地の調査交渉 

“Tokyo Tech ANNEX Bangkok” “Tokyo Tech ANNEX Aachen”における国際共
同研究開拓 

新拠点候補地の調査・交渉 
新拠点設置準
備 

新拠点設置 

         （渡航延期次年度以降に実施の可能性も含む） 

指標③：“Tokyo Tech 

ANNEX Bangkok”におけ

る国際共同研究創出 

  
5件程度

（2018-2020
年度合計） 

   

 
国際共同研究促進のための教員派遣・外国人研究者招へい支援（渡航延期次年度以降に実施の可
能性も含む） 

  Tokyo Tech World Research Hub Initiative（WRHI）における活動 

指標（２）：“Tokyo Tech ANNEX”の設置     3拠点   

指標（３）：国際共著論文比率     35%以上  

研究環境の国際化 

学内規則・学内文書等の英文化促進 

英語による学位課程の実施  

学内保育所を活用した女性研究者支援  

ベビーシッター派遣支援事業による女性研究者支援 

指標（４）：外国人教員比率(フルタイム

勤務者) 
    8%以上維持  

指標（５）：大学院の外国人留学生比率     20%  

指標（６）：女性教員比率(専任教員)     10%  
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年度 
2018 

（H30） 

2019 

(H31/R1) 

2020 

（R2） 

2021 

（R3） 

2022 

（R4） 

2023 

(R5) 

将来

構想 

事業終了まで 

のアウトカム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

質
の
高
い
研
究
を
生
み
出
す
大
学 

社会からの要

請に根ざした

新研究分野の

創成 

未来社会のデザインを通

じた新研究分野創成のス

キーム確立 

未来社会実現
のための科
学・技術抽
出、新学術領
域提案のため
のフレームワ
ーク策定 

未来社会の１
つの“シナリ
オ”を作成 

未来社会の“シナリオ”に基づいた新研究分野の具体化 

 新しい未来社会像の検討・“シナリオ”作成の継続 

指標④：新研究分野創成

のスキーム確立 
  

未来社会の１
つの“シナリ
オ”を作成す
ることを通じ
たスキーム確
立 

   

 

「オープンイ
ノベーション
機構」の機能
検討・設置 

大型共同研究
の充実・拡大 

重点 3分野の研究統括班の稼
働 

  

指標（７）：新研究分野の稼働     
新研究分野の
稼働開始 

 

新規・融合研

究領域開拓の

しくみ定着 

世界トップ 10を目指す 6
分野の研究推進 
重点分野 
“新・元素戦略” 
“ディジタル社会デバイス・シ
ステム” 
戦略分野 
 “Cyber Physical & Social 
Systems (CPS2)” 

“ディジタル社会デバイス・
システム”“CPS2”の研究領域
調査 

“新・元素戦略”“ディジタル社会デバイス・システム”
“CPS2”の「研究統括班」稼働 

世界トップ 10を目指す 6
分野の研究推進 
重点分野 
“統合エネルギー科学”  

 
“統合エネルギ
ー科学”の研究
領域調査 

“統合エネルギー科学”の「研究統括班」稼働 

世界トップ 10を目指す 6
分野の研究推進 
戦略分野 
“Sustainable Social 
Infrastructure (SSI)” 
“Holistic Life Science 
(HLS)” 

 
“HLS”の政
策調査 

“SSI”の研究
領域調査, 
“HLS”研究統
括設置 
 

“SSI”“HLS”の拠点化 
（“SSI“拠点戦略策定、“HLS“大型研究獲得に
向けての策定） 

指標⑤：世界トップ 10 

を目指す研究分野の拠点

稼働 

  
3分野の「研究
統括班」稼働 

   

異分野融合研究支援の充

実 

“TokyoTech CollaboMaker”活用による学内異分野連携創出 

“Tokyo Tech 
Research 
Festival 
2018”異分野
融合のための
学内イベント
開催 

“Tokyo Tech 
Research 
Festival 
2019”異分野
融合のための
学内イベント
開催 

“Tokyo Tech 
Research 
Festival 
2020”異分野
融合のための
学内イベント
開催（オンラ
イン実施） 

“Tokyo Tech 
Research 
Festival 
2021”異分野
融合のための
学内イベント
開催（オンラ
イン実施） 

“Tokyo Tech Research 
Festival”の継続的開催 

異分野連携の
アイデアの市
場調査 

    
 

異分野融合テ
ーマ創出のた
めの人文系教
員・URAワーク
ショップ開催 

    

 

学内ファンド
による異分野
融合研究支援
制度の見直
し・充実 
 

学内ファンドによる異分野融合研究支援 

指標⑥：異分野融合研究

支援によるプロジェクト

創出数 

  
10件(2019-
2020年度合
計) 

  

 

指標（８）：研究ユニットの継続的な創

出 
    2件/年  

指標（９）：異分野融合大型テーマの創

出 
    

10件(2018-
2022年度合
計) 
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年度 
2018 

（H30） 

2019 

(H31/R1) 

2020 

（R2） 

2021 

（R3） 

2022 

（R4） 

2023 

(R5) 

将来

構想 

事業終了 

までのアウ

トカム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

質
の
高
い
研
究
を
生
み
出
す
大
学
（
続
き
） 

基礎研究の強

化 

基礎研究の推進 

URAによる外部資金獲得支援(外国人向け含む) 

科研費研究計画調書レビュー(外国人向け含む) 

国際学術論文
執筆ワークシ
ョップ 

国際学会にお
けるプレゼン
テーションス
キル・ワーク
ショップ，国
内外ファンド
申請に係る翻
訳・校閲支
援，国際学術
論文支援ワー
クショップ等 

国内外ファンド申請に係る翻訳・校閲支援，国際学術論文支援
ワークショップ 
 

「基礎研究機
構」の機能検
討・設置 

「基礎研究機構」における世界トップレベルの研究者育成 

学内ファンドに
よる若手研究者
支援制度の見直
し・充実 

学内ファンドによる若手研究者支援 

指標⑦：科研費課題の採択

率 
 

全国採択率
+5％以上を維
持 

    

指標⑧：「基礎研究機構」に

おける若手研究者支援数 
  

47名 
(2018－2020
年度合計) 

   

指標⑨：学内ファンドによ

る若手研究者支援の拡大 
  

38件 
(2019-2020年

度合計) 
   

指標（１０）：Top10%論文数の割合(Q値)      15%  

指標（１１）：若手教員比率(専任教員)     33%  

研究基盤の整備 分析機器・工作設備等の研究設備共用 

指標（１２）全学に共用化された研究設備数     650設備  

戦
略
的
な
研
究
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
実
践
す
る
大
学 

URAによる戦

略策定支援

体制の定着 

URAによる戦略策定支

援体制の整備 

論文データベース・分析ツールを用いた研究力強化のための分析 
世界大学ランキング調査・ベンチマーク対象大学調査 
政策等動向調査 
外部資金獲得状況等の分析とリサーチマップ充実 
URAの情報活用 IR室参画によ
る戦略立案支援・新規融合領域
提案 

URAの IR室 情報活用による戦略立案支援・新規融合領域提案 
 

指標⑩：戦略・戦術を 

検討する組織への URA

の参画・提案 

 

研究・国際・
広報戦略の検
討会議への URA
配置・提案 

    

指標⑪：IR機能の強化   
IRに基づく分
析結果を年度
計画へ反映 

   

指標⑫：研究分析の見

える化 
 

研究戦略に活
用されるリサ
ーチマップの
作成 

    

指標（１３）：URAによる大学の戦略への

提案 
    

「戦略統括会
議」で URA提案
の戦略の採用 

 

URAキャリア

パスの確立

による安定

的支援体制

の定着 

URA制度の運用開始 

URA等の研修参加及び学内外イベントにおける情報収集・活動発信・ネットワーキング 
URA制度の設
計・業績評価
試行導入 

URA制度設計・職種と職階の整備・業績評価の本格実施 
 

 

指標⑬：学内研修・ 

業績評価・職名と職階の

導入 

 
就業規則等の
学内関連規則
の改正 

    

 

URA人件費等の
確保に向けた
「戦略的産学連
携費」の導入 

「戦略的産学連携経費」の運用 

指標（１４）：本学に必要な URA ポスト

数の維持 
    34名程度  

指標（１５）：URAの無期雇用化     10名程度  

URAのため

の研究デー

タ基盤の整

備・構築 

   

URAによる研
究 DXを推進
するデータの
整備・構築の
計画 

URAによる研
究 DXを推進
するデータの
整備・構築の
実施 
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「研究大学強化促進事業」令和３年度フォローアップコメント 

機
関
名

フォローアップコメント

電
気
通
信
大
学

○URA を「ネットワーク型 URA」と位置付け、学内外の諸活動におけるネットワーク形

成に重点化を図る仕組みを構築したことは評価できる。

○コロナ禍での共同研究収入の落ち込みを受け、大学独自の新技術フェアの開催

やインターネットを活用した企業との連携等に取り組んだことは評価できる。

○今後、URA の無期雇用者数の拡大を図るとともに、Top10％論文率や博士課程修

了者数・若手教員（専任教員）数の増加に向けた取組の一層の強化が望まれる。
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令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況と今後の事業展開について 

 

 
 

将来構想の達成に向けた現状分析 

将来構想１【D.:ダイバーシティ（多元的多様性）を推進する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

◆令和２年度フォローアップ結果において、以下のような好評価を受けている。 

・多くの指標が成果目標数に向かって増加しており、全体として順調に進捗していると判断される。 

・学内における戦略策定機能を統合・集約した「D.C.& I.戦略推進会議」は、学長のリーダーシップ

の発揮により、特色のある研究力の強化が期待される。 

 

これらのコメントを受けて、学長のリーダシップにより、本学の強みと特徴をより際立たせた戦略的 

な取組みを強化し、成果目標に向かって更に推進するために、「UECビジョン～beyond2020～」を策定し 

た。 

本ビジョンにおいては、我が国が目指すべき未来社会の姿として提唱されている Society5.0を「共創 

進化スマート社会」と定義し、①その実現拠点となること、②自らも共創進化スマート大学となるこ 

と、③そのための戦略としてあらゆる活動を D.C.&I.戦略に基づき遂行すること、を宣言した。 

  ＜UECビジョン～beyond2020～（抜粋）＞ 

（共創進化スマート社会の実現拠点） 

１．世界的な教育・研究機関として共創進化スマート社会の実現拠点となります 

（共創的進化の実践） 

２．自らも共創進化スマート大学となります 

（D.C.&I.戦略と知の好循環形成） 

３．あらゆる活動に対してD.C.&I.戦略を実践し教育・研究・人材の循環拠点を形成します 

  ＜UECビジョン～beyond2020～＞ 

   https://www.uec.ac.jp/about/mission/uecvision.html 

 

  本ビジョンを踏まえた更なる研究力強化策を推進するため、以下のような体制強化を行っている。 

・「D.C.&I.戦略推進会議」に設置されている１～10の課題別タスクフォースのうちの「K7：タスクフ

ォース（研究力強化）」の下に、「ポスト研究大学戦略プロジェクトチーム」を設置し、本事業終了

後をにらんだ更なる研究力強化策の検討を開始。 

・「研究戦略推進室（室長：学長、URAを配置）」に、新たに、室長補佐のポストを設け、研究・産学官

機関名 電気通信大学  

統括責任者 

役職 学長 

実施責任者 

部署名・役職 理事（研究・産学官連携戦略担当） 

氏名 田野 俊一 氏名 小花 貞夫 

令和２年度（2020年度）フォローアップ結果 

〇多くの指標が成果目標数に向かって増加しており、全体として順調に進捗していると判断される。 

○産学連携センターに設置された「エクステンション推進室」は、教育と研究とイノベーションの三位

一体の実践のモデルケースとして期待される。 

○学内における戦略策定機能を統合・集約した「D.C.& I.戦略推進会議」は、学長のリーダーシップの

発揮により、特色のある研究力の強化が期待される。 
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連携業務に係る管理職経験者を学長・理事の特命スタッフ職として配置することにより、執行部の

研究戦略立案・遂行機能を強化。 

  また、上記 UECビジョンの「２．自らも共創進化スマート大学となります」を具現化する施策として、

2020年度から①パワーマップ DBの構築、②事務のデジタル化（効率化）、③附属図書館 Agoraにおけるプ

ラットフォーム構築の３要素で構成する「デジタル情報基盤整備」を進めている。 

このうちの①パワーマップ DBの構築について、研究分野や専攻ごとの研究者数、外部資金獲得金額、論

文数を可視化した「研究パワーマップ 2020版」を作成した。これを踏まえて、今後「D.C.& I.戦略推進会

議」の下の「K1:教員人事見直しタスクフォース」や教員系人事調整委員会等で検討を行い、人事施策に反

映させることとしている。 

  ＃②事務のデジタル化（効率化）、③附属図書館 Agoraにおけるプラットフォーム構築については、将来 

構想２において記述する。 

 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

＜各指標等の分析と取組み＞ 

◆「事業終了までのアウトカム」「中間的なアウトカム」に係る各指標の実績を見ると、大学院博士課程修了

者数に引き続き課題がある。そのため、これまでも母数となる博士入学者の増大を図るため、中間的なア

ウトカムに「博士人材獲得増強基盤の確立」を掲げ、多様な受入れパスの整備に向けた取組みを鋭意実施

してきたところであるが、更にその取組みを強化し、産学連携戦略、国際戦略、人事戦略などと一体とな

って以下のように進めることとしている。 

 

 １）「連携教育部」の抜本的整備・拡充 

現在の大学院研究科への企業からの客員教員招致の仕組みを抜本的に見直し、以下の点を骨子とす 

る整備・拡充案を策定し、2022年４月から実施することとしており、2021年度アウトプットとして設

定した。本制度は、教育・研究・イノベーションの三位一体推進を具現化する制度としても意義ある

ものと考えている。 

・「連携研究室制度」を新設し、企業名を冠することを可能とする。 

・2021年 8月現在６機関８名のところ、10機関 20名程度で運用開始し、将来的には 15機関 30名程 

 度に拡充する。 

   ・現在一部専攻等で運用している同制度を全専攻に拡張。 

・連携先については、共同研究や社会人 Dr.派遣の可能性を含めて選定。 

・教員招致（連携教員の受入れ）にあたっては、クロスアポイントメント制度も積極的に活用。 

   ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

     ・連携教育部整備・拡充計画の策定 

 

 ２）留学生受入れの強化 

国費留学生の優先配置プログラム（2019年度採択１件、2020年度採択１件）、JICA研修員制度（2021

年度契約締結、2022 年 10 月から博士学生受入れ開始予定。）、国際交流協定締結機関との学生交流プロ

グラム等を通じて、博士課程への留学生受入れの拡充・強化を図ることとしている。 

今後新型コロナの影響が沈静化するに従い、年間 20 名程度の博士課程留学生の増を見込んでいると

ころである。 
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３）教員人事の見直しによる博士後期課程修了者へのキャリアパス拡充 

  新たな任期付若手助教採用システムの導入を検討しており、2021年度アウトプットとして設定した。 

   ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

     ・教員人事見直しタスクフォースによる新たな若手登用システムの構築 

  本制度では、博士後期課程修了直後程度の若手をターゲットとしており、テニュアトラック制度は適

用せず、５年任期により定常的に若手教員を採用しつづけることを目指している。2022年度からの運用

開始を予定しており、大学院博士後期課程修了者のキャリアパス拡充に資するものと考えている。 

 

４）「次世代研究者挑戦的研究プログラム」による博士学生の支援強化  

2021年 8月採択決定した同事業を通じ、博士後期課程学生に対する生活支援、研究指導やキャリア形

成支援の強化を実施し、博士課程進学のモチベーション向上につなげる。 

 

◆クロスアポイントメントについては、成果目標延べ 15 件に対して、2020 年度実績が延べ６件に留まって

いるが、これまで１人→４人→６人と年々着実に増加しており、クロスアポイントメント制度は学内で定着

しつつある。上述の「連携教育部」の抜本的整備・拡充（企業等連携教員へのクロスアポイントメント制度

の適用）などを通じて、制度の定着をより一層加速し、目標値を達成したい。 

 

◆若手教員数、外国人専任教員数、女性研究者数については、残り２年間での成果目標の達成に向けて以下

のような人事施策を実施しているところである。 

 １）令和２年度に女性限定公募を実施し、2021年４月１日付けで１名採用。 

 ２）学長裁量ポストを活用した新たな登用システム（間接経費による承継職員の採用）により、１名の外

国人教員（准教授）を 2021年 4月 1日付けで採用。 

 ３）2022年度以降も、外国人限定公募、女性限定公募を実施して、継続的な採用を加速する。 

 ４）新たな任期付若手助教採用システムを検討中であり、2021年度中に構築、2022年度から運用開始の予

定である。本制度では、Dr.修了直後程度の若手をターゲットとしており、テニュアトラック制度は適用

せず、５年任期により定常的に若手教員を採用しつづけることを目指している。（再掲） 

 ５）若手研究者の育成・活躍機会の創出及びキャリアパス形成のため、競争的研究費において雇用される 

若手研究者が自発的な研究活動等に従事することを可能とする制度（令和２年６月 12日学長決定）を構

築した。 

 

＜新型コロナウイルスへの対応＞ 

◆本学では、長期化するコロナ禍の中で、定常的な教育研究活動を維持するとともに、ニューノーマルにお

ける教育研究活動の活性化を図るため、昨年度立ち上げた危機対策本部（本部長：学長）において、めまぐ

るしく変化する諸情勢への対応を迅速に行っている。多様な人材登用にも資する取組みとして、2020年度か

ら運用している「在宅勤務制度」を規程化し、その諸手続・運用細目（Q&A）などを明確化し、同制度の利用

促進を図っている。 
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将来構想２【C.:コミュニケーション（深い相互理解、相互触発、連携・協働）を推進する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

 

◆令和２年度フォローアップ結果において、「多くの指標が成果目標数に向かって増加しており、全体と

して順調に進捗していると判断される。」とのコメントを受けて、以下のようにこれまでの取組みを継

続・発展させている。 

 

 １）本事業に係る令和２年度第３次補正予算による「MIRAIプロジェクト」にコア機関として参画し、分

野や機関の枠を超えた研究者の連携を推進する DXプラットフォームの構築を進めている。 

 ＜2021年度アウトプットの追加＞ 

  ・分野や機関の枠を超えた研究者の連携を推進する DXプラットフォームの構築 

 

 ２）「MIRAIプロジェクト」にも繋がる学内研究者の組織化をより一層加速するための取組みを以下のと

おり実施している。 

  ①自己財源（運営費交付金機能強化経費：法人運営活性化支援分）による研究の連携・統合化支援 

既存概念にとらわれない境界・融合領域の創造に向けて、研究の連携・統合化等を支援するプロジ

ェクトを実施。 

（2020年度）６件 ４千万円強  （2021年度）８件、４千万円強 

 

②オンラインツールを活用した学内研究者の交流サイトの立ち上げ（検討中） 

研究者同士、あるいは研究者と URAの何気ないコミュニケーションを誘発することで、テレワーク

で生じる研究者のストレス軽減、孤立しがちな若手研究者の横連携の促進、新たな研究支援ニーズ、

研究交流の可能性の探索はもとより、本学の研究戦略「D.C.&I.」を実現する RIer（研究インテグレ

ータ）を輩出するための土壌となるよう、既存の「COMPASS」（COMmunication Platform for Advanced 

Science & Sustainable society：リアルな学内交流イベント）をリニューアルし、Slackと組み合わ

せた新たなオンライン交流サイトを構築中である。（2021年度中に運用開始予定） 

 

  ③学内版クロスアポイントメント制度の創設～教育研究職員の配置に関する細則の制定～ 

    大学院研究科の複数専攻において学生指導を可能とするための教員配置に関する規程整備（2021

年７月 14日施行）を行った。教育面でも専攻をまたがった教員の連携関係を構築することで、より

一層の研究面での組織化の促進にも資するものと期待している。 

 

 ３）安全保障輸出管理の強化 

組織連携・研究の統合化を促進する上でのバックヤード強化として、昨今の複雑な国際情勢も踏ま

えて必要性が増している、安全保障輸出管理の体制を強化している。 

2019年７月に新規採用した専任の URA（輸出管理マネージャー）を中心として、2021年１月付けで

学内の関連規程等を見直し・再構築し、学内相談体制を強化するとともに、多摩地域大学等安全保障

輸出管理ネットワークの立ち上げ、経産省輸出管理アドバイザー就任など、各機関とのノウハウ共

有、専門人材の安定確保に向けたネットワーク活動に注力・牽引している。 

＜2021年度アウトプットの設定＞ 

・ネットワーク活動を通じた研究コンプライアンス強化（多摩地域大学等安全保障輸出管理ネッ 

トワークの主催など） 

 

 ４）研究設備センターにおける基盤的設備の遠隔化・自動化 

after/withコロナの状況においても、学生、教員が基盤的な研究設備を安心・安全に利用できるよ

うに、研究設備の遠隔化・自動化を進めている。これまでに既存 11設備及び新規２設備の遠隔化、自

動化を完了しており、2021年度内に更に既存４設備について実施する予定である。 
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また、2021年 2月文部科学省「マテリアル先端リサーチインフラ事業」の採択を受けて、2021年度

からスポーク機関として、産学官の高品質なマテリアルデータの戦略的な収集・蓄積・流通・利活用

に加えて、マテリアルデータが効率的・継続的に創出・共用化されるための仕組み・プラットフォー

ムを整備する事業に参画している。 

＜2021年度アウトプットの設定＞ 

・大型設備・基盤設備の遠隔化・自動化とマテリアルデータ創出・共有化の推進 

 

 ５）若手研究者を対象とした論文投稿料支援金額の見直し 

研究活性化支援システム（学内競争的資金）の「若手論文投稿支援制度」において、高額なオープ

ンアクセス費用等に対応するため、2021年度から支援額の上限を１件当たり 10万円から 15万円に見

直している。 

 ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

・論文投稿料及び英文校正料の支援（若手研究者を対象とした論文支援に係る金額を１件あたり 

10万円→15万円上限に見直し） 

 

６）学内デジタル情報基盤整備の推進 

 前述の「UECビジョン～beyond2020～」に掲げる「2.自らも共創進化スマート大学となります」を具現

化する取組みとして、以下の様なデジタル情報基盤整備を進めている。 

① パワーマップ DBの構築：前述（将来構想１－①） 

② 事務のデジタル化 

研究者の研究時間確保に資する事務手続きのデジタル化として、2020年度中に電子決裁・電子申請

システムを導入した。2021年度中の本格稼働に向けて、現在鋭意実装に向けた構築作業を進めている

ところである。 

③ 附属図書館 Agoraにおけるプラットフォーム構築 

   UEC Ambient Intelligence Agora（AI研究と融合した附属図書館の次世代アクティブラーニングス 

ペース）において、学内外の他の教育研究環境等にも応用が期待できる先進的な事例とすべく、コロナ

対策を例題とした「データ・機能・ビッグデータ解析・AIの連携プラットフォーム」の構築を進めてい

る。具体的には、附属図書館入口に「サーマルカメラ＆ゲート連携・可視化システム」を設置し、在館

人数（混雑度）を現場のサイネージにわかりやすく表示できるようにした。現在、インターネットから

も閲覧できるよう、学内でテスト運用中である。 

 

 ７）ネットワーク型 URAの機能強化 

   本学 URAは、つなぐ機能による新たな価値創造を目指す「ネットワーク型 URA」として学内外の様々

な諸活動を展開してきた。 

    ＜新たに実施したネットワーク活動の実績（例）＞ 

     ・RA協議会副会長就任 

     ・多摩地域大学等安全保障輸出管理ネットワークの立ち上げ（再掲） 

     ・調布スマートシティ協議会の設立（幹事会メンバーとして参画） 

     ・MIRAIプロジェクトコアチームメンバーとしての参画 

     ・RA協議会第７回年次大会でのセッション企画「ニューノーマル社会に向けた組織的産学連携

を本格化させる方策とは？～レジリエントなセクター間連携強化への処方箋、産学連携と DX

～」 

   本事業も残り２年となった今年度においては、「ネットワーク型 URA」を定着させ、今後に向けて更

に機能強化していくために、URA就業関係規程の見直しを実施した。 

   これまで任期付の特任教員職であったものを、テニュア職として位置づけ、新年俸制適用の教員職

に準じた無期雇用とすることにより、安定的なポストの提供と厳正な評価制度に基づく業績に応じた

処遇を可能とするよう就業規程整備の見直しを実施しているところである。（10月１日付施行を予定） 
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   ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

    ・URAの内在化に向けた URA就業関係規程等の整備 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

＜各指標等の分析と取組み＞ 

◆「事業終了までのアウトカム」「中間的なアウトカム」に係る各指標の 2020年度実績を見ると、本将来構

想の実現に向けて、順調に進捗しているものと認識している。 

○「研究インテグレーションプラットフォームを通じた新規プロジェクト数」は、成果目標の延べ 20件に

対して、2020 年度時点で延べ９件であり、ほぼ半数の達成状況であるが、「中間的なアウトカム」とし

て設定した「研究インテグレーションプラットフォームの構築」は当初計画値を上回って達成している。

2020年度以降自己財源（運営費交付金機能強化経費：法人運営活性化支援分）により、既存概念にとら

われない境界・融合領域の創造に向けて、研究の連携・統合化等を支援するプロジェクト（年間 4千万

円強）の支援を強化している。また、本事業の令和２年度第３次補正予算による「MIRAIプロジェクト」

にもコア機関として積極的に参画し、分野や機関の枠を超えた共同研究支援 DXに取り組んでおり、今後

２年間で成果目標は十分に達成可能と考えている。 

 

○科研費の採択状況については、新規採択率は成果目標値の 40％には届いていないが、全国平均に比べれ

ば絶えず高いレベルをキープしており、かつ獲得金額は上昇している。特に、４年連続で基盤研究（S）

が新規採択されるなど大型種目の採択が順調に増えており、事業終了時アウトカム各指標の上位概念で

ある「組織連携の拡大による研究力強化」という観点での成果は十分に上がっているものと考えている。

今後は、引き続き、審査員経験者等による申請書の事前チェックなどの取組みに加えて、URA による戦

略的な獲得支援の取組みを強化することにより各申請書のクオリティを更に向上させていきたい。 

 

 ＜年度別科研費採択率＞     

 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

本学 36.7％ 36.9％ 36.6％ 35.4％ 35.5％ 37.6％ 36.3％ 34.0％ 

全国平均 27.3％ 26.9％ 26.5％ 26.4％ 25.0％ 24.9％ 28.4％ 27.4％ 

＜年度別科研費採択金額＞                          （金額単位：千円） 

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

622,850 644,760 667,510 650,750 651,600 717,670 765,570 769,277 

 ＜基盤研究（S）採択状況＞ 

     ・2018：１件（うち新規１件） 50,440千円 

     ・2019：２件（うち新規１件） 79,300千円 

     ・2020：３件（うち新規１件）102,050千円 

     ・2021：４件（うち新規１件）132,990千円 

 

○グローバルアライアンスラボによる学生・研究者交流数は、2020年度実績が対前年度比大幅減となって

いるが、これは新型コロナウイルスにより国際的な人の往来に制約が生じたためであり、オンラインツ

ールの活用等により、影響を最小限にとどめるよう工夫して取り組んでいる。2019年度時点で既に成果

目標値 95 名に対して実績値 104 名とクリアしており、国際的組織連携の進捗度という点において成果

目標は十分に達成しているものと考えている。 
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＜新型コロナウイルスの影響と対応策＞ 

◆上記のとおり、各指標の達成状況は順調に推移しているが、2020年度以降のアウトプットとして計画して

いた、著名研究者招へい事業、研究者交流（派遣・招へい）、若手教員の海外研修等の国際的な人の往来に

は大きな障害が生じている。2020年度においては、学内公募は実施したが、研究者交流等を実施すること

はできず、計画していた予算額は、翌年度に繰り越した。（対応する 2020年度アウトプットは別紙ロジッ

クツリーのとおり修正） 

2021年度において、繰越し予算分も含めて、同事業を実施すべく準備を進めているが、最終的に派遣・招

へい等が実現できるかどうかは未だ不透明な状況が続いており、上期終了時点の状況を見て、今後の事業

計画を見直すこととしている。 

 

◆本格的な人の往来の解禁には時間がかかると予想されるため、それまでの間は上述したような様々な研究

基盤整備等の取組みを強化するとともに、オンラインツールを活用して、以下のような国際会議・セミナ

ーを開催しているところである。 

 ○The 7th UEC Seminar in ASEAN,2020（2020年 11月 21日） 

UEC ASEAN 教育研究支援センター主催行事として、ASEAN 地域において拡大してきた協定機関との

関係を継続・深化させ、教育研究連携を更に促進するため、2015年から毎年開催しているもので、今

回は、本学・ECTI(Electrical Engineering/Electronics, Computer, Telecommunications and 

Information Technology) Association・インドネシアのバンドン工科大との共催で第７回目となる。 

今回の Seminarは"Collaboration implementation and Study at UEC"をテーマとし、今まで構築

したネットワークを活かしたコラボレーションの強化と本学への留学促進を目指して、産業界や政

府機関等との連携活動について講演や、さくらサイエンスプラン、国費留学生特別プログラム

（MICH）や短期交換留学プログラム（JUSST）といった本学の国際教育活動の紹介等を行った。 

 

 ○The 2nd ECTI-UEC WS on Energy and AI（上記 UEC Seminar in ASEANと同日開催） 

 ECTI Associationとの共同により、ASEAN地区や電通大における AI関連分野の著名研究者による

ワークショップを 2019年から開催している。 

 今回は、主に Energyと AIに関する 10件の招待講演と ASEANと電通大の学生を中心に 24のポス

ター発表を実施した。 

 上記セミナーと併せて過去最大の延べ 150名以上の参加があり、今後も ASEAN地区の協定校を中

心に研究協業、教育協業を継続して進めていくことを共有している。 

 ＜両セミナー開催概要＞ 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2020/20201224_2986.html 

 

○The Irago Conference 2020（Interdisciplinary Research and Global Outlook）の VR開催（2020.11.11） 

 本学では、従来から毎年、若手研究者育成と異分野融合を２本柱とした国際カンファレンスを開催し

てきた。近年は、ネイチャーやサイエンスの協賛を得て、スーパーサイエンスハイスクールの教員・高

校生も招いて開催している。 

 2020年度は、コロナ禍の状況を踏まえ、VR（バーチャルリアリティ）を使った臨場感のあるリモート

国際会議として実施した。メインテーマは”LIVING with COVID-19”として、インド及び中国から大学、

研究所、産業界、国連機関など様々な組織の７人の講演者を招待し、また若手研究者、大学院生を中心

に 73件のポスター発表があり、将来有望な若手研究者にとって、世界的著名な研究者と触れ合うととも

に、異分野研究者とも出会う貴重な機会となった。 
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 ＜開催概要＞ 

https://iragoconference.jp/ 

協賛：シュプリンガー・ネイチャー、Nikon、JSEC（Japan Science & Engineering Challenge）等 

 

将来構想３【I.:イノベーションを持続的に創出する大学】 

① 令和２年度(2020年度)フォローアップ結果への対応状況 

◆令和２年度フォローアップにおいて、以下のような好評価を受けている。 

・多くの指標が成果目標数に向かって増加しており、全体として順調に進捗していると判断される。 

・産学連携センターに設置された「エクステンション推進室」は、教育と研究とイノベーションの三位 

 一体の実践のモデルケースとして期待される。 

・学内における戦略策定機能を統合・集約した「D.C.& I.戦略推進会議」は、学長のリーダーシップの 

 発揮により、特色のある研究力の強化が期待される。 

 

 このコメントを受けて、これまでの実績を踏まえて以下の様な取組みを展開している。 

 

１）共創進化スマート社会実現拠点に向けて 

  国内外の多様な民間企業との共同プロジェクト「柔軟で安心な「場」と多様な幸せのカタチを実現する

Flexインフラに関する調査研究」に参画している。この調査研究は、2021年１月、JST「ムーンショット

型研究開発事業：新たな目標検討のためのビジョン公募（ミレニア・プログラム）」に「人間知×機械知×自
然知による Flexインフラで、柔軟で安心な「場」と多様な幸せのカタチを」をキャッチフレーズとして応

募し、採択されたものである。本プロジェクトは、これまで実施してきた JST未来社会創造事業「機械・

人間知とサイバー・物理世界の漸進融合プラットフォーム」や、現在進行中の東京都大学研究者提案事業

「AIと IoTにより認知症高齢者問題を多面的に解決する東京アプローチの確立」と併せて、上述した UEC

ビジョンの「1.世界的な教育・研究機関として共創進化スマート社会の実現拠点となります」を具現化す

る施策として、実施しているものである。 

  ＜プロジェクト概要（プレスリリース）＞

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210129_3079.html 

 

２）エクステンションプログラム推進体制の更なる強化 

組織連携企業を対象とした社員教育プログラム３件を実施するとともに、文部科学省データ関連人材育

成プログラムを契機とした新たな独自プログラム『ゼロから始めるデータサイエンティスト養成講座』を

構築している。更に、教育・研究・イノベーションの三位一体推進体制の更なる強化に向けて、新たなエ

クステンションプログラムのマーケティングを含めて、持続的な推進体制を確立するための独立組織の設

置について検討を進めている。 

 ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

  ・持続的エクステンションプログラム推進体制の構築 

 ＜実施実績＞ 

  ・2020企業向け社員教育プログラム：３件・8,232千円 

  ・『ゼロから始めるデータサイエンティスト養成講座』 

    （2021春夏コース）受講者 15名×＠550千円＝8,250千円 

※2021秋冬コースについても現在実施計画策定中。 

 

３）PI人件費計上ルール（インセンティブ向上）の策定 

共同研究等の産学連携活動に従事する教員のインセンティブ向上に資するよう、直接経費に計上した 
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PI人件費の一部を給与として受給又は研究費として配分できる制度を構築し、2021年度から適用するこ

ととした。 

 

４）ネーミングライツ契約の締結 

2019年度に対象施設等をあらかじめ特定しない本学独自のネーミングライツ制度を整備しており、３

社との間で、国立大学トップクラスとなる契約実績（2021年 8月現在契約累計額：約５千万円弱）を挙

げている。なお、このうちの１件は、後述する調布スマートシティ協議会の共同設立メンバーとの契約

であり、総合的な地域産学官連携活動により財源の多様化が図られている。 

 

５）本学の研究成果を活用した地域課題解決への貢献 

  本学研究成果の実用化を加速するため、また新型コロナウイルス対策への貢献の観点からも、以下の

ような地域課題解決への取組みを強化しており、2021年度アウトプットとして設定した。 

    ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

     ・調布スマートシティ協議会等を通じた地域課題解決への貢献 

①「調布スマートシティ協議会」の設立 

産学官民の協働により、調布市が抱える社会的課題を解決し、持続的に進化し続ける「共有価値創造

型スマートシティ」の構築を目指す標記協議会を 2021年 6月 24日付けで設立した。 

（設立団体） 

・調布市 ・本学 ・特定非営利活動法人調布市地域情報化コンソーシアム（CLIC） 

・アフラック生命保険株式会社 

（具体的活動内容） 

・人の密集度合いを可視化するセンサーを活用したニューノーマルへの対応 

・市民向けの健康管理アプリケーションの開発を含むヘルスケアサービスの拡充 

・地域人財育成に繋がるワークショップ等 

  ＜協議会 HP＞ 

https://chofu-sc.jp/ 

   ＜プレスリリース等＞ 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210624_3488.html 

https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1624336100077/index.html 

 

②三鷹市との CO2計測による行動変容に関する実証実験の覚書（2021年６月 22日締結） 

三鷹市と覚書を締結し、公共施設内の CO2濃度のデータを収集および分析し、施設ごとの人の移動と

CO2濃度の変化の特徴を見つけ出して、適切な時間帯に換気を行うことで、新型コロナウイルス感染症対

策につなげるための実証実験を開始している。 

https://www.city.mitaka.lg.jp/c_press/092/092193.html 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210628_3503.html 

 

６）研究・産学連携広報の推進 

これまで実施してきた「産学官連携 DAY」をリニューアルしてオンライン開催、新たな産学官連携イベ

ント「新技術紹介フェア」の企画・開催、研究プレスリリースの積極的展開などの研究・産学連携広報の

ほか、京王線調布駅における副駅名の設定及び京王バスの車両広告など一般的知名度の向上策も展開して

いる。 

 

② 現状の分析と取組への反映状況 

＜各指標等の分析と取組み＞ 

◆「事業終了までのアウトカム」「中間的なアウトカム」に係る各指標の実績を見ると、2019 年度までは全

般的には順調に推移してきたが、2020年度はコロナウイルスの影響により、後述するように共同研究等収
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入に落ち込みが生じている。2021年度に入って回復基調となっているが、目標値達成に向けては、コロナ

の状況を踏まえた更なる取組み強化が必要と認識している。 

 

 ○共同研究については、2019年度までは年々右肩あがりに増大してきたが、2020年度実績では新型コロナ

ウイルスの影響により落ち込みが生じている。2021 年７月現在では 2019 年度の同時期に近いところまで

回復基調が見えて来ているが、更なる強化が必要であり、MIRAIプロジェクトによる共同研究支援 DXをは

じめとした URA主導による新たな共同研究プロジェクトの企画・提案、研究・産学連携広報の展開を強化

することとしている。 

 

○共同研究講座の開設には至っていないが、コロナ前の 2019 年度までは共同研究の大型化が順調に進ん

できており（下図）、コロナ禍を脱する産学連携戦略により V 字回復を図るとともに、前述の連携教育部

（本学大学院研究科への企業からの客員教員招致の仕組み）の整備・拡充による、学生教育と一体となっ

た組織的共同研究への展開（共同研究講座への発展）に取り組むこととしている。 

 

＜大型共同研究（１千万円以上）の件数（合計金額）推移＞   

2016 2017 2018 2019 2020 

２件 

（28,930千円） 

２件 

（23,244千円） 

３件 

（74,586千円） 

４件 

（104,498千円） 

３件 

（71,049千円） 

＜共同研究１件当たり単価の推移＞           千円 

2016 2017 2018 2019 2020 

1,355 1,477 1,873 2,024 1,869 

 

 ○知財収入についても、共同研究収入と同様の曲線を描いており、後述のとおり、更なる知財活用を促進

するため、「大学シーズ実用化研究会」を立ち上げるとともに、大学発ベンチャー支援との一体的知財ラ

イセンスの取組みを強化している。 

 

○ネーミングライツ収入等については、2020 年度時点では、目標値の２千万円/年に対して 540 万円に止

まっているが、その後大型の新規契約を獲得し、上述のとおり 2024年度までの累計契約金額で既に５千

万円弱を確保していることから、十分に達成可能と考えている。 

 

 

＜新型コロナウイルスによる影響と対応＞ 

◆上述のように、新型コロナウイルスの影響により、2020年度の共同研究や知財収入の実績が落ち込こんで 

 いるため、今後 V字回復を図り当初の成果目標値を達成すべく、以下のような取組み強化を図っている。 

１） 新規顧客開拓のための広報戦略の遂行 

現下の社会情勢を踏まえた新規顧客の開拓を急ピッチで進めるため、以下のような広報戦略を展開して

いる。この結果、産学連携 Onestop相談窓口への相談案件が、2020年度 14件であったものが、2021年

７月現在で既に 16 件に達している他、各種の広報イベントを通じた相談件数等も増加しており、これ

を着実に共同研究契約に結びつけていきたい。 

  ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

   ・with/afterコロナにおける新規顧客開拓のための広報戦略の遂行 

（新技術紹介フェア、研究室紹介冊子の刷新など） 
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①産学官連携 DAY（年１回）の開催 

毎年開催してきた企業向け研究室紹介イベントについて、コロナウイルス感染拡大予防の観点から

2020年度以降 Webを利用したリニューアルを URAが主導。Webによる研究テーマ紹介や個別相談コー

ナーの開設、遠隔操作可能な大型設備の紹介などに加えて、2021年度では、本学産学官連携センター

の YouTubeチャンネルを開設するなど、より多くの方に情報提供を行うべく情報提供手段の多様化を

実施している。 

＜2021年 6月 30日開催概要＞ 

https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/r-day/ 

②新技術紹介フェア（年数回）の開催 

JST新技術説明会などの他、最新の研究成果や技術をタイムリーに発信し、新規の共同研究につなげて

いくため、新たな広報イベントとして、大学独自の「新技術紹介フェア」を開催した。 

＜新技術紹介フェア＞ 

 2020年 11月 25日開催概要： 

  https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/fair/2020/index.html 

2021年３月８日開催概要：https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/fair/ 

2021年６月 30日開催概要（産学官連携 DAYと同時開催）：  

 https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/r-day/ 

③研究室紹介ページ「OPAL-RING」の刷新 

ホームページ上に掲載している本学の研究室紹介冊子「OPAL-RING」について、現下の情勢を踏まえた

社会的なニーズが高いと思われる研究者・研究分野の記事内容を刷新するとともに、キーワード検索

の機能を搭載するなどの改善を進めている。 

④研究プレスリリースの強化 

URAが全学広報センター研究広報 WGに参画し、研究プレスリリースの取組みを牽引・強化。 

⑤大学の知名度向上策 

新たな産学連携等にもつながる大学の知名度向上策を以下のとおり実施している。 

  ・京王線副駅名の設定 

   本学の最寄り駅である京王線調布駅の上り線、下り線の両ホームに本学の副駅名を掲出。今後、車内       

   広告の掲出も準備中。 

   https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210819_3654.html 

  ・京王バスへの広告 

   京王線調布駅北口を通る京王バス路線で、スクールカラーをベースとしたラッピングバス１台を運行 

するとともに、中野営業所、永福町営業所、調布営業所のエリア内各５台のバスに本学の広告を掲載。 

https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1603426635748/index_k.html 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210528_3406.html 

 

２） URAによる新たな社会的なニーズを踏まえた異分野連携研究プロジェクトの企画・提案 

本事業の令和２年度補正予算による MIRAIプロジェクトにコア機関として参画し、ポストコロナを

テーマとする新たな共同研究プロジェクトの企画・提案に積極的に取り組んでいる。また、MIRAIプロ

ジェクトの一環として、本学 URAが感染症対策に係る大型の財団助成への応募を企画・先導し、すべ

てのコア機関の参加の下、異分野研究者のマッチングを実現した。本プロジェクトは、自然科学分野

だけでなく、人文・社会分野の研究者も含めた「総合知」により、after/withコロナにおける新たな

社会基盤の構築を目指すものである。今後ともこのような「総合知」による研究プロジェクトの企

画・提案を積極的に進め、新学術領域や新産業の創出、新たな資金獲得につなげていきたい。 
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   ＜2021年度アウトプットの追加＞ 

  ・分野や機関の枠を超えた研究者の連携を推進する DXプラットフォームの構築 

 

３）大学発ベンチャー支援と一体となった研究成果の実用化の加速 

   本学を卒業して企業の知財部署・特許事務所等に勤務している方や、企業をリタイヤし出身企業と

のパイプや現在従事しているコンサル業等を通じた人脈が豊富な方など、多様な人材で構成するサポ

ータ組織を構成し、これまで死蔵していた本学知財の活用を促進する「大学シーズ実用化研究会」を

立ち上げた。また、大学発ベンチャーを通じた本学研究成果の実用化を加速すべく、優良ベンチャー

（Forbesベンチャーのトップ企業）から 2021年４月付けで新たに特任教員を公募採用し、金融機関か

らの出向職員との協働により、各社の財務状況の把握、代表者へのヒアリングを通じて、ベンチャー

の成長支援の取組みを強化している。 

   これらの取組みを通じて、社会のニーズを踏まえた実用化開発を図ることにより、本学の知財活用

を加速していきたい。 

   ＜2021年度アウトプットの設定＞ 

    ・大学シーズ実用化研究会等を通じた知財活用の加速 

 
 

 

ロジックツリー・ロードマップの利活用・横展開状況 

◆本学では、EBPMの考え方に基づく、新たな URA評価制度の運用を 2019年度から開始している。その評価

結果については、各年度７月１日付け給与改訂に反映されている他、2020年 10月１日付け昇任人事（特任

助教から特任准教授への昇任２件）への反映実績があり、また、2021年度においては、新たに再構築した

URA関係就業関係規程に基づく登用（内在化）審査にこれを活用することとしている。 

＜URA 評価基準の概要＞ 

・職階毎に定義したスキルレベルを踏まえて、各個人が上司と面談の上、目標を設定 

・各自の目標は、大学としての目標（将来構想を実現するためのアウトカム）を踏まえて、それを達成するために自分自身

がどのように貢献するのかを個人レベルまでブレイクダウンして設定 

・各自の目標設定の中には、職階に応じた難易度・達成度を客観的に判定できるような評価軸（極力定量的なもの）を記

載。通期（１年間）で目標を設定する場合には、半期ごとの到達目標を明記 

・半期ごとに、目標の達成度、そのための行動プロセス、能力を、職階毎に定義されたスキルレベルに応じて点数化して評

価 

・評価結果は、給与決定、昇任・任期更新・無期転換等の審査に活用 

 

◆第４期の国立大学法人中期目標・中期計画の策定にあたって、本ロジックツリー・ロードマップを活用

した。第４期中期目標・中期計画は、これまでの本研究大学強化促進事業の進捗状況・成果も踏まえた検

討が必須であることから、本ロジックツリー・ロードマップを関係者で共有した上で、EBPMの考え方にの

っとり、各部局からの提案のあった目標・計画案に係るロジックモデルを構築することにより、第４期に

掲げるべきアウトプット、アウトカム、KPI等の検討を行った上で素案の策定を行ったところである。 
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特筆すべき事項（定性的な現状・取組状況等） 

１．コロナ禍における URAの顕著な取組み 

本学 URAは、下記２で後述するような新型コロナウイルス感染症対策に資する多くの研究、情報発信等に対

して、積極的に伴走・支援を行っている他、コロナ禍における社会情勢を踏まえた、以下のような新たな取組

みを牽引している。 

１） URAによる新たな社会的なニーズを踏まえた異分野連携研究プロジェクトの企画・提案 

本事業の令和２年度補正予算による MIRAIプロジェクトにコア機関として参画し、ポストコロナをテー

マとする新たな共同研究プロジェクトの企画・提案に積極的に取り組んでいる。また、MIRAIプロジェク

トの一環として、本学 URAが感染症対策に係る大型の財団助成への応募を企画・先導し、すべてのコア機

関の参加の下、異分野研究者のマッチングを実現した。本プロジェクトは、自然科学分野だけでなく、人

文・社会分野の研究者も含めた「総合知」により、after/withコロナにおける新たな社会基盤の構築を目

指すものである。 

 

２） コロナ禍における新規顧客開拓のための広報戦略を推進 

現下の社会情勢を踏まえた新規顧客の開拓を急ピッチで進めるため、以下のような広報戦略を URA が推進

している。この結果、産学連携 Onestop相談窓口への相談案件が、2020年度 14件であったものが、2021年

７月現在で既に 16件に達している他、各種の広報イベントを通じた相談件数等も増加している。 

①産学官連携 DAY（年１回）の開催 

毎年開催してきた企業向け研究室紹介イベントについて、コロナウイルス感染拡大予防の観点から 2020

年度以降 Webを利用したリニューアルを URAが主導。Webによる研究テーマ紹介や個別相談コーナーの開

設、遠隔操作可能な大型設備の紹介などに加えて、2021年度では、本学産学官連携センターの YouTubeチ

ャンネルを開設するなど、より多くの方に情報提供を行うべく情報提供手段の多様化を実施している。 

＜2021年 6月 30日開催概要＞ 

https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/r-day/ 

②新技術紹介フェア（年数回）の開催 

JST新技術説明会などの他、最新の研究成果や技術をタイムリーに発信し、新規の共同研究につなげてい

くため、新たな広報イベントとして、大学独自の「新技術紹介フェア」を URAの主導により開催した。 

＜新技術紹介フェア＞ 

 2020年 11月 25日開催概要： 

  https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/fair/2020/index.html 

2021年３月８日開催概要：https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/fair/ 

2021年６月 30日開催概要（産学官連携 DAYと同時開催）：  

 https://www.uec.ac.jp/research/alliance-activity/r-day/ 

③研究室紹介ページ「OPAL-RING」の刷新 

ホームページ上に掲載している本学の研究室紹介冊子「OPAL-RING」について、現下の情勢を踏まえた社

会的なニーズが高いと思われる研究者・研究分野の記事内容を刷新するとともに、キーワード検索の機能

を搭載するなどの改善を進めている。 

④研究プレスリリースの強化 

URAが全学広報センター研究広報 WGに参画し、研究プレスリリースの取組みを牽引・強化。 

 

２．我が国における感染症対策への本学の貢献 

本学では、上述のとおり、ビジョンに基づく、共創進化スマート大学化を目指した「デジタル情報基盤」の一
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環として「データ・機能・ビッグデータ解析・AIの連携プラットフォーム」の構築を進めてきた。 

本学附属図書館「Ambient Intelligence Agora」にある 194 台の CO2・環境センサにより蓄積された 3.5年分

のビッグデータを学内オープンデータ化し、感染症対策のための実証的研究の推進に資するとともに、図書館の

入り口に、「サーマルカメラ＆ゲート連携・可視化システム」を設置し、after/withコロナにおける入館者の健

康管理と密の可視化を行ってきた。 

これらの取組みを踏まえて、産学連携により世界初のスマホ接続型 CO2センサを早期に普及（1.2万台以上）、

このプラットフォームを元に東大生産研・建築学部（野城研究室）との共同研究（東京都事業）により都内 100

カ所以上の病院・高齢者施設・飲食店・劇場にてリアルタイム CO2 測定・AI 予測や、劇場でのアーティストと

コラボした魅力ある可視化を 35公演以上で実践した。さらに専攻を超えた連携や学外医学部の協力により、ク

ラスター発生場所の 3D レーザースキャン(LiDAR)と熱流体解析による原因分析にも取り組んでいる。これらの

様子は NHKや全キー局のニュース、新聞等で広く報道され、換気と CO2測定の啓発に寄与するなど、共創進化の

起爆剤となっている。また、調布市との連携により本学体育館をワクチン大規模接種会場（週 1.3万人）とし、

学内リソースの横連携（大学院研究科・i-パワードエネルギー・システム研究センター、先端ワイヤレス・コミ

ュニケーション研究センターなど）により、熱中症リスクや人流、CO2 濃度を AI カメラや IoT センサにより管

理する即応型スマートシステムを実証するなど、地域の安全・安心に大きく貢献している。 

以上のように、新型コロナウイルス感染症対策において、主体的な研究、情報発信を数多く行っており、

after/with コロナにおける社会活動への再開に向けて、研究大学が地域社会や個人の適切な行動変容に向け果

たすべき役割として非常に重要かつ意義深いものと自負している。 

 個々の取組み・情報発信等の概要は、下記のとおりである。 

 

１） 調布市への CO2センサーの設置及びワクチン接種会場の提供 

調布市とは、包括連携協定締結のほか、2021年６月 24日付けで「調布スマートシティ協議会」を立ち

上げており、人の密集度合いを可視化するセンサーを活用したニューノーマルへの対応や市民向けの健康

管理アプリケーションの開発を含むヘルスケアサービスの拡充に今後とも取り組んでいくこととしてい

る。 

  ・調布駅前商店街の店舗への CO2センサーの設置と計測 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210323_3226.html 

  ・駅前ワクチン集団接種会場への CO2センサー設置と計測 

   https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1619059831984/index.html 

  ・本学施設を調布市のワクチン接種会場として提供（８月１日～） 

https://www.uec.ac.jp/news/backnumber/2021/20210709_3542.html 

   https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210810_3618.html 

    ＜参考情報＞ 

     ＃調布市ワクチン集団接種の概要：電通大会場の案内 

      https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1624326215223/index_k.html 

     ＃市長メッセージ：電通大の会場提供への謝辞 

      https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1624410672722/index_k.html 

 

２）東京都との共同事業～IoT/SNSと建築学の融合による「換気向上プロジェクト」～ 

  「東京都と大学との共同事業」として、東大生産研と連携し、建物内での「換気格差」を可視化し（「TOKYO

換気良好マップ」）、それを改善するためのノウハウの発信（「換気向上 SNS」）、誰でも CO2 濃度を測定、可視

化・分析できるツール（「CO2ハブ」）を開発・提供することを目指した、共同事業を開始。 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210430_3337.html 

101

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210323_3226.html
https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1619059831984/index.html
https://www.uec.ac.jp/news/backnumber/2021/20210709_3542.html
https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210810_3618.html
https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1624326215223/index_k.html
https://www.city.chofu.tokyo.jp/www/contents/1624410672722/index_k.html
https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210430_3337.html


 

３）三鷹市との CO2センサーを活用した実証実験の開始（再掲） 

三鷹市と「CO2計測による行動変容に関する実証実験の覚書」（2021年 6月 22日）を締結し、公共施設内の

CO2濃度のデータを収集および分析し、施設ごとの人の移動と CO2濃度の変化の特徴を見つけ出して、適切な

時間帯に換気を行うことで、新型コロナウイルス感染症対策につなげるための実証実験を開始している。 

https://www.city.mitaka.lg.jp/c_press/092/092193.html 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210628_3503.html 

 

４）感染症対策に資する情報発信 

 ①【ニュースリリース】安価で粗悪な CO2 センサの見分け方 ～５千円以下の機種、大半が消毒用アルコール

に強く反応～ 

新型コロナウイルス感染症の対策用として ECサイトで販売されている 5,000円以下の安価な二酸化炭素

濃度測定器（以下 CO2センサ）の精度検証を実施した結果、多くが粗悪品であることが判明。この結果を広

く公開し専門家の議論を促すため、医学分野のプレプリントサービス「medRxiv」（運営：コールド・スプリ

ング・ハーバー研究所(CSHL）、医学系雑誌出版社 BMJ、米・イエール大学）に速報原稿を投稿するとともに、

粗悪品を見分ける具体的方法を提示した上でプレスリリースを実施。 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210810_3625.html 

 

 ②【ニュースリリース】アクリルパネルやビニールシートがマイクロ飛沫感染の一因に ～クラスター発生地

点での換気実験と熱流体シミュレーションから分析～ 

新型コロナウイルス感染症の対策として広く実施されているアクリルパネルやビニールシートによる空

間遮蔽が空気を滞留させるため換気に悪影響を及ぼし、結果としてマイクロ飛沫感染の一因となる可能性

があることを発見し、研究者にいち早く共有し広く意見を求めるため、医学分野のプレプリントサービス

「medRxiv」（運営：コールド・スプリング・ハーバー研究所(CSHL）、医学系雑誌出版社 BMJ、米・イエール

大学）に速報原稿を投稿するとともに、区画ごとの窓開けなどの改善策を提示した上で、プレスリリースを

実施。 

https://www.uec.ac.jp/news/announcement/2021/20210531_3411.html 

 

 

【参考】論文の質に係る指標について 

 

 

Scopus WoS 

2013-
2017 
平均 

2014-
2018 
平均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

2013-
2017平

均 

2014-
2018平

均 

2015-
2019 
平均 

2016-
2020 
平均 

国際共著
論文率 

   ％    ％    ％    ％  28.1％ 27.7％ 27.9％  30.0％ 

産学共著
論文率 

   ％    ％    ％    ％ 4.2％ 4.0％ 4.6％  5.6％ 

Top10％論
文率 

   ％    ％    ％    ％ 7.5％ 8.0％ 7.4％  7.9％ 
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電気通信大学「研究大学強化促進事業」ロジックツリー【概要版】
将来構想

事業終了までのアウトカム
（2021（R3）年度-2022 （R4）年度）

中間的なアウトカム
（2019（R1）年度-2020 （R2）年度）

戦略的教員人事の加速
・教員人事見直しタスク

フォースによる新たな若手登
用システムの構築
・IR室と連携した教員パワー分
布分析をふまえた人事施策の
実施

◀

戦略的教員人事の加速
・教員人事の見直しタスク

フォースの設置
・IR室と連携した教員パワー

分布分析の強化（人事提案専
攻における当該分野の世界動
向等を踏まえた詳細分析）

◀
IR室と連携した教員パワー分
布分析の強化

学長裁量ポストによる多様な
人材登用

◀
学長裁量ポストによる多様な
人材登用

◀
学長裁量ポストによる多様な
人材登用

連携教育部整備・拡充計画の
策定

◀
イノベイティブ博士の育成強化
システムの検討

◀
イノベイティブ博士の育成強化
システムの検討

若手研究者育成・支援策の実
施
・UECポスドク研究員（一般

枠・電通大出身者枠）の雇用
・RAの雇用
・国際会議研究発表等支援

◀

若手研究者育成・支援策の実
施
・UECポスドク研究員（一般

枠・電通大出身者枠）の雇用
・RAの雇用
・国際会議研究発表等支援
制度の公募を実施

◀

若手研究者育成・支援策の実
施
・UECポスドク研究員の雇用
（電通大出身者枠を新設）
・RAの雇用
・国際会議研究発表等支援

JST「ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ（牽引型）」
と連携した女性研究者支援

◀
JST「ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ（牽引型）」
と連携した女性研究者支援

◀
JST「ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ（牽引型）」
と連携した女性研究者支援

外国人研究者支援策の実施
（査証取得、行政・学内手続き、
事務文書の翻訳等のワンス
トップサービスの実施など）

◀

外国人研究者支援策の実施
（査証取得、行政・学内手続き、
事務文書の翻訳等のワンス
トップサービスの実施など）

◀

外国人研究者支援策の実施
（査証取得、行政・学内手続き、
事務文書の翻訳等のワンス
トップサービスの実施など）

デジタル情報基盤整備の推進 ◀ デジタル情報基盤整備の推進 ◀

本学重点研究分野に係る拠
点活動（拠点オフィスの設置）

◀
本学重点研究分野に係る拠点
活動（拠点オフィスの設置）

◀
本学重点研究分野に係る拠点
活動（拠点オフィスの設置）

研究の連携・統合化等の支援
強化
・研究インテグレーション促進
支援制度の実施
・組織間連携等を促進する研
究費の学内公募を実施

◀

研究の連携・統合化等の支援
強化
・研究インテグレーション促進
支援制度の実施
・組織間連携等を促進する研
究費の新規学内公募を実施

◀

研究インテグレーション促進支
援制度の実施（研究者の組織
化、研究の統合化を促進する
ための旅費・謝金等の支援）

URAによるネットワーク形成の
取組
・RA協議会第7回年次大会

で産学連携セッションを企画

◀

URAによるネットワーク形成の
取組
・RA協議会第6回年次大会で

産学連携セッションを企画

◀

URAによるネットワーク形成の
取組
・RA協議会第5回年次大会を

主催

URAの内在化に向けたURA就
業関係規程等の整備

◀
改訂評価基準によるURA人事
評価結果の昇給・昇任への反
映

◀

改訂評価基準によるURA人事
評価の実施（ロジックツリーを
活用した目標設定と業績評
価）

研究者交流（派遣・招へい）や
若手教員の海外研修等の支
援

◀
研究者交流（派遣・招へい）や
若手教員の海外研修等の支
援制度の公募を実施

◀
研究者交流（派遣・招へい）や
若手教員の海外研修等の支
援

外国人著名研究者の招へい ◀
外国人著名研究者の招へい
制度の公募を実施

◀ 外国人著名研究者の招へい

ダブルディグリー等の実施に
向けた海外協定校との組織的
交流の推進

◀
ダブルディグリー等の実施に
向けた海外協定校との組織的
交流の推進

◀
ダブルディグリー等の実施に
向けた海外協定校との組織的
交流の推進

国際共同教育研究拠点「グ
ローバル・アライアンス・ラボ」
を通じた海外との交流

◀
国際共同教育研究拠点「グ
ローバル・アライアンス・ラボ」
を通じた海外との交流

◀
国際共同教育研究拠点「グ
ローバル・アライアンス・ラボ」
を通じた海外との交流

国際会議、シンポジウム、ワー
クショップ等を開催

◀
国際会議、シンポジウム、ワー
クショップ等をオンライン開催

◀
国際会議、シンポジウム、ワー
クショップ等を開催

e-bulletinによる国際的研究力
広報

◀
e-bulletinによる国際的研究力
広報

◀
e-bulletinによる国際的研究力
広報

ＵＥＣ版サバティカル促進制度
の公募を実施

◀
ＵＥＣ版サバティカル促進制度
の公募を実施

◀
ＵＥＣ版サバティカル促進制度
の実施

ネットワーク活動を通じた研究
コンプライアンス強化（多摩地
域大学等安全保障輸出管理
ネットワークの主催など）

◀
安全保障貿易管理や倫理審
査など、研究関連コンプライア
ンスの取組を強化

◀

安全保障貿易管理や倫理審
査（専門家を担当URAとして登
用）など、研究関連コンプライ
アンスの取組を強化

実験動物飼養保管施設の一
元管理の実施

◀
実験動物飼養保管施設の一
元管理の実施

◀
飼養保管施設の一元管理の
ため、研究設備センターに動
物実験支援部門を新設

大型設備・基盤設備の遠隔
化・自動化とマテリアルデータ
創出・共有化の推進

◀
大型設備・基盤的設備の集中
的な運用と管理の実施（遠隔
化・自動化の推進）

◀
大型設備・基盤的設備の集中
的な運用と管理の実施

教員の研究エフォート率向上
のための支援員の雇用

◀
教員の研究エフォート率向上
のための支援プログラム（支
援員の雇用）の公募を実施

◀
教員の研究エフォート率向上
のための支援プログラム（支
援員の雇用）の公募を実施

論文投稿料及び英文校正料
の支援（若手研究者を対象と
した論文支援に係る金額を1
件あたり10万円→15万円上限
に見直し）

◀

論文投稿料及び英文校正料
の支援（国際共著論文に係る
支援金額を1件あたり15万円
→25万円上限に見直し）

◀
論文投稿料及び英文校正料
の支援

科研費獲得支援制度の実施
（前年度科研費不採択者への
研究費支援及びURAによる申
請支援など）

◀

科研費獲得支援制度の実施
（前年度科研費不採択者への
研究費支援及びURAによる申
請支援など）

◀

科研費獲得支援制度の実施
（前年度科研費不採択者への
研究費支援及びURAによる申
請支援など）

分野や機関の枠を超えた研究
者の連携を推進するDXプラッ
トフォームの構築

◀ ◀

ＵＥＣアライアンスセンターを活
用した「協働と共創」の取組

◀
ＵＥＣアライアンスセンターを活
用した「協働と共創」の取組

◀
ＵＥＣアライアンスセンターを活
用した「協働と共創」の取組

総合的産学官連携活動の加
速
・組織連携ユニットによる総

合的産学連携サービスの提供
・持続的エクステンションプロ

グラム推進体制の構築
・大学シーズ実用化研究会

等を通じた知財活用の加速
・調布スマートシティ協議会等
を通じた地域課題解決への貢
献

◀

本格的産学官連携活動の加
速
・組織連携ユニットによる総

合的産学連携サービスの提供
・エクステンション推進支援

室による社員教育プログラム
の実施
・戦略的知財活用の推進（大

学シーズ実用化研究会の立ち
上げなど）

◀

本格的産学官連携を実現する
戦略的取組みの強化
・ターゲット企業との戦略的

パートナーシップを構築するた
めの「組織連携推進ユニット」
の編成
・エクステンション推進支援

室の設置
・共同研究に係る新たな経費

計上システムの運用

With/Afterコロナにおける新規
顧客開拓のための広報戦略
の遂行（新技術紹介フェア、研
究室紹介冊子の刷新など）

◀

研究・産学連携に係る広報機
能の強化（With/Afterコロナに
おける新たな広報戦略）
・研究広報戦略ＷＧの設置
・産学官連携ＤＡＹのリニュー

アル開催

◀
産学連携DAYの開催、研究室
紹介冊子の作成・発行などの
情報発信

アウトプット
（2021 （R3）年度の取組）

【D.】
ダイバーシテ

（多元的多様性）
を推進する大学

【C.】
コミュニケーション
（深い相互理解、
相互触発、連携・
協働）を推進する

大学

多様な人材の確保

指標(1)
常勤で勤務している40歳未満
の若手教員数

指標(2) 外国人専任教員数

指標(3) 女性研究者在籍数

指標(4)
クロスアポイントメント適用者
数

指標(5) 年俸制適用者数

指標(6) 大学院博士課程修了者数

人材育成・登用・評価システムの整備

指標①
学長裁量ポストを活用した登
用システムの再構築

指標② 教員評価システムの再構築

指標③ 国際文理共同専攻の設置

指標④ 卓越大学院構想の策定

指標⑤
博士人材獲得増強基盤の確
立

組織連携の拡大による研究力強化

指標(7)
「研究インテグレーションプ
ラットフォーム」を通じた新規
プロジェクト

指標(8)
ネットワーク型URAの普及・
定着

指標(9)
他機関との異分野融合プロ
ジェクト数

指標(10) 国際連携プロジェクト数

指標(11)
ダブルディグリーなど海外と
の連携プログラム数

指標(12)
グローバル・アライアンス・ラ
ボによる学生・研究者交流数

指標(13) 科研費新規採択率

指標(14)
工学系・情報系分野の国際
共著率

研究統合基盤の整備

指標⑥
「研究インテグレーションプ
ラットフォーム」の構築数

指標⑦
ネットワーク型URAの機能強
化

※ 本事業による取組の効果（他の事業等による影響を受けな
い）が検証可能である指標

研究成果の社会実装と資金獲得の強化

指標(15) 共同研究講座の数

指標(16) 知財収入の額

指標(17)
新規の大学発ベンチャー創
出数

指標(18)
ネーミングライツ・各種協賛事
業による収入

【I.】
イノベーションを
持続的に創出す

る大学

指標Ⅰ
新研究棟（AI for 
X ビル）の建設
計画の策定

イノベーション創出基盤の整備

指標⑧ 共同研究講座制度の創設

指標⑨ 共同研究受入額

※ 前年度の取組を発展させた繋がりのある取組

アウトプット
（2019 （R1）年度の取組）

アウトプット
（2020 （R2）年度の取組）
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電気通信大学「研究大学強化促進事業」後期ロードマップ 

事業実施計画 

年度 
2018 

(H30) 

2019 

(H31/R1) 

2020 

(R2) 

2021 

(R3) 

2022 

(R4) 

2023 

(R5) 

将来

構想 

事業終了まで 

のアウトカム 

中間的な 

アウトカム 
アウトプット 

【
D.
】
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
（
多
元
的
多
様
性
）
を
推
進
す
る
大
学

多様な人材の確保 

人材育成・登用・評価システムの

整備 

IR室と連携した教員パワー分

布分析の強化 

戦略的教員

人事の加速

（教員人事

の見直しタ

スクフォー

スの設置、

IR室と連携

した教員パ

ワー分布分

析の強化

（人事提案

専攻におけ

る当該分野

の世界動向

等を踏まえ

た詳細分

析）） 

戦略的教員人事の加速（教員人事見直しタス

クフォースによる新たな若手登用システムの

構築、IR室と連携した教員パワー分布分析を

ふまえた人事施策の実施） 

学長裁量ポストによる多様な人材登用 

イノベイティブ博士の育成強化システムの検

討 
連携教育部整備・拡充計画の策定 

若手研究者

育成・支援

策の実施

（UECポス

ドク研究

員・RAの雇

用、国際会

議研究発表

等支援） 

若手研究者

育成・支援

策の実施

（UECポスド

ク研究員の

雇用（電通

大出身者枠

を新設）、RA

の雇用、国

際会議研究

発表等支

援） 

若手研究者

育成・支援

策の実施

（UECポスド

ク研究員

（一般枠・

電通大出身

者枠）の雇

用、RAの雇

用、国際会

議研究発表

等支援制度

の公募を実

施） 

若手研究者育成・支援策の実施（UECポスドク

研究員（一般枠・電通大出身者枠）の雇用、

RAの雇用、国際会議研究発表等支援） 

指標①:学長裁量ポストを活用した

登用システムの再構築 
運用開始 

指標②:教員評価システムの再構築 運用開始 

指標③：国際文理共同専攻の設置 運用開始 

指標④: 卓越大学院構想の策定 

産学連携と

一体となっ

た博士人材

育成システ

ムの整備 

指標⑤: 博士人材獲得増強基盤の

確立 

多様な博士

人材受入パ

スの整備 

JST「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）」と連携した女性研究者支援 

外国人研究者支援策の実施（査証取得、行政・学内手続き、事務文書の翻訳等のワンストップサ

ービスの実施など） 

指標(1): 常勤で勤務している40歳未満の若手教員数 96名 

指標(2): 外国人専任教員数 50名 

指標(3): 女性研究者在籍数 150名 

指標(4): クロスアポイントメント適用者数 延べ15名 

指標(5): 年俸制適用者数 45名 

指標(6): 大学院博士課程修了者数 100名 

【
C.
】
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
（
深
い
相
互

理
解
、
相
互
触
発
、
連
携
・
協
働
）
を
推
進

す
る
大
学 

組織連携の拡大に

よる研究力強化 
研究統合基盤の整備 

デジタル情報基盤整備の推進 

本学重点研究分野に係る拠点活動（拠点オフィスの設置） 

研究インテグレーション促進

支援制度の創設（研究者の組

織化、研究の統合化を促進す

るための旅費・謝金等の支

援） 

研究の連

携・統合化

等の支援強

化（研究イ

ンテグレー

ション促進

支援制度の

実施、組織

間連携等を

促進する研

研究の連携・統合化等の支援強化（研究イン

テグレーション促進支援制度の実施、組織間

連携等を促進する研究費の学内公募を実施） 
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究費の新規

学内公募を

実施） 

URAによる

ネットワー

ク形成の取

組 

URAによるネ

ットワーク

形成の取組

（RA協議会

第５回年次

大会を主

催） 

URAによるネ

ットワーク

形成の取組

（RA協議会

第6回年次

大会で産学

連携セッシ

ョンを企

画） 

URAによるネットワーク形成の取組（RA協議

会第7回年次大会で産学連携セッションを企

画） 

改訂評価基

準によるURA

人事評価の

実施（ロジ

ックツリー

を活用した

目標設定と

業績評価） 

改訂評価基

準によるURA

人事評価結

果の昇給・

昇任への反

映 

URAの内在化に向けたURA就業関係規程等の整

備 

指標⑥: 「研究インテグレーション

プラットフォーム」の構築数 
延べ10件 

指標⑦: ネットワーク型 URA の機

能強化 

UEC/URA制度

の再構築 

研究者交流（派遣・招へい）

や若手教員の海外研修等の支

援 

研究者交流

（派遣・招

へい）や若

手教員の海

外研修等の

支援制度の

公募を実施 

研究者交流（派遣・招へい）や若手教員の海

外研修等の支援 

外国人著名研究者の招へい 

外国人著名

研究者の招

へい制度の

公募を実施 

外国人著名研究者の招へい 

ダブルディグリー等の実施に向けた海外協定校との組織的交流の推進 

国際共同教育研究拠点「グローバル・アライアンス・ラボ」を通じた海外との交流 

国際会議、シンポジウム、ワ

ークショップ等を開催 

国際会議、

シンポジウ

ム、ワーク

ショップ等

をオンライ

ン開催 

国際会議、シンポジウム、ワークショップ等

を開催 

e-bulletinによる国際的研究力広報 

ＵＥＣ版サバティカル促進制

度の実施 
ＵＥＣ版サバティカル促進制度の公募を実施 

研究関連コ

ンプライア

ンスの取組

を推進 

安全保障貿

易管理や倫

理審査（専

門家を担当

URAとして登

用）など、

研究関連コ

ンプライア

ンスの取組

を強化 

安全保障貿

易管理や倫

理審査な

ど、研究関

連コンプラ

イアンスの

取組を強化 

ネットワーク活動を通じた研究コンプライア

ンス強化（多摩地域大学等安全保障輸出管理

ネットワークの主催など） 

飼養保管施

設の一元管

理のため、

研究設備セ

ンターに動

物実験支援

部門を新設 

実験動物飼養保管施設の一元管理の実施 

大型設備・基盤的設備の集中

的な運用と管理の実施 

大型設備・

基盤的設備

の集中的な

運用と管理

の実施（遠

隔化・自動

化の推進） 

大型設備・基盤設備の遠隔化・自動化とマテ

リアルデータ創出・共有化の推進 

教員の研究

エフォート

率向上のた

めの支援員

の雇用 

教員の研究エフォート率向上

のための支援プログラム（支

援員の雇用）の公募を実施 

教員の研究エフォート率向上のための支援員

の雇用 

論文投稿料 論文投稿料 論文投稿料 論文投稿料及び英文校正料の支援（若手研究
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の支援 及び英文校

正料の支援 

及び英文校

正料の支援

（国際共著

論文に係る

支援金額を1

件あたり15

万円→25万

円上限に見

直し 

者を対象とした論文支援に係る金額を1件あ

たり10万円→15万円上限に見直し） 

科研費獲得支援制度の実施（前年度科研費不採択者への研究費支援及びURAによる申請支援な

ど） 

分野や機関の枠を超えた研究者の連携を推進

するDXプラットフォームの構築 

指標(7): 「研究インテグレーションプラットフォーム」を

通じた新規プロジェクト 
延べ20件 

指標(8): ネットワーク型URAの普及・定着 URAの内在化 

指標(9): 他機関との異分野融合プロジェクト数 延べ10件 

指標(10): 国際連携プロジェクト数 延べ10件 

指標(11): ダブルディグリーなど海外との連携プログラム

数 
5件 

指標(12): グローバル・アライアンス・ラボによる学生・

研究者交流数 
95名 

指標(13): 科研費新規採択率 40％ 

指標(14): 工学系・情報系分野の国際共著率 25％ 

【
I.
】
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
持
続
的
に
創
出
す
る
大
学

研究成果の社会実

装と資金獲得の強

化 

イノベーション創出基盤の整備 

ＵＥＣアライアンスセンターを活用した「協働と共創」の取組 

共同研究の

組織化・大

型化に向け

た受入から

知財・ベン

チャー創出

までの一貫

した産学連

携の取組を

強化 

本格的産学

官連携を実

現する戦略

的取組みの

強化（ター

ゲット企業

との戦略的

パートナー

シップを構

築するため

の「組織連

携推進ユニ

ット」の編

成、エクス

テンション

推進支援室

の設置、共

同研究に係

る新たな経

費計上シス

テムの運

用） 

本格的産学

官連携活動

の加速（組

織連携ユニ

ットによる

総合的産学

連携サービ

スの提供、

エクステン

ション推進

支援室によ

る社員教育

プログラム

の実施、戦

略的知財活

用の推進

（大学シー

ズ実用化研

究会の立ち

上げなど）） 

総合的産学官連携活動の加速（組織連携ユニ

ットによる総合的産学連携サービスの提供、

持続的エクステンションプログラム推進体制

の構築、大学シーズ実用化研究会等を通じた

知財活用の加速、調布スマートシティ協議会

等を通じた地域課題解決への貢献） 

産学連携DAYの開催、研究室

紹介冊子の作成・発行などの

情報発信 

研究・産学

連携に係る

広報機能の

強化～

With/After

コロナにお

ける新たな

広報戦略～

（研究広報

戦略ＷＧの

設置、産学

官連携ＤＡ

Ｙのリニュ

ーアル開

催） 

With/Afterコロナにおける新規顧客開拓のた

めの広報戦略の遂行（新技術紹介フェア、研

究室紹介冊子の刷新など） 

指標⑧: 共同研究講座制度の創設 

共同研究講

座制度の運

用開始 

指標⑨:共同研究受入額 5億円 

指標(15): 共同研究講座の数 2件 

指標(16): 知財収入の額 
2,000万円／

年 

指標(17): 新規の大学発ベンチャー創出数 延べ10件 

指標(18)：ネーミングライツ・各種協賛事業による収入 
2,000万円／

年 

指標Ⅰ：新研究棟（AI for X ビル）の建設計画の策定 
基本設計等

の策定 
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